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入 札 公 告
次のとおり一般競争入札に付します。
令和７年 10 月 15 日

支出負担行為担当官
長野地方法務局長 佐藤 純一

◎調達機関番号 013 ◎所在地番号 20
〇第１号
１ 調達内容
 品目分類番号 26
 購入等件名及び数量
長野地方法務局分室ほか７施設において使
用する電気の需給（高圧電力）
契約電力 327kW
予定使用電力量 733918kWh
 調達案件の仕様等 入札説明書及び仕様書
による。
 使用期間 令和８年４月１日から令和９年
３月31日まで
 需要場所 入札説明書及び仕様書による。
 入札方法 入札金額は、各社において設定
する契約電力に対する単価（kW単価、同一
月においては、単一のものとする。）及び使用
電力に対する単価（kWh単価、同一月にお
いては、単一のものとする。）を根拠（小数点
以下を含むことができる。）とし、当局が提示
する契約電力及び予定使用電力量の対価を入
札金額とすること。
なお、落札決定に当たっては、入札書に記
載された金額に当該金額の10パーセントに相
当する額を加算した金額（当該金額に１円未
満の端数があるときは、その端数金額を切り
捨てるものとする。）をもって落札価格とする
ので、入札者は、消費税に係る課税事業者で
あるか免税事業者であるかを問わず、見積
もった金額の110分の100に相当する金額を入
札書に記載すること。

２ 競争参加資格
 予算決算及び会計令第70条の規定に該当し
ない者であること。なお、未成年者、被保佐
人又は被補助人であって、契約締結のために
必要な同意を得ている者は、同条中、特別の
理由がある場合に該当する。
 予算決算及び会計令第71条の規定に該当し
ない者であること。
 令和７・８・９年度法務省競争参加資格
（全省統一資格）「物品の製造」又は「物品の
販売」において「Ａ」、「Ｂ」又は「Ｃ」の等
級に格付され、関東・甲信越地区の競争参加
資格を有する者、又は当該競争参加資格を有
していない者で、入札書の提出期限までに競
争参加資格審査を受け、競争参加資格者名簿
に登載され、当該等級に格付された者である
こと。
 電気事業法第２条の２の規定に基づき、小
売電気事業の登録を受けている者であるこ
と。
 省CO２化の要素を考慮する観点から、入札
説明書に記載する基準を満たすこと。

３ 電子調達システムの利用
本件は、電子調達システムを利用した応札及
び入開札手続により実施するものとする。ただ
し、紙による入札書の提出も可とする。詳細に
ついては、入札説明書のとおり。
４ 入札書の提出場所等
 入札書の提出場所、契約条項を示す場所及
び問合せ先
電子調達システム又は〒3800846 長野県
長野市大字長野旭町1108番地長野第２合同庁
舎 長野地方法務局会計課主計係 八田
皐、施設係 水落 康孝 電話026235
6623
 入札説明書の交付方法 入札説明書は、電
子調達システムを利用して取得すること。紙
による交付を希望する場合の交付場所及び問
合せ先はのとおり。
 入札説明書の交付期限 令和７年12月２日
まで（土曜日、日曜日及び祝日は除く。受付
時間は、９時00分から17時00分まで。ただし、
12時00分から13時00分を除く。）とする。
 入札書の提出期限 令和７年12月15日17時
00分

 開札の日時及び場所 令和７年12月16日10
時00分 電子調達システム及び長野地方法務
局地下会議室
 システム障害が発生した場合 及びに
ついては、電子調達システムにおいてシステ
ム障害が発生した場合には、別途通知する日
時に変更する場合がある。

５ その他
 入札及び契約手続において使用する言語及
び通貨 日本語及び日本国通貨
 入札保証金及び契約保証金 免除
 入札の無効 本公告に示した競争参加資格
のない者の提出した入札書及び入札に関する
条件に違反した入札書は無効とする。
 契約書作成の要否 要
 落札者の決定方法 予算決算及び会計令第
79条の規定に基づいて作成された予定価格の
制限の範囲内で最低の価格をもって有効な入
札を行った者を落札者とする。
 手続における交渉の有無 無
 詳細は入札説明書による。
６ Summary

 Official in charge of disbursement of the

procuring entity : Sato Junichi, Director‑

General of Nagano Legal Affairs Bureau.

 Classification of the products to be pro‑

cured : 26

 Nature and quantity of the products to be

purchased : Electricity to be used in 8 office

buildings ; Contract Demand 327kW, The

estimated electricity 733,918kWh.

 Delivery period : From 1 April, 2026

through 31 March, 2027.

 Delivery place : As in the tender manual

and specification.

 Qualification for participating in the ten‑

dering procedures : Suppliers eligible for

participating in the proposed tender are

those who shall : Not come under Article
70 of the Cabinet Order concerning the Bud‑

get, Auditing and Accounting. Further‑

more, minors, person under Conservator‑

ship or person under Assistance that have

obtained the consent necessary for conclud‑

ing a contract may be applicable under

cases of special reasons within the said

clause. Not come under Article 71 of the
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Cabinet Order concerning the Budget, Au‑

diting and Accounting. Have Grade A, B
or C in Manufacture or selling in terms

of the qualification for participating in ten‑

ders by Organizationsin Kanto・Koshin‑
etsu area related to the Ministry of Justice

in the fiscal years, 2025, 2026 and 2027

(Single qualification for every ministry and

agency). Have registered in accordance
with article 22 of the Electricity Utilities
Industry Law. Fulfill the requirement
mentioned in the tender manual that are

stated from the viewpoint of reducing CO２.

 Time‑limit for tender : 17 : 00 15 Decem‑

ber 2025.

 Electronic procurement system available

 Contact point for the notice : Hatta

Satsuki, Mizuochi Yasutaka, Procurement

Section, Finance Division, Nagano Legal

Affairs Bureau, 1108 Asahimachi Ooaza‑

nagano Nagano‑shi Nagano‑ken 3800846
Japan. TEL 0262356623.

入 札 公 告
次のとおり一般競争入札に付します。
令和７年 10 月 15 日
支出負担行為担当官
北陸財務局総務管理官 籠 康太郎

◎調達機関番号 015 ◎所在地番号 17
１ 調達内容
 品目分類番号 26
 購入等件名及び予定数量 令和８年度北陸
財務局所管合同庁舎外計６施設で使用する電
気（共同調達）
金沢新神田合同庁舎 契約電力 316
kW 予定使用電力量 580300kWh
富山合同庁舎 契約電力 166kW 予定

使用電力量 326300kWh
福井春山合同庁舎 契約電力 580kW

予定使用電力量 1223400kWh
敦賀地方合同庁舎 契約電力 60kW 予

定使用電力量 137700kWh
福井地方検察庁武生支部庁舎 契約電力
39kW 予定使用電力量 66400kWh
福井地方法務局武生支局 契約電力 47
kW 予定使用電力量 79800kWh

 購入物品の特質等 入札説明書及び仕様書
による。
 供給期間 令和８年４月１日から令和９年
３月31日まで。
 需要場所 入札説明書による。
 入札方法 入札金額は、各社において設定
する契約電力に対する単価（基本料金単価）
及び使用電力量に対する単価（電力量料金単
価、燃料費調整単価）を根拠とし、仕様書に
示す月ごとの予定契約電力及び予定使用電力
量に基づき算出した各月の対価の年間総価を
入札金額とすること。入札書に記載する金額
の算定に当たっては力率割引を考慮すること
とし、発電費用等に係る燃料価格変動の燃料
費調整額については、令和７年11月分の単価
を通年分として適用し入札金額に含めるこ
と。ただし再生可能エネルギー発電促進賦課
金は入札金額に含めない。
なお、落札決定に当たっては、入札書に記
載された金額に当該金額の10％に相当する額
を加算した金額（当該金額に１円未満の端数
があるときは、その端数金額を切り捨てた金
額とする。）をもって落札価格とするので、入
札者は、消費税に係る課税事業者であるか免
税事業者であるかを問わず、見積もった契約
金額の110分の100に相当する金額を入札書に
記載すること。

４ 電子調達システムの利用
本調達は「電子調達システム」を利用した応
札及び入開札手続により実施するものとする。
ただし、「紙」による入札書等の提出も可とする。
５ その他
 入札及び契約手続において使用する言語及
び通貨 日本語及び日本国通貨に限る。
 入札保証金及び契約保証金 免除。
 入札者に要求される事項 この一般競争に
参加を希望する者は、入札説明書で示した必
要な書類を受領期限までに提出しなければな
らない。
入札者は、開札日の前日までの間において
支出負担行為担当官から当該書類に関し説明
を求められた場合は、それに応じなければな
らない。
 入札の無効 本公告に示した競争に参加す
る資格を有しない者のした入札及び入札に関
する条件に違反した入札は無効とする。
 契約書作成の要否 要。

３ 入札書の提出場所等
 入札書の提出場所、契約条項を示す場所、
入札説明書の交付場所及び問い合わせ先
〒9218508 石川県金沢市新神田４丁目３
番10号金沢新神田合同庁舎内 北陸財務局会
計課経理係 電話0762927867

 入札説明書の交付方法 原則、電子メール
又はオンラインストレージを利用した交付と
する。交付を希望する者は以下の内容にて
choutatsu@hr.lfb-mof.go.jp（ｌは英小文字

の「エル」）宛てに令和７年12月４日までに
メールを送付すること。当局からは、受信し
たメールアドレス宛に返信する。件名：「令
和８年度北陸財務局所管合同庁舎外計６施設
で使用する電気（共同調達）」の入札説明書等
交付願 メール本文：入札者の住所、氏名（法
人の場合は、その名称又は商号）、担当者氏
名、担当者連絡先、添付ファイル：資格審査
結果通知書（全省庁統一資格）（写）、電気事
業法第２条の２の規定に基づき小売電気事業
の登録を受けていることを証明する書類（写）
 入札説明会の日時及び場所 入札説明会
は、実施しない。
 証明書等の受領期限 令和７年12月５日17
時15分まで
 入札書の受領期限 令和７年12月９日17時
15分まで
 開札の日時及び場所 令和７年12月10日10
時00分から 金沢新神田合同庁舎８階小会議
室
 、、については、電子調達システム
においてシステム障害が発生した場合には、
別途通知する日時に変更する場合がある。

２ 競争参加資格
 予算決算及び会計令第70条の規定に該当し
ない者であること。なお、未成年者、被保佐
人又は被補助人であって、契約締結のために
必要な同意を得ている者は、同条中、特別の
理由がある場合に該当する。
 予算決算及び会計令第71条の規定に該当し
ない者であること。
 令和７・８・９年度財務省競争参加資格審
査（全省庁統一資格）において、「物品の販売」
の「Ａ」、「Ｂ」又は「Ｃ」等級に格付けされ、
東海・北陸地域の競争参加資格を有する者で
あること。なお、本入札について、一の会社
（法人）からは一の入札参加申込しかできな
い。

 各省各庁から指名停止等を受けていない者
（支出負担行為担当官が特に認める者を含
む。）であること。
 競争参加資格が確認された後、開札のとき
までに、各省各庁から指名停止等を受けた者
でないこと。
 当局の契約担当官等と締結した契約に関
し、契約に違反し、契約の相手方として不適
当であると認められる者でないこと。また、
当局の契約担当官等が実施した入札の落札者
となりながら、正当な理由なくして契約を拒
み、ないしはその他、入札等の業務に関し不
正又は不誠実な行為をし、契約相手方として、
不適当であると認められる者でないこと。
 経営の状況又は信用度が極度に悪化してい
ないと認められる者であり、適正な契約の履
行が確保される者であること。
 会社更生法（平成14年法律第154号）に基
づく更生手続開始の申立てがなされておら
ず、かつ民事再生法（平成11年法律第225号）
に基づく再生手続開始の申立てがなされてい
ない者であること。なお、会社更生法に基づ
き更生手続開始の申立てがなされている者又
は民事再生法に基づき再生手続開始の申立て
がなされている者については、手続開始の決
定後、競争参加資格の再審査を受けている者
（再認定後の競争参加資格による）であるこ
と。
 電気事業法第２条の２の規定に基づき小売
電気事業の登録を受けている者であること。
 省CO２化の要素を考慮する観点から、入札
説明書に記載する基準を満たすこと。
 入札説明書の交付を受けた者であること。
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 落札者の決定方法 予算決算及び会計令第
79条の規定に基づいて作成された予定価格の
制限の範囲内で最低価格をもって有効な入札
を行った者を落札者とする。
 その他 詳細は入札説明書による。
６ Summary

 Official in charge of disbursement of the

procuring entity : KAGO Koutarou, Direc‑

tor of General Affairs Department, Ho‑

kuriku Local Finance Bureau.

 Classification of the products to be pro‑

cured : 26

 Nature and quantity of the products to be

purchased : Electricity to be used in Kana‑

zawa‑Shinkanda Common Government

Building. Contract : 316kW. The estimated

electricity : 580,300kWh. Electricity to be

used in Toyama Common Government

Building. Contract : 166kW. The estimated

electricity : 326,300kWh. Electricity to be

used in Fukui‑Haruyama Common Govern‑

ment Building. Contract : 580kW. The esti‑

mated electricity : 1,223,400kWh. Electric‑

ity to be used in Tsuruga District Common

Government Building. Contract : 60kW.

The estimated electricity : 137,700kWh.

Electricity to be used in Takefu Branch

Office of Fukui District Public Prosecutors

Office. Contract : 39kW. The estimated ele‑

ctricity : 66,400kWh. Electricity to be used

in Takefu Branch Office of Fukui District

Legal Affairs Bureau. Contract : 47kW.

The estimated electricity : 79,800kWh.

 Delivery period : From 1, April 2026 th‑

rough 31, March 2027.

 Delivery place : As in the tender manual.

 Have not received suspension of de‑

signated contractor status, etc. from any

ministry or agency (including person spe‑

cially qualified by officials in charge of

disbursement of the procuring entity).

 Not be suspended by government of‑

fices or agencies from participating in

tendering procedures and winning nomi‑

nation for a successful bidder.

 A person whose business situation or

trustworthiness is deemed not to have

significantly deteriorated and whose

proper performance of a contract can be

guaranteed.

 Have registered in accordance with ar‑

ticle 22 of the Electricity Utilities In‑
dustry Law.

 Fulfill the requirement mentioned in

the tender manual that are stated from

the viewpoint of reducing CO２.

 Be a person who took a grant of a

tender manual.

３ 入札書の提出場所等
 入札書の提出場所、契約条項を示す場所、
入札説明書の交付場所及び問い合わせ先
〒6500024 神戸市中央区海岸通29番地神
戸地方合同庁舎 近畿財務局神戸財務事務所
総務課経理係 船木 章弘 電話078391
6941（直通）

 会社更生法（平成14年法律第154号）に基
づき更生手続開始の申立をしていない者又は
民事再生法（平成11年法律第225号）に基づ
き再生手続開始の申立をしていない者である
こと。なお、会社更生法に基づき更生手続開
始の申立をした者又は民事再生法に基づき再
生手続開始の申立をした者にあっては、手続
開始の決定がなされた後において、競争参加
資格の再認定を受けている者であること。
 当局の契約担当官等と締結した契約に関
し、契約に違反し、又は同担当官等が実施し
た入札の落札者となりながら、正当な理由な
くして契約を拒み、ないしは入札等当局の業
務に関し不正又は不誠実な行為をし、契約の
相手方として不適当であると認められる者で
ないこと。
 各省各庁から指名停止等を受けていない者
（支出負担行為担当官が特に認める者を含む）
であること。
 経営の状況又は信用度が極端に悪化してい
ないと認められる者であり、適正な契約の履
行が確保される者であること。
 当該入札に関する入札説明書等の交付を受
け、入札参加申込を行いその審査に合格した
者であること。２ 競争参加資格

 令和７・８・９年度財務省競争参加資格
（全省庁統一資格）において、資格の種類が
「物品の販売」であり、営業品目が「家具・
什器類」に登録のある者、又は資格の種類が
「役務の提供等」であり、営業品目が「建物
管理等各種保守管理」に登録のある者であっ
て、「Ａ」、「Ｂ」又は「Ｃ」等級に格付けされ、

近畿地域の資格を有する者であること。又は、
当該競争参加資格を有していない者で、入札
書の受領期限までに競争参加資格審査を受
け、競争参加資格者名簿に登載された者であ
ること。
 予算決算及び会計令第70条の規定に該当し
ない者であること。なお、未成年者、被保佐
人又は被補助人であって、契約締結のために
必要な同意を得ている者は、同条中、特別の
理由がある場合に該当する。
 予算決算及び会計令第71条の規定に該当し
ない者であること。

入 札 公 告
次のとおり一般競争入札に付します。
令和７年 10 月 15 日
分任支出負担行為担当官
近畿財務局神戸財務事務所長 村上 浩三

◎調達機関番号 015 ◎所在地番号 28
１ 調達内容
 品目分類番号 ７、16、23
 購入等件名及び数量
令和７年度神戸財務事務所 事務机等更新
業務 一式
 調達案件の仕様等 入札説明書による。
 履行期間 契約締結日の翌日から令和８年
３月31日までの間。
 履行場所 入札説明書による。
 入札方法 上記の件名で総価で入札に付
する。
落札決定に当たっては、入札書に記載され
た金額に当該金額の100分の10に相当する額
を加算した金額（当該金額に１円未満の端数
が生じた場合は、その端数を切り捨てた金額）
をもって落札価格とするので、入札者は、消
費税及び地方消費税に係る課税事業者である
か免税事業者であるかを問わず、見積もった
契約希望金額の110分の100に相当する金額を
入札書に記載すること。
 本調達は府省共通の「調達ポータル
（https://www.p-portal.go.jp/pps-web-biz/）」
を利用した応札及び入開札手続きにより実施
するものとする。ただし、「紙」による入札書
等の提出も可とする。

 Time‑limit for acceptance : 5 : 15 pm, 5,

December, 2025.

 Time‑limit for tender : 5 : 15 pm, 9, De‑

cember, 2025.

 Time and date of the tender : 10 : 00 am,

10, December, 2025.

 Others : For details concerning this tend‑

er, refer to the tender manual.

 Contact point for the notice : Accountant

Section, Accounts Division, Hokuriku Lo‑

cal Finance Bureau, 4310 Shinkanda
Kanazawa‑city Ishikawa 9218508 Japan.
TEL 0762927867

 Qualifications for participation in the

tendering procedures : Suppliers eligible for

participating in the proposed tender are

those who shall :

 Not come under Article 70 of the Cabi‑

net Order concerning the Budget, Audit‑

ing and Accounting. Furthermore, mi‑

nors, Person under Conservatorship or

Person under Assistance that obtained

the consent necessary for concluding a

contract may be applicable under cases

of special reasons within the said clause.

 Not come under Article 71 of the Cabi‑

net Order concerning the Budget, Audit‑

ing and Accounting.

 Have Grade A, B or C in Selling in

terms of the qualification for participat‑

ing in tenders by Organizations in the To‑

kai‑Hokuriku area related to the Minis‑

try of Finance (Single qualification for

every ministry and agency) in the fiscal

years 2025, 2026 and 2027.
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 入札説明書の交付方法 本公告の日から令
和７年12月５日までの平日９時30分から12時
00分まで及び13時00分から16時30分までの間
に上記３の交付場所にて交付する。その際、
誓約書（その１）及び等級決定通知書の写し
を提出すること。
 入札説明会の日時及び場所 入札説明会
は、実施しない。
 入札申込期限 令和７年12月15日16時30分
までに、調達ポータルによる提出、若しくは
上記３に持参又は郵送（簡易書留・期限内
必着）すること。
 入札書の受領期限 令和７年12月15日16時
30分までに、調達ポータルによる提出、若し
くは上記３に持参又は郵送（簡易書留・期
限内必着）すること。
 開札の日時及び場所 令和７年12月16日に
神戸市中央区海岸通29番地 神戸地方合同庁
舎７階 神戸財務事務所 所内会議室におい
て、10時00分から開札する。

２ 競争参加資格
 予算決算及び会計令第70条の規定に該当し
ない者であること。
なお、未成年者、被保佐人又は被補助人で
あって、契約締結のために必要な同意を得て
いる者は、同条中、特別の理由がある場合に
該当する。
 予算決算及び会計令第71条の規定に該当し
ない者であること。
 令和７・８・９年度財務省競争参加資格
（全省庁統一資格）において業種区分が「物
品の製造」又は「物品の販売」で「Ａ」又は
「Ｂ」の等級に格付けされ、関東・甲信越地
域の競争参加資格を有する者、又は当該競争

入 札 公 告
次のとおり一般競争入札に付します。
令和７年 10 月 15 日
支出負担行為担当官
国税庁長官官房会計課長 西尾 尚記

◎調達機関番号 015 ◎所在地番号 13
１ 調達内容
 品目分類番号 17
 購入等件名及び数量
令和７年度 乗用自動車の購入等（区分６）
一式
 調達案件の仕様等 調達案件の仕様等に関
し、支出負担行為担当官が別途指示する特性
を有すること。
 履行期限 令和８年３月31日
 履行場所 当庁の指定する場所。
 入札方法 落札決定に当たっては、入札書
に記載された金額に、10％に相当する額を加
算した金額（当該金額に１円未満の端数が生
じた場合は、その端数金額を切り捨てた金額
とする。）をもって落札価格とするので、入札
者は、消費税に係る課税事業者であるか免税
事業者であるかを問わず、見積もった契約金
額の110分の100に相当する金額を入札書に記
載すること。 Qualifications for participating in the

tendering procedures : Suppliers eligible for

participating in the proposed tender are

those who shall :

 Have Grade A, B or C in the public

tender qualification category of Furni‑

ture and fixtures among Selling or

Conservative maintenance of building

among Offer of services, etc in terms of

the qualifications for participating in ten‑

ders by Organization in the Kinki area

related the Ministry of Finance (Single

qualification for every ministry and agen‑

cy) in the fiscal years 2025, 2026 and 2027.

 Not come under Article 70 of the Cabi‑

net Order concerning the Budget, Audit‑

ing and Accounting. Furthermore, Mi‑

nors, Person under Conservatorship or

Person under Assistance that obtained

the consent necessary for concluding a

contract may be applicable under cases

of special reasons within the said clause.

 Not come under Article 71 of the Cabi‑

net Order concerning the Budget, Audit‑

ing and Accounting.

４ その他
 入札及び契約手続きにおいて使用する言語
及び通貨 日本語及び日本国通貨に限る。
 入札保証金及び契約保証金 免除。
 入札者に要求される事項 入札者は、開札
日の前日までの間において分任支出負担行為
担当官から提出資料に関し説明を求められた
場合は、それに応じなければならない。
 入札の無効 本公告に示した競争参加資格
のない者のした入札、入札参加申込書又は提
出資料に虚偽の記載をした者のした入札及
び、入札に関する条件に違反した入札は無効
とする。
 契約書作成の要否 要。
 落札者の決定方法 予算決算及び会計令第
79条の規定に基づいて作成された予定価格の
範囲内で、最低価格をもって有効な入札を
行った者を落札者とする。
ただし、落札者となるべき者の入札価格に
よっては、その者により当該契約内容に適合
した履行がなされないおそれがあると認めら
れるとき、又はその者と契約を締結すること
が公正な取引の秩序を乱すこととなるおそれ

があって著しく不適当であると認められると
きは、予定価格の制限の範囲内の価格をもっ
て入札をした他の者のうち最低の価格をもっ
て入札をした者を落札者とすることがある。
 手続における交渉の有無 無。
 競争参加資格の申請の時期及び場所 「競
争参加者の資格に関する公示」（令和７年３月
31日付官報）に掲載されている時期及び場所
のとおり。
 証明書等の提出、質問書の提出、入札書の
提出及び開札等の手続きに関して、調達ポー
タルにおいて障害等が発生し、調達ポータル
による処理ができない場合、各手続きについ
ては別途通知する日時、方法等に変更する場
合がある。
 その他 詳細は入札説明書による。
５ Summary

 Official in charge of disbursement of the

procuring entity : MURAKAMI Hiromitsu,

Director of Kobe Local Finance Office.

 Classification of the services to be pro‑

cured : 7, 16, 23

 Nature and quantity of the services to be

required : Office desk, tile carpet and oth‑

ers, 1 set.

 Fulfillment period : From the next day of

a contract through 31 March, 2026.

 Fulfillment place : As in the tender do‑

cumentation.

 Time‑limit for tender ; 4 : 30 pm, 15 De‑

cember, 2025.

 Details and others : As in the tender do‑

cumentation.

 Contact point for the notice : FUNAKI

Akihiro, Accounting Section, General Af‑

fairs Division, Kobe Local Finance Office,

Kobe Local National Government Building,

29 Kaigandori, Chuou‑ku Kobe‑city, 650
0024 Japan. TEL 0783916941

 Not fall under the Corporate Re‑

organization Act (Act No. 154 of 2002) or

the Civil Rehabilitation Act (Act No. 225

of 1999). Furthermore, those who have

filed a petition for commencement of re‑

organization proceedings or commence‑

ment of rehabilitation proceedings shall

obtain the authorization for repossession

of the said tendering participants qualifi‑

cation after the commencement of pro‑

ceedings.

 Have not received suspension of de‑

signated contractor status, etc. from any

ministry or agency (including person spe‑

cially qualified by officials in charge of

disbursement of the procuring entity).

 Not be suspended by government of‑

fices or agencies from participating in

tendering procedures and winning nomi‑

nation for a successful bidder.

 A person whose business situation or

trustworthiness is deemed not to have

significantly deteriorated and whose

proper performance of a contract can be

guaranteed.

 Be a person who took a grant of a

tender documentation.


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参加資格審査を受けていない者で、競争参加
資格審査申請書を提出し、入札書の受領期限
までに競争参加資格審査を受け競争参加資格
者名簿に登載され、当該等級に格付けされた
者であること。
 各省各庁から指名停止等を受けていない者
（支出負担行為担当官が特に認める者を含
む。）であること。
 経営の状況又は信用度が極度に悪化してい
ないと認められる者であり、適正な契約の履
行が確保される者であること。

３ 入札書の提出場所等
 入札書の提出場所、契約条項を示す場所、
入札説明書の交付場所
〒1008978 東京都千代田区霞が関三丁目
１番１号 国税庁長官官房会計課
ただし、入札説明書は「調達ポータル」を
利用して入手することができる。
 入札説明書の交付方法 随時交付する。
 証明書等の受領期限 令和７年11月25日17
時00分
 入札書の受領期限 令和７年12月２日17時
00分
 開札の日時及び場所 令和７年12月５日10
時30分 国税庁第五会議室

４ 調達ポータルの利用
本件は、調達ポータルを利用した応札及び入
開札手続により実施するものとする。ただし、
紙による入札書の提出も可とする。

 Time‑limit for tender : 17 : 00 2 Decem‑

ber 2025.

 Other : For details concerning this tender,

Refer to the Tender explanation.

 Contact point for the notice :

KITAGAWA Misato Procurement Section,

Accounts Division, Commissioner's Sec‑

retariat National Tax Agency, 11
Kasumigaseki 3‑chome, Chiyoda‑ku, Tokyo

1008978 Japan TEL 0335814161 ex
3645

２ 競争参加資格
 予算決算及び会計令第70条及び第71条の規
定に該当しない者であること。
 令和07・08・09年度の国土交通省競争参加
資格（全省庁統一）「物品の販売」において、
Ａ、Ｂ、Ｃ又はＤの等級に格付けされ、北海
道地域の競争参加資格を有する者であるこ
と。

 供給場所 入札説明書による。
 入札方法 入札金額は、各社において設定
する契約電力に対する単価（同一月において
は単一のものとし、小数点以下第２位まで含
むことができる。）に契約電力を乗じた金額及
び使用電力量に対する単価（小数点以下第２
位まで含むことができる。）に当局の提示する
各月の予定使用電力を乗じた金額の各月の合
計金額（当該金額に１円未満の端数があると
きは、その端数を切り捨てるものとする。）の
１年間の総額を記載すること。
なお、落札決定に当たっては、入札書に記
載された金額に当該金額の100分の10に相当
する額を加算した金額（当該金額に１円未満
の端数があるときは、その端数金額を切り捨
てた金額）をもって落札価格とするので、入
札者は、消費税及び地方消費税に係る課税事
業者であるか免税事業者であるかを問わず、
見積もった契約金額の110分の100に相当する
金額を記載した入札書を提出すること。
ただし、発電費用等の係る燃料価格変動の
燃料費調整額及び再生可能エネルギー発電促
進賦課金については入札金額に含めないこと
とする。
 電子調達システムの利用 本案件は、申請
書等の提出、入札及び契約を電子調達システ
ムで行う対象案件である。なお、電子調達シ
ステムにより難い場合は、紙入札方式参加願
及び紙契約方式手続願を提出するものとす
る。

５ その他
 入札及び契約手続において使用する言語及
び通貨 日本語及び日本国通貨。
 入札保証金及び契約保証金 免除。
 入札者に要求される事項 この一般競争入
札に参加を希望する者は、当庁が交付する入
札説明書に基づいた応札条件等証明書及び入
札書をそれぞれの受領期限までに提出しなけ
ればならない。入札者は、開札日の前日まで
の間において、支出負担行為担当官から当該
書類に関し説明を求められた場合は、それに
応じなければならない。
 入札の無効 本公告に示した競争参加資格
のない者の提出した入札書及び入札に関する
条件に違反した入札書は無効とする。

 契約書作成の要否 要。
 落札者の決定方法 予算決算及び会計令第
79条の規定に基づいて作成された予定価格の
制限の範囲内の入札金額を示した入札者で
あって、支出負担行為担当官が入札説明書で
指定する性能、機能等の要件のうち、必須と
した項目について基準をすべて満たしている
提案をした入札者の中から、入札説明書にお
いて定める総合評価落札方式をもって落札者
を決定する。
 手続きにおける交渉の有無 無。
 競争参加資格の申請の時期及び場所 「競
争参加者の資格に関する公示」（令和７年３月
31日付官報）に記載されている時期及び場所
のとおり。
 問い合わせ先 国税庁長官官房会計課契約
第二係 北川実沙都 電話番号033581
4161 内線3645
 その他 詳細は入札説明書による。

 Qualification for participating in the ten‑

dering procedures : Suppliers eligible for

participating in the proposed tender are

those who shall ; ⒜not come under Article
70 of the Cabinet Order concerning the Bud‑

get, Auditing and Accounting. Further‑

more, minors, Person under Conservator

ship of Person under Assistance that ob‑

tained the consent necessary for concluding

a contract may be applicable under cases of

special reasons within the said clause ; ⒝

not come under Article 71 of the Cabinet

Order concerning the Budget, Auditing and

Accounting ; ⒞have Grade A or, B in
manufacturing or sale etc in the Kanto・
Koushinetsu district, in terms of the qualifi‑

cation for participating in tenders related

to Ministry of Finance (Single qualification

for every ministry and agency) in the fiscal

years 2025, 2026 and 2027. ; ⒟have not re‑
ceived suspension of designated contractor

status, etc. from any ministry or agency

(including person specially qualified by offi‑

cials in charge of disbursement of the pro‑

curing entity). ;⒠an eligible person is a per‑
son whose business condition and credit are

deemed not to be a severe degradation, and

who is sure to implement the contract.

入 札 公 告

次のとおり一般競争入札に付します。
令和７年 10 月 15 日
支出負担行為担当官
北海道開発局小樽開発建設部長 中島 州一
◎調達機関番号 020 ◎所在地番号 01
〇開発小樽第 10 号（№ 10）
１ 調達内容
 品目分類番号 26
 購入等件名及び数量
 小樽開発建設部管内 庁舎で使用する電
気（高圧）一式
 倶知安開発事務所（蘭越分庁舎） 庁舎
で使用する電気（低圧）一式

 小樽開発建設部管内 トンネル外で使用
する電気（高圧）一式
 小樽開発建設部管内 道路附属物設備で
使用する電気（低圧）一式
（電子入札対象案件）（電子契約対象案件）
 調達件名の特質等 入札説明書による。
 供給期間 令和８年４月１日から令和９年
３月31日まで

６ Summary

 Official in charge of disbursement of the

procuring entity : NISHIO Naoki, Director

Accounts Division, Commissioner's Sec‑

retariat, National Tax Agency

 Classification of the services to be pro‑

cured : 17

 Nature and quantity of the services to be

required : Purchase of Automobiles etc  1
set in the 2025 fiscal year

 Delivery period : 31 March 2026.

 Service place : Location specified by Na‑

tional Tax Agency
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 会社更生法に基づき更生手続開始の申立て
がなされている者又は民事再生法に基づき再
生手続開始の申立てがなされている者（「競争
参加者の資格に関する公示」（令和７年３月31
日付官報）に基づき書類を提出した者を除
く。）でないこと。
 電気事業法第２条の２の規定に基づき小売
電気事業の登録を受けている者であること。
 その他予算決算及び会計令第73条の規定に
基づき、支出負担行為担当官が定める資格を
有する者であること。
 申請書等の受領期限の日から開札の時まで
の間に、北海道開発局長から指名停止を受け
ていないこと。
 警察当局から、暴力団員が実質的に経営を
支配する者又はこれに準ずるものとして、国
土交通省公共事業等からの排除要請があり、
当該状態が継続している者でないこと。
 電子調達システムから入札説明書等を直接
ダウンロードした者であること、又は支出負
担行為担当官から入札説明書等の交付を受け
た者であること。

４ その他
 契約手続において使用する言語及び通貨
日本語及び日本国通貨。

 入札保証金及び契約保証金 免除。
 入札者に要求される事項
 電子調達システムにより参加を希望する
者は、入札書類データ（申請書等）を所定
の受領期限までに上記３に示すＵＲＬに
提出しなければならない。
 紙入札方式により参加を希望する者は、
必要な申請書等を所定の受領期限までに上
記３に示す場所に提出しなければならな
い。
なお、、いずれの場合も、開札日の前
日までの間において、支出負担行為担当官か
ら当該書類に関し説明を求められた場合は、
それに応じなければならない。
 入札の無効 本入札公告等に示した競争参
加資格のない者のした入札、申請書等に虚偽
の記載をした者のした入札、入札の条件に違
反した者のした入札及び入札者に求められた
義務を履行しなかった者のした入札は無効と
する。
 契約書作成の要否 要。
 落札者の決定方法 予算決算及び会計令第
79条の規定に基づいて作成された予定価格の
制限の範囲内で最低価格をもって有効な入札
を行った者を落札者とする。
 手続における交渉の有無 無。
 競争参加資格の決定を受けていない者の参
加 上記２に掲げる一般競争参加資格の決
定を受けていない者も上記３により申請書
等を提出することができるが、競争に参加す
るためには、開札の時において、当該資格の
決定を受け、かつ、競争参加資格の確認を受
けていなければならない。なお、当該資格の
申請は「競争参加者の資格に関する公示」に
より随時受け付ける。
 その他 詳細は入札説明書による。

５ Summary

 Official in charge of disbursement of the

procuring entity : NAKAJIMA Shuuichi,

Director of Otaru Development and Con‑

struction Department of Hokkaido Region‑

al Development Bureau

 Classification of the products to be pro‑

cured : 26

 Nature and quantity of the products to be

purchased :

 Electricity to be used in government

office building within the jurisdiction of

Otaru Development and Construction De‑

partment of Hokkaido Regional Develop‑

ment Bureau (high tension power) : 1 set

 Electricity to be used in government

office building within the jurisdiction of

Kutchan Development office (Rankoshi

Branch office) (low tension power) : 1 set

 Electricity to be used in tunnel within

the jurisdiction of Otaru Development

and Construction Department of Hok‑

kaido Regional Development Bureau

(high tension power) : 1 set

 Electricity to be used in ancillary road

structures within the jurisdiction of Otaru

Development and Construction Departm‑

ent of Hokkaido Regional Development

Bureau (low tension power) : 1 set

 Time limit for the submission of applica‑

tion forms and relevant documents for the

qualification : 11 : 00 a.m. 19 November

2025

 Time limit for tender : 4 : 00 p.m. 10 De‑

cember 2025

 Contact point for the notice : SASAKI

Shunsuke, Contracts Division, Otaru Devel‑

opment and Construction Department of

Hokkaido Regional Development Bureau,

155, Shiomidai 1‑Chome, Otaru, Hokkai‑
do, 0478555, Japan TEL 0134235144

入 札 公 告

次のとおり一般競争入札に付します。本案件は、
競争参加資格確認のための証明書等（以下、「証明
書等」という。）の提出、入札及び契約を電子調達
システム（ＧＥＰＳ）で行う対象案件です。
令和７年 10 月 15 日

支出負担行為担当官
海上保安庁総務部長 澤井 俊

３ 入札書の提出場所等
 入札書の提出場所、契約条項を示す場所及
び問い合わせ先
〒0478555 北海道小樽市潮見台１丁目15
番５号 北海道開発局小樽開発建設部契約課
佐々木駿輔 電話0134235144

 電子調達システムのＵＲＬ及び問い合わせ
先
調達ポータル
https://www.p-portal.go.jp/pps-web-biz/
上記３の問い合わせ先に同じ。

 入札説明書の交付方法 電子調達システム
により交付する（入札説明書等に対する質問
回答書についても同様に交付するので、ダウ
ンロードの際に「更新通知メールの配信を希
望する」に必ずチェックすること。）。
ただし、やむを得ない事由により電子調達
システムによる交付を受けることが困難な場
合は上記３に問い合わせること。
 電子調達システムによる入札書類データ
（申請書等）の受領期限及び紙入札方式によ
る申請書等の受領期限 令和７年11月19日11
時00分

 電子調達システムによる入札書及び紙入札
方式による入札書の受領期限 令和７年12月
10日16時00分
 開札の日時及び場所 令和７年12月11日11
時00分 北海道開発局小樽開発建設部入札公
示室

 Delivery period : From 1 April 2026 th‑

rough 31 March 2027

 Delivery place : As in the tender do‑

cumentation

 Qualification for participating in the ten‑

dering procedures : Suppliers eligible for

participating in the proposed tender are

those who shall :

 not come under Article 70 and 71 of the

Cabinet Order concerning the Budget,

Auditing and Accounting

 have Grade A, B, C or D in terms of the

qualification for participating in tenders

of the sale of product by Ministry of

Land, Infrastructure, Transport and Tou‑

rism (Single qualification for every minis‑

try and agency) in Hokkaido region in

the fiscal year of 2025・2026・2027
 Have registered in accordance with ar‑

ticle 22 of the Electricity Utilities In‑
dustry Law

 meet the qualification requirements

which the Obligating Officer may specify

in accordance with Article 73 of the Cabi‑

net Order

 not be currently under suspension of

nomination by Director‑General, Hokkai‑

do Regional Development Bureau during

the time of tender opening from time lim‑

it for the submission of application forms

and relevant documents for the qualifica‑

tion

 obtained a bid manual directly from

system or the person of ordering


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◎調達機関番号 020 ◎所在地番号 13
〇特船契第 25054 号
１ 調達内容
 品目分類番号 20
 購入等件名及び数量
大型測量船１隻建造

 調達案件及び仕様等 仕様書による。
 履行期限 令和11年２月28日
 履行場所 建造請負造船所
 入札方法 総価で行う。落札者の決定に当
たっては、入札書に記載された金額に当該金
額の10％に相当する額を加算した金額（当該
金額に１円未満の端数があるときは、その端
数金額を切り捨てるものとする。）をもって落
札価格とするので、入札者は、消費税及び地
方消費税に係る課税事業者であるか免税事業
者であるかを問わず、見積もった契約金額の
110分の100に相当する金額を入札書に記載す
ること。
 電子調達システム（ＧＥＰＳ）の利用 本
案件は、申請書等の提出、入札及び契約を電
子調達システムで行う対象案件である。なお、
電子調達システムによりがたい場合は、紙入
札方式参加願、紙契約方式承諾願を提出し、
紙入札方式、紙契約方式に代えることができ
る。

２ 競争参加資格
 予算決算及び会計令（以下「予決令」とい
う。）第70条の規定に該当しない者であるこ
と。なお、未成年者、被保佐人又は被補助人
であって、契約締結のために必要な同意を得
ている者は、同条中、特別の理由がある場合
に該当する。
 予決令第71条の規定に該当しない者である
こと。
 令和７・８・９年度国土交通省競争参加資
格（全省庁統一資格）において、「物品の製造
（船舶類）」のＡ、Ｂ、Ｃ又はＤ等級に格付け
され、関東・甲信越地域の競争参加資格を有
するものであること。
 当該部局において指名停止の措置を受け、
指名停止期間中でない者。
 警察当局から、暴力団員が実質的に経営を
支配する者又はこれに準ずるものとして、国
土交通省発注の公共事業等からの排除要請が
あり、当該状態が継続している者でないこと。

 経営状況や信用度が極度に悪化していない
と認められる者。
 入札業務に関し不正又は不誠実な行為を
し、契約の相手方として不適当でない者。
 電子調達システムによる場合は、電子証明
書を取得していること。
 競争参加資格の申請の時期及び場所 「競
争参加者の資格に関する公示」（令和７年３月
31日付官報）に記載されている時期及び場所
で申請を受け付ける。

３ 入札書の提出場所等
 電子調達システムのＵＲＬ及び問い合わせ
先
政府電子調達（ＧＥＰＳ）
https://www.geps.go.jp/

電子調達システムヘルプデスク
ＴＥＬ0570014889

 入札方式による入札書等の提出場所、契約
条項を示す場所、入札説明書の交付場所及び
問い合わせ先
〒1008976 東京都千代田区霞が関２

１３ 海上保安庁総務部政務課予算執行管
理室第二契約係 神谷 慧 電話03
35916361 内線2831
 入札説明書の交付方法 仕様書等（入札説
明書含む）の交付は、電子調達システム（Ｇ
ＥＰＳ）からダウンロードすること。
https://www.geps.go.jp/

また、郵送により交付を希望する者はＡ４
判用紙が入る返信用封筒（宛先を明記する。）
並びに重量200ｇに見合う郵便料金に相当す
る郵便切手又は国際返信切手券を添付して
の係に申し込むこと。
 電子調達システム及び紙入札による競争参
加のために必要な証明書等の受領期限 令和
７年11月14日17時00分
 電子調達システムによる入札及び紙入札に
よる入札書の受領期限 令和７年12月８日17
時00分
 開札の日時及び場所 令和７年12月９日13
時30分 海上保安庁入札室

５ Summary

 Official in charge of disbursement of the

procuring entity : SAWAI Syun, Director

General, Administration Department,

Japan Coast Guard.

 Classification of the services to be pro‑

cured : 20

 Nature and quantity of the products or

service to be purchased or required. : Hyd‑

rographic survey vessel.

 Fulfillment limit : 28. February. 2029.

 Fulfilment place : Contracted Shipyard.

 Qualifications for participating in the

tendering procedures ; Supplier eligible for

participating in the proposed tender are

those who shall ;

⒜ not come under Article 70 of the Cabi‑

net Order concerning the Budget, Audit‑

ing and Accounting. Furthermore, mi‑

nors, Person under Conservatorship or

Person under Assistance that obtained

the consent necessary for concluding a

contract may be applicable under cases

of special reasons within the said clause ;

入 札 公 告

次のとおり一般競争入札に付します。
なお、本入札に係る落札及び契約締結は、当該
業務に係る令和８年度予算が成立し、予算示達が
なされることを条件とするものである。
令和７年 10 月 15 日
支出負担行為担当官
福島地方環境事務所長 名倉 良雄

◎調達機関番号 021 ◎所在地番号 07
１ 調達内容
 品目分類番号 17
 件名及び数量
令和８～12年度福島地方環境事務所官用車
賃貸借（その２） 一式
 契約内容 入札説明書及び仕様書による。
 賃貸借期間 令和８年４月１日から令和13
年３月31日まで

４ その他
 契約手続において使用する言語及び通貨
日本語及び日本国通貨。

 入札保証金及び契約保証金 免除

 入札の無効 本公告に示した競争参加資格
のない者のした入札及び入札に関する条件に
違反した入札。
 契約書作成の要否 要。
本業務は、契約手続にかかる書類の授受を
電子調達システムで行う対象業務である。
なお、電子調達システムによりがたい場合
は、発注者の承諾を得て紙契約方式に代える
ものとする。
 落札者の決定方法 予決令第79条の規定に
基づいて作成された予定価格の制限の範囲内
で最低の価格をもって有効な入札を行った者
を落札者とする。
 手続きにおける交渉の有無 無
 その他 詳細は、入札説明書による。

⒝ not come under Article 71 of the Cabi‑

net Order concerning the Budget, Audit‑

ing and Accounting ;

⒞ have Grade A to D level of interest in

Manufacturing in Kanto・Koshinetsu
area in terms of the qualification for par‑

ticipating in the tenders by the Ministry

of Land, Infrastructure Transport and

Tourism (Single qualification for every

ministry and agency) in the fiscal years,

2025・2026・2027.
⒟ The person who is not being suspended

from Transactions by the request of the

officials in charge of contract.

⒠ not be the business operators that a

gangster influences management substan‑

tially or the person who has exclusion re‑

quest from Ministry of Land, Infrastruct‑

ure, Transport and Tourism is continuing

state concerned.

 Time‑limit for tender ; 17 : 00, 8. Decem‑

ber. 2025.

 Contact point for the notice : KAMIYA

Kei, 2nd Contract Section, Contract and Ac‑

counts Office, Budget Division, Administra‑

tion Department, Japan Coast Guard,

213, Kasumigaseki Chiyoda‑ku, Tokyo,
1008976 Japan. TEL 0335916361 ext.
2831
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 履行場所 福島地方環境事務所 外
 入札方法 本件は、価格と環境性能を総合
的に評価して落札者を決定する総合評価落札
方式の入札である。
入札金額は、業務に要する一切の費用を含
めた額とする。落札決定に当たっては、入札
書に記載された金額に当該金額の10％に相当
する額を加算した金額（当該金額に１円未満
の端数があるときは、その端数金額を切り捨
てるものとする。）をもって落札価格とするの
で、入札者は、消費税に係る課税事業者であ
るか免税事業者であるかを問わず、見積もっ
た契約金額の110分の100に相当する金額を入
札書に記載すること。

２ 競争参加資格
 予算決算及び会計令第70条の規定に該当し
ない者であること。なお、未成年者、被保佐
人又は被補助人であって、契約締結のために
必要な同意を得ている者は、同条中、特別な
理由がある場合に該当する。
 予算決算及び会計令第71条の規定に該当し
ない者であること。
 福島地方環境事務所から指名停止措置が講
じられている期間中の者でないこと。
 令和07・08・09年度環境省競争参加資格
（全省庁統一資格）の「役務の提供等」の「賃
貸借」において、「Ａ」、「Ｂ」、「Ｃ」又は「Ｄ」
の等級に格付けされ、競争参加地域が「東北」
となっている者であること（会社更生法（平
成14年法律第154号）に基づき更生手続開始
の申立てがなされている者又は民事再生法
（平成11年法律第225号）に基づき再生手続
開始の申立てがなされている者については、
手続開始の決定後、環境省大臣官房会計課長
が別に定める手続に基づく手続がなされてい
ること。）。
 入札説明書において示す暴力団排除に関す
る誓約事項に誓約できる者であること。

３ 契約条項を示す場所等
 担当部局 〒9608031 福島県福島市栄町
1125ＡＸＣビル６階 福島地方環境事務所
総務部経理課契約第一係 電話024573
7386

 入札説明書の交付 令和７年10月15日から
令和７年12月17日13時30分まで
入札説明書は、福島地方環境事務所ホーム
ページの「調達情報」から入手すること。

４ 入札手続き等
 性能等証明書等の提出について
提出期限 令和７年12月８日12時00分
提出場所 ３に示す担当部局
提出方法 入札説明書による。
 入札及び開札の日時及び場所 令和７年12
月17日13時30分 福島地方環境事務所入札室
福島県福島市栄町1125ＡＸＣビル５階

５ 電子調達システムの利用
本件は、電子調達システムで行う。なお、電
子調達システムによりがたい者は、発注者に申
し出た場合に限り紙入札方式に変えることがで
きる。
６ その他
 入札及び手続において使用する言語及び通
貨 日本語及び日本国通貨に限る。
 入札保証金及び契約保証金 免除
 入札の無効 本公告に示した競争参加資格
のない者が行った入札、提出した書類等に虚
偽の記載をした者が行った入札並びに別紙入
札心得において示した入札に関する条件に違
反した入札書は無効とし、無効の入札を行っ
た者を落札者としていた場合には落札決定を
取り消す。
 契約書の作成の要否 要

７ Summary

 Official in charge of disbursement of the

procuring entity : Yoshio Nakura, Director,

Fukushima Regional Environment Office,

Ministry of the Environment.

 Classification of the products to be pro‑

cured : 17

 Subject matter of the contract : Car‑lease

(Part. 2), fiscal years 20262030, 1 set
 Lease period : From 1 April 2026 through

31 March 2031

 Delivery place : As shown in the tender

documentation.

入 札 公 告

次のとおり一般競争入札に付します。
令和７年 10 月 15 日

分任支出負担行為担当官
防衛装備庁調達事業部
調達総括官 末田 毅

◎調達機関番号 010 ◎所在地番号 13
〇第 53 号
１ 調達内容
 品目分類番号 12、13、24
 購入等件名及び数量：
 空調機（天井埋込形） ２ＥＡ
 空調機（天井吊形） ２ＥＡ
 空調機（壁掛形） ３ＥＡ
 空調機（床置形） ３ＥＡ
 分光放射計 １台
 空気圧縮機（15，エンジン式） 14
台
 放射機用コンプレッサ３型 ６台
 冷凍機ユニット ３ＳＥ
 ブロワコイル（うらが型用） ６ＳＥ
 エアハンドリングユニット（うらが型用）
２ＯＴ

 冷房機ユニット（うらが型用） ４ＯＴ
 冷房機ユニット（たかなみ型用） ４Ｏ
Ｔ
 ブロワコイル（輸送艦，補助艦用） ４
ＳＥ
 簡易ボイラー付アイロンセット ２ＳＴ
 冷凍機ユニット（うらが型用） ２ＳＥ
 旋盤（普通小型）呼び６尺 １台
 調達件名の特質等 入札説明書による。
 納入期限 入札説明書による。
 納入場所 入札説明書による。
 入札方法 １の件名により入札に付す。
落札決定に当たっては、入札書に記載された
金額に当該金額の10％に相当する額を加算し

 落札者の決定方法 次の各要件に該当する
者のうち、入札説明書に定める総合評価の方
法によって得られた数値の最も高い者を落札
者とする。
 入札価格が、予算決算及び会計令第79条
の規定に基づいて作成された予定価格の制
限の範囲内であること。
 入札者が提出した性能等証明書が、環境
省による審査の結果合格したものであるこ
と。
ただし、落札者となるべき者の入札価格に
よっては、その者により当該契約の内容に適
合した履行がなされないおそれがあると認め
られるとき、又はその者と契約を締結するこ
とが公正な取引の秩序を乱すこととなるおそ

れがあって著しく不適当であると認められる
ときは、予定価格の制限の範囲内の価格を
もって入札した他の者のうち最低の価格を
もって入札した者を落札者とするときがあ
る。
 予算成立と契約 契約締結日は、本業務に
係る令和８年度の予算（暫定予算を含む。）が
成立した日以降とする。
また、暫定予算になった場合、全体の契約
期間に対する暫定予算の期間分のみの契約と
する場合がある。
 その他 本件に関する詳細は、入札説明書
による。

 Qualification for participating in the ten‑

dering procedures : Suppliers eligible for

participating in the proposed tender are

those who shall :

 not come under Article 70 and 71 of the

Cabinet Order concerning the Budget,

Auditing and Accounting.

 have Grade A, B, C or D qualification

during fiscal years 2025, 2026 and 2027 in

offer of services (lease) for participation

in tenders by Organization in Tohoku

area related to the Ministry of the Envi‑

ronment

 Time‑limit for tender : 13 : 30, 17 Decem‑

ber 2025

 Contact point for the notice : Contract

Section 1, Accounting Division, General Af‑

fairs Department, Fukushima Regional En‑

vironment Office, Ministry of the Environ‑

ment. AXC Bldg. 6F, 1125 Sakae‑machi,
Fukushima‑shi, Fukushima‑ken, 9608031
Japan. TEL 0245737386
 Others : As shown in the tender do‑

cumentation.
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た金額（当該金額に１円未満の端数があると
きは、その端数金額を切り捨てるものとす
る。）をもって落札価格とするので、入札者は、
消費税及び地方消費税に係る課税事業者であ
るか免税事業者であるかを問わず、見積もっ
た契約金額の110分の100に相当する金額を入
札書に記載すること。

２ 競争参加資格
 予算決算及び会計令第70条の規定に該当し
ない者であること。なお、未成年者、被保佐
人又は被補助人であって、契約締結のために
必要な同意を得ている者は、同条中、特別の
理由がある場合に該当する。
 予算決算及び会計令第71条の規定に該当し
ない者であること。
 令和７・８・９年度防衛省競争参加資格
（全省庁統一資格）において次に示す等級に
格付けされ、関東・甲信越地域の競争参加資
格を有する者であること。
１～、、 「物品の製造」又は「物
品の販売」の「Ａ」「Ｂ」「Ｃ」又は「Ｄ」
１～、 「物品の製造」の「Ａ」「Ｂ」
又は「Ｃ」

 大臣官房衛生監、防衛政策局長又は防衛装
備庁長官から「装備品等及び役務の調達に係
る指名停止等の要領」に基づく指名停止の措
置を受けている期間中の者でないこと。
 前号により、現に指名停止を受けている者
と資本関係又は人的関係のある者であって、
当該者と同種の物品の売買又は製造若しくは
役務請負について防衛省と契約を行おうとす
る者ではないこと。

３ 入札書の提出場所等
 入札書の提出場所、契約条項を示す場所、
入札説明書の交付場所及び問い合わせ先
〒1628870 東京都新宿区市谷本村町５
１ 防衛装備庁調達事業部需品調達官付機械
車両室調達第３班 電話0332683111 内
線35296
 紙入札、郵送による入札書、及び電子入札
による入札書の受領期限
１～ 令和７年11月26日18：00
１～ 令和７年11月27日18：00
１～ 令和７年12月１日18：00
１ 令和７年12月８日18：00

 開札の日時及び場所
１ 令和７年11月27日13：30
１ 令和７年11月27日13：50
１ 令和７年11月27日14：10
１ 令和７年11月27日14：30
１ 令和７年11月27日14：50
１ 令和７年11月27日15：10
１ 令和７年11月28日13：10
１ 令和７年11月28日13：30
１ 令和７年11月28日13：50
１ 令和７年11月28日14：10
１ 令和７年11月28日14：30
１ 令和７年11月28日14：50
１ 令和７年11月28日15：10
１ 令和７年12月２日11：00
１ 令和７年12月２日11：20
１ 令和７年12月９日９：40
１～ 防衛装備庁第１入札室

４ 防衛装備品等調達システムの利用
本件は、「防衛装備品等調達システム」を利用
した応札及び入札開札手続きを使用するものと
する。ただし、「防衛装備品等調達システム」に
よりがたい場合は、紙入札による参加届を提出
すること。詳細については入札説明書による。
５ その他
 契約手続において使用する言語及び通貨
日本語及び日本国通貨

 入札保証金及び契約保証金
 入札保証金 免除
 契約保証金 落札者となった場合は、契
約金額の100分の10以上の契約保証金を納
付するものとし、契約保証金は契約者がそ
の義務を履行しないときは、国庫に帰属す
る。
 ５の保証金以上の金額につき、保険
会社との間に国を被保険者とする履行保証
保険契約を結んだときは、これを免除する。

 入札者に要求される事項 この一般競争に
参加を希望する者は、封印した入札書のほか
に必要な証明書等を入札書の受領期限までに
提出しなければならない。入札者は、開札日
の前日までの間において、分任支出負担行為
担当官から当該書類に関し説明を求められた
場合は、それに応じなければならない。

 入札の無効 本公告に示した競争参加資格
のない者の提出した入札書、入札者に求めら
れる義務を履行しなかった者の提出した入札
書は無効とする。
 契約書作成の要否 要
 落札者の決定方法 予算決算及び会計令第
79条の規定に基づいて作成された予定価格の
制限の範囲内で最低価格をもって有効な入札
を行った入札者を落札者とする。
 手続における交渉の有無 無
 詳細は入札説明書による。
６ Summary

 Official in charge of disbursement of the

procuring entity : SUEDA Tsuyoshi Deputy

Director General, Procurement Operations

(Supplies and Arms) for Department of Pro‑

curement Operations, Acquisition, Technol‑

ogy and Logistics Agency

 Classification of the products to be pro‑

cured : 12, 13, 24

 Nature and quantity of the products to be

purchased :

 AIR CONDITIONER, 2 each

 AIR CONDITIONER, 2 each

 AIR CONDITIONER, 3 each

 AIR CONDITIONER, 3 each

 SPECTROMETER, 1 each

 AIR COMPRESSOR, 14 each

 COMPRESSOR, 6 each

 CONDENSING UNIT, 3 set

 BLOWER COIL, 6 set

 AIR HANDLING UNIT, 2 outfit

 AIR CONDITIONER, 4 outfit

 AIR CONDITIONER, 4 outfit

 BLOWER COIL, 4 set

 FLATILRON SET, ELECTRIC, 2 set

 CONDENSING UNIT, 2 set

 LATHE, TURRET, HORIZONTAL (6

FEET), 1 each

 Delivery period : as in the tender do‑

cumentation

 Delivery place : as in the tender do‑

cumentation

 Qualification for participating in the ten‑

dering procedures : Suppliers eligible for

participating in the proposed tender are

those who shall :

 not come under Article 70 of the Cabi‑

net Order concerning the Budget, Audit‑

ing and Accounting. Furthermore, mi‑

nors, Person under Conservatorship or

Person under Assistance that obtained

the consent necessary for concluding a

contract may be applicable under cases

of special reasons within the said clause.

 not come under Article 71 of the Cabi‑

net Order concerning the Budget, Audit‑

ing and Accounting.

 have Grade :

6～, ,  A, B, C or D in the

Manufacture or Sale

6～,  A, B, or C in the Manu‑

facture

in the Kanto and Koushinetsu area in

terms of the qualification for participat‑

ing in tenders by Ministry of Defense.

(Single qualification for every ministry

and agency) in the fiscal years 2025, 2026

and 2027.

 The person who is not being under sus‑

pension of nomination by Director Gener‑

al for Health and Medicine, Director Ge‑

neral, Bureau of Defense Policy or Com‑

missioner, Acquisition, Technology and

Logistics Agency.

 Time‑limit for tender :

6～ 18 : 00 26 November 2025

6～ 18 : 00 27 November 2025

6～ 18 : 00 1 December 2025

6 18 : 00 8 December 2025

 Contact point for the notice : Machinery

and Vehicles Office Department of Pro‑

curement Operations, Acquisition, Technol‑

ogy and Logistics Agency, 51 Ichi‑
gayahonmuracho Shinjukuku Tokyo 162
8870 Japan. TEL 0332683111 Ext. 35296
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入 札 公 告
次のとおり一般競争入札に付します。
令和７年 10 月 15 日

独立行政法人造幣局理事 村上 佳子
◎調達機関番号 561 ◎所在地番号 27
〇造大第 49 号
１ 調達内容
 品目分類番号 71、27
 購入等件名及び数量 会計システム更新及
び運用保守業務 一式
 調達案件の仕様等 入札説明書による。
 履行期限 令和14年12月31日
 履行場所 本局
 入札方法 入札者は、下記の及びの合
計額を入札書に記載するものとする。消費
税が課税となるものについては、入札者が消
費税に係る課税事業者であるか免税事業者で
あるかを問わず、見積もった価格の110分の
100に相当する金額 消費税が非課税又は
不課税となるものについては、見積もった価
格

２ 競争参加資格
 造幣局契約事務規程第４条及び第５条の規
定に該当しない者であること。
 令和７・８・９年度財務省競争参加資格
（全省庁統一資格）又は、令和７・８・９年
度独立行政法人造幣局競争参加資格において
業種区分が「役務の提供等」で「Ａ」に格付
けされている者であること。
 各省各庁から指名停止等を受けていない者
であること。
 造幣局と締結した契約に関し、契約に違反
し、契約の相手方として不適当であると認め
られる者でないこと。

３ 入札書の提出場所等
 入札書の提出場所、契約条項を示す場所、
入札説明書の交付場所及び問い合わせ先
〒5300043 大阪市北区天満１１79
独立行政法人造幣局 総務部経理課 契約担
当 平田 博美 電話0663515463
 入札説明書の交付方法 随時交付する。
 入札説明会の日時及び場所 令和７年12月
５日17時00分まで、上記３の場所で随時行
う。

 入札書の受領期限 令和８年２月24日17時
00分 ただし、入札書を持参する場合は開札
の日時までとする。
 開札の日時及び場所 令和８年２月25日14
時00分 造幣局経理課会議室

４ その他
 契約手続において使用する言語及び通貨
日本語及び日本国通貨。

 入札保証金及び契約保証金 免除。
 入札の無効 本公告に示した競争参加資格
のない者のした入札及び入札に関する条件に
違反した入札。
 契約書作成の要否 要。
 落札者の決定方法 造幣局契約事務規程第
７条の規定に基づいて作成された予定価格の
制限の範囲内の入札金額を提示した入札者で
あって、評価手順書で指定する性能、製造計
画等の要件のうち、必須とした項目について
の基準をすべて満たしている提案をした入札
者の中から、総合評価落札方式をもって有効
な入札を行った者を落札者とする。
 手続における交渉の有無 無。
 詳細は入札説明書による。
５ Summary

 Official in charge of procurement :

MURAKAMI Yoshiko, Executive Director,

Japan Mint

 Classification of the services to be pro‑

cured : 71, 27

 Nature and quantity of the services to be

required : Upgrade, operation and mainte‑

nance of service for accounting system 1 set

 Fulfillment period : December 31, 2032

 Fulfillment place : Head Office

 Qualification for participating in the ten‑

dering procedures : Suppliers eligible for

participating in the proposed tender are

those who :

 do not come under Article 4 and 5 of

the Japan Mint Contract Procedure

Rules.

 have obtained Grade A from the Minis‑

try of Finance Japan (all ministries／
agencies) or Japan Mint in the category

of Offer of service, etc. in the qualifica‑

tion for participating in tendering pro‑

cedures for the fiscal years of 2025, 2026

and 2027.

 have not received suspension of de‑

signated contractor status, etc. from any

ministry or agency.

 are not being recognized as an unsuit‑

able one to make a contract with, due to

the violation of the contract with Japan

Mint including its branches in the past.

 Time‑limit for tender : February 24, 2026

at 5 : 00 pm

 Contact point for the notice : HIRATA

Hiromi, Contract Unit, Accounts Division,

General Affairs Department, Japan Mint,

1179 Temma Kita‑ku, Osaka‑shi 530
0043 Japan TEL 0663515463

入 札 公 告

次のとおり一般競争入札に付します。
令和７年 10 月 15 日
分任契約担当者
国立研究開発法人科学技術振興機構

契約部長 近藤 章博
◎調達機関番号 813 ◎所在地番号 13
〇第７301 号
１ 調達内容
 品目分類番号 26
 購入等件名及び数量 令和８年度外国人研
究者宿舎「二の宮ハウス」における電気供給
一式

 調達件名の特質等 仕様書による。
 履行期間 令和８年４月１日（水）～令和
９年３月31日（水）
 履行場所 外国人研究者宿舎「二の宮ハウ
ス」（詳細は仕様書に定める）
 入札方法 落札者の決定に当たっては、入
札書に記載された金額に当該金額の100分の
10に相当する金額を加算した金額をもって落
札価格とするので、入札者は、消費税に係わ
る課税事業者であるか免税事業者であるかを
問わず、見積もった金額の110分の100に相当
する金額を入札書に記載すること。ただし、

税法その他の法令等の改正により消費税等の
税率が変動した場合には、消費税相当額は改
正以降における変動後の税率により計算する
ものとする。

２ 競争参加資格
 競争入札に参加することができる者
 予算決算及び会計令第70条の規定に該当
しない者であること。なお、未成年者、被
保佐人又は被補助人であって、契約締結の
ために必要な同意を得ている者は、同条中、
特別な理由がある場合に該当する。
 予算決算及び会計令第71条の規定に該当
しない者であること。

 競争入札に参加するための要件
 全省庁統一資格のうち以下の全てを満た
す競争参加資格を取得している者
・資格の種類 物品の販売
・資格の等級 Ａ、Ｂ、Ｃ又はＤ等級
・資格の有効年度 令和07・08・09年度
 会社更生法（平成14年法律第154号）に
基づき更生手続開始の申立てがなされてい
る者又は民事再生法（平成11年法律第225
号）に基づき再生手続開始の申立てがなさ
れている者については、手続開始の決定後
に前述の競争参加資格の再認定を受けてい
ること。
 当機構の取引停止の措置を受けている期
間中の者でないこと。
 新たに競争参加資格を得ようとする者
は、次のＵＲＬより全省庁統一資格を取得
すること。
https://www.chotatujoho.geps.go.jp/va/co

m/ShikakuTop.html

 下記の提案書提出期限までに提案書等を
提出した者であること。
提出期限 令和７年12月８日（月）12時00
分

３ 入札書提出場所等
 入札書の提出場所、契約条項を示す場所及
び入札説明書の交付場所 〒1020076 東京
都千代田区五番町７ Ｋ’ ｓ五番町 国立研
究開発法人科学技術振興機構 契約部（別館
調達担当） 担当 鈴木 康弘
ＴＥＬ：0335123535
E‑mail：keiyaku5@jst.go.jp
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 入札説明書の交付方法 本公告日から下記
ＵＲＬよりダウンロード可能。窓口交付の場
合は上記３の交付場所にて交付する。
ＵＲＬ：https://choutatsu.jst.go.jp/

 入札書の受領期限 令和７年12月８日（月）
12時00分（ただし、郵送による入札書の受領
期限は、令和７年12月８日（月）12時00分）
 開札の日時及び場所 令和８年１月９日
（金）14時00分 〒1020076 東京都千代田
区五番町７ Ｋ’ ｓ五番町 国立研究開発法
人科学技術振興機構 ４階入札室
 入札説明会の日時及び場所 令和７年10月
31日（金）14時00分 Zoomミーティングを
利用したオンライン開催とする（入札説明会
への参加を希望する者は令和７年10月30日
（木）17時00分までに上記３あてにメール
で連絡をすること。）

４ その他
 契約手続において使用する言語及び通貨
日本語及び日本国通貨に限る。

 入札保証金及び契約保証金 免除
 入札執行回数 ５回を限度とする。
 入札者に要求される事項 入札に参加しよ
うとする者は、入札説明書に示す仕様書等に
基づき提案書等を作成し、これを封印した入
札書に添付して、３の入札書の受領期限ま
でに提出しなければならない。提案書は当機
構において審査し、採用し得ると判断した提
案書を添付した入札書のみを落札決定の対象
とする。なお、提案書について説明を求めら
れた場合は、これに応じなければならない。
 入札の無効 本公告に示した競争参加資格
のない者の入札及び入札に関する条件に違反
した入札。
 契約書作成の要否 要
 契約条項 国立研究開発法人科学技術振興
機構所定の契約書による。
 落札者の決定方法 当機構が作成した予定
価格の制限の範囲内で最低価格をもって有効
な入札を行った入札者を落札者とする。
 その他詳細は入札説明書による。なお、入
札説明書等で当該調達に関する環境上の条件
を定めた調達であると示されている場合は、
十分理解した上で応札すること。

５ Summary

 Contracting Entity : KONDO Akihiro, Di‑

rector of the Department of Contract, Ja‑

pan Science and Technology Agency

 Classification of the products to be pro‑

cured : 26

 Nature and quantity of the products to be

required : Electricity Supply for Interna‑

tional Residence for Researchers Ni‑

nomiya House ; 1 set

 Implementation period : 1 April, 2026 to

31 March, 2027

 Implementation place : described in the

specification

 Qualifications for participating in the

tendering procedures : Tenderers shall be

those who not come under Article 70 of
the Cabinet Order concerning the Budget,

Auditing and Accounting. Furthermore, mi‑

nors, Person under Conservatorship or Per‑

son under Assistance that obtained the con‑

sent necessary for concluding a contract

may be applicable under cases of special

reasons within the said clause. not come
under Article 71 of the Cabinet Order con‑

cerning the Budget, Auditing and Account‑

ing.have the Grade A, B, C or D qualified
for participating in tenders for the sales of

product by Single qualification for every

ministry and agency in the fiscal year, 2025,

2026 and 2027.not be currently under sus‑
pension of nomination by JST

 Obligations of tenders : The tenders
must prepare written proposals based on

the specifications shown in the letter of ex‑

planations and submit by 12 : 00 PM 8 De‑

cember, 2025 The tenders must respond
to the relevant questions made by the offi‑

cer in charge of contracts ; andJST shall
conduct inspections of the said proposals.

Please be noted that if it is indicated that

入 札 公 告

次のとおり一般競争入札に付します。
令和７年 10 月 15 日
国立研究開発法人理化学研究所契約担当役
経理・調達本部 調達部長 星野 聡

◎調達機関番号 814 ◎所在地番号 28
〇2025 神戸第 22 号
１ 調達内容
 品目分類番号 24
 購入等件名及び数量 デュアルビューライ
トシート顕微鏡 １式
 調達案件の要件 入札説明書及び仕様書の
とおり。
 納入期限 令和８年３月31日
 納入場所 入札説明書による。
 入札方法 入札金額を記載した書類及び提
案に係る性能、機能等を記載した書類（以下
「入札書」という。）をもって申し込むこと。
なお、落札決定に当たっては、入札書に記載
された金額に当該金額の10パーセントに相当
する額を加算した金額（当該金額に１円未満
の端数が生じた場合は、切り捨てた金額とす
る。）をもって落札価格とするので入札者は、
消費税に係る課税事業者であるか免税事業者
であるかを問わず、見積もった金額の110分
の100に相当する金額を入札書に記載するこ
と。

２ 競争参加資格
 国立研究開発法人理化学研究所契約事務取
扱細則第５条の規定に該当しない者であるこ
と。

 国立研究開発法人理化学研究所競争契約参
加資格又は国の競争参加資格（全省庁統一資
格）のいずれかにおいて令和７年度に「物品
の製造」又は「物品の販売」の「Ａ」、「Ｂ」
又は「Ｃ」の等級に格付けされている者であ
ること。

３ 入札書の提出場所等
 入札書の提出場所、契約条項を示す場所、
入札説明書の交付場所及び問合わせ先
〒6500047 兵庫県神戸市中央区港島南町
２丁目２番３号 国立研究開発法人理化学研
究所 経理・調達本部 調達部 神戸調達課
市木 彩 電話0783063121

 入札説明書の交付方法 下記ＵＲＬよりダ
ウンロードすること。
https://choutatsu.riken.jp/r-world/info/
procurement/

 入札書の受領期限 令和７年12月８日15時
00分
 開札の日時 令和７年12月16日15時00分
 開札の場所 国立研究開発法人理化学研究
所 発生・再生研究棟Ａ棟１階Ｓ101１

４ その他
 契約手続において使用する言語及び通貨
日本語及び日本国通貨

 入札保証金及び契約保証金 免除
 入札者に求められる義務 この一般競争に
参加する者は、封印した入札書の他に本公告
に示した物品を納入できることを証明する書
類及び本研究所の交付する仕様書に基づく技
術審査資料を添付して入札書の受領期限まで
に提出しなければならない。なお、入札者は、
開札日の３日前までの間において、当該書類
に関し説明を求められた場合は、それに応じ
なければならない。
 入札の無効 本公告に示した競争参加資格
のない者のした入札及び入札者に求められる
義務を履行しなかった者のした入札は無効と
する。
 契約書作成の要否 要
 落札者の決定方法 予定価格の制限の範囲
内で最低価格をもって有効な入札者を落札者
とする。
 手続きにおける交渉の有無 無

environmental conditions relating to the

procurement are laid down in its tender do‑

cuments.

 Time limit of tender : 12 : 00 PM 8 De‑

cember, 2025 (tenders submitted by mail

12 : 00 PM 8 December, 2025)

 Contact point for the notice : SUZUKI

Yasuhiro, Office of Research Contract, De‑

partment of Contract, JST, 7, Gobancho,

Chiyoda‑ku, Tokyo 1020076 TEL 03
35123535
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 その他 詳細は入札説明書による。なお、
入札説明書等で当該調達に関する環境上の条
件を定めた調達であると示されている場合
は、十分理解した上で応札すること。

５ Summary

 Official in charge of disbursement of the

procuring entity : Satoshi Hoshino, Director

of Procurement Division, Fiscal Services

and Procurement Group, RIKEN.

 Classification of the services to be pro‑

cured : 24

 Nature and quantity of the services to be

required : Dual View Light Sheet Fluoresc‑

ence Microscope 1 set.

 Delivery Period : By 31, March, 2026

 Delivery place : details as defined in

tender notice

 Qualifications for participating in the

tendering procedures : Suppliers eligible for

participating in the proposed tender are

those who shall not come under Article 5
of the Regulation concerning the Contract

for RIKEN. have the Grade A, Grade B
or Grade C qualifications during fiscal 2025

in manufacturing or selling business for

participating in tenders by RIKEN, or in

tenders by Single qualification for every

ministry and agency.

 Time limit of Tender : 15 : 00, 8 Decem‑

ber, 2025

 Contact point for the notice : Aya Ichiki,

Kobe Procurement Section, Procurement

Division, Fiscal Services and Procurement

Group, RIKEN 223 Minatojima‑Mi‑
namimachi, Chuo‑ku, Kobe, Hyogo, Japan

TEL +81783063121
 Please be noted that if it is indicated that

environmental conditions relating to the

procurement are laid down in its tender

document.

入 札 公 告
次のとおり一般競争入札に付します。
令和７年 10 月 15 日
国立研究開発法人理化学研究所契約担当役
経理・調達本部 調達部長 星野 聡

◎調達機関番号 814 ◎所在地番号 28
〇2025 神戸第 23 号
１ 調達内容
 品目分類番号 24
 購入等件名及び数量 実験自動化大規模分
注システム １式
 調達案件の要件 入札説明書及び仕様書の
とおり。
 納入期限 令和８年３月31日
 納入場所 入札説明書による。
 入札方法 入札金額を記載した書類及び提
案に係る性能、機能等を記載した書類（以下
「入札書」という。）をもって申し込むこと。
なお、落札決定に当たっては、入札書に記載
された金額に当該金額の10パーセントに相当
する額を加算した金額（当該金額に１円未満
の端数が生じた場合は、切り捨てた金額とす
る。）をもって落札価格とするので入札者は、
消費税に係る課税事業者であるか免税事業者
であるかを問わず、見積もった金額の110分
の100に相当する金額を入札書に記載するこ
と。

２ 競争参加資格
 国立研究開発法人理化学研究所契約事務取
扱細則第５条の規定に該当しない者であるこ
と。
 国立研究開発法人理化学研究所競争契約参
加資格又は国の競争参加資格（全省庁統一資
格）のいずれかにおいて令和７年度に「物品
の製造」又は「物品の販売」の「Ａ」、「Ｂ」
又は「Ｃ」の等級に格付けされている者であ
ること。

４ その他
 契約手続において使用する言語及び通貨
日本語及び日本国通貨

 入札保証金及び契約保証金 免除
 入札者に求められる義務 この一般競争に
参加する者は、封印した入札書の他に本公告
に示した物品を納入できることを証明する書
類及び本研究所の交付する仕様書に基づく技
術審査資料を添付して入札書の受領期限まで
に提出しなければならない。なお、入札者は、
開札日の３日前までの間において、当該書類
に関し説明を求められた場合は、それに応じ
なければならない。
 入札の無効 本公告に示した競争参加資格
のない者のした入札及び入札者に求められる
義務を履行しなかった者のした入札は無効と
する。
 契約書作成の要否 要
 落札者の決定方法 予定価格の制限の範囲
内で最低価格をもって有効な入札者を落札者
とする。
 手続きにおける交渉の有無 無
 その他 詳細は入札説明書による。なお、
入札説明書等で当該調達に関する環境上の条
件を定めた調達であると示されている場合
は、十分理解した上で応札すること。

入 札 公 告

次のとおり一般競争入札に付します。
令和７年 10 月 15 日
契約担当役
独立行政法人国立高等専門学校機構
東京工業高等専門学校事務部長 山本 有香
◎調達機関番号 593 ◎所在地番号 13
〇第１号
１ 調達内容
 品目分類番号 26
 購入等件名及び数量 東京工業高等専門学
校で使用する高圧電気
契約電力 826kW
１年間予定使用電力量 1983116kWh

 調達件名の特質等 入札説明書で指定する
特質等を有すること。
 納入期限 令和８年１月１日～令和８年12
月31日

３ 入札書の提出場所等
 入札書の提出場所、契約条項を示す場所、
入札説明書の交付場所及び問合わせ先
〒6500047 兵庫県神戸市中央区港島南町
２丁目２番３号 国立研究開発法人理化学研
究所 経理・調達本部 調達部 神戸調達課
市木 彩 電話0783063121

 入札説明書の交付方法 下記ＵＲＬよりダ
ウンロードすること。
https://choutatsu.riken.jp/r-world/info/
procurement/

 入札書の受領期限 令和７年12月８日15時
00分
 開札の日時 令和７年12月16日14時30分
 開札の場所 国立研究開発法人理化学研究
所 発生・再生研究棟Ａ棟１階Ｓ101１

５ Summary

 Official in charge of disbursement of the

procuring entity : Satoshi Hoshino, Director

of Procurement Division, Fiscal Services

and Procurement Group, RIKEN.

 Classification of the services to be pro‑

cured : 24

 Nature and quantity of the services to be

required : Experimental Automation Sys‑

tem with Large‑Scale Dispensing 1 set.

 Delivery Period : By 31, March, 2026

 Delivery place : details as defined in

tender notice

 Qualifications for participating in the

tendering procedures : Suppliers eligible for

participating in the proposed tender are

those who shall not come under Article 5
of the Regulation concerning the Contract

for RIKEN. have the Grade A, Grade B
or Grade C qualifications during fiscal 2025

in manufacturing or selling business for

participating in tenders by RIKEN, or in

tenders by Single qualification for every

ministry and agency.

 Time limit of Tender : 15 : 00, 8 Decem‑

ber, 2025

 Contact point for the notice : Aya Ichiki,

Kobe Procurement Section, Procurement

Division, Fiscal Services and Procurement

Group, RIKEN 223 Minatojima‑Mi‑
namimachi, Chuo‑ku, Kobe, Hyogo, Japan

TEL +81783063121
 Please be noted that if it is indicated that

environmental conditions relating to the

procurement are laid down in its tender

document.
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 納入場所 東京工業高等専門学校
 入札方法 入札金額は各社において設定す
る契約電力に対する単一の単価（月額）及び
使用電力量に対する単価を記載すること。（小
数点以下を含むことができる。）落札の決定
は、本校が提示する予定使用電力量の対価を
入札書に記載された入札金額に従って計算し
た総価で行うので、当該総価を上記の単価と
併せて記載すること。
なお、落札決定に当たっては、入札書に記
載された金額に当該金額の10パーセントに相
当する額を加算した金額をもって落札価格と
するので、入札者は、消費税及び地方消費税
に係る課税事業者であるか免税事業者である
かを問わず、見積もった金額の110分の100に
相当する金額を入札書に記載すること。

２ 競争参加資格
 独立行政法人国立高等専門学校機構契約事
務取扱規則第４条及び第５条の規定に該当し
ない者であること。
 国の競争参加資格（全省庁統一資格）にお
いて、令和７年度に関東・甲信越地域の｢物
品の販売｣のＡ、Ｂ又はＣ等級に格付けされ
ている者であること｡
 電気事業法第２条の２の規定に基づき小売
電気事業の登録を受けている者であること。
 契約担当役から取引停止の措置を受けてい
る期間中の者でないこと。

３ 競争入札執行の日時及び場所等
 契約条項を示す場所入札説明書を交付する
場所及び問い合わせ先 〒1930997 東京都
八王子市椚田町1220２ 東京工業高等専門
学校総務課用度係 電話0426685123
E‑mail youdo@tokyo-ct.ac.jp

 入札説明書の交付方法 本公告の日から上
記３のの交付場所で交付する。
電子ファイルによる交付を希望する者は、
上記３のメールアドレスに交付希望の旨を
連絡すること。
 関係書類の提出期限及び場所 令和７年11
月14日（金）17時00分 東京工業高等専門学
校総務課用度係
 競争入札執行の日時及び場所 令和７年11
月20日（木）14時00分 東京工業高等専門学
校会議室

４ その他
 契約手続において使用する言語及び通貨
日本語及び日本国通貨

 入札保証金及び契約保証金 免除
 入札者に要求される事項 この一般競争に
参加を希望する者は、競争参加資格の確認の
ための書類及び本公告に示した物品を納入で
きることを証明する書類を関係書類の提出期
限までに提出しなければならない。
入札者は、競争入札執行の日の前日までの
間において、本校から当該書類に関し説明を
求められた場合は、それに応じなければなら
ない。
 入札の無効 本公告に示した競争参加資格
のない者の提出した入札書、入札者に求めら
れる義務を履行しなかった者の提出した入札
書、その他入札説明書による。
 契約書作成の要否 要
 落札者の決定方法 本公告に示した物品を
納入できると本校が判断した入札者であっ
て、独立行政法人国立高等専門学校機構契約
事務取扱規則第16条の規定に基づいて作成さ
れた予定価格の制限の範囲内で最低価格を
もって有効な入札を行った入札者を落札者と
する。
 反社会的勢力の排除 この一般競争に参加
を希望するものは、入札書の提出時に、契約
担当役が別に指定する暴力団員等に該当しな
い旨の誓約書を提出すること。誓約書を提出
せず、又は虚偽の誓約をし、若しくは誓約書
に反することとなったときは、当該者の入札
書を無効とする。
 その他 本件の入札に関する必要事項につ
いては、入札説明書によるものとする。

Ｂ have the Grade A, Grade B or Grade C

qualification during fiscal 2025 in the

Kanto Koshinetsu area in sales of prod‑

uct for participating in tenders by Single

qualification for every ministry and agen‑

cy.

Ｃ have registered under Article 22 of
the Electricity Business Act.

Ｄ fulfill the requirements mentioned in

the tender manual which are stated from

the viewpoint of reducing CO2.

Ｅ meet the qualification requirements

which the Obligating Officer Director‑

General may specify in accordance with

Article 6 of the Regulation.

Ｆ not be currently under a suspension of

business order as instructed by the Ob‑

ligating Officer Director‑General.

 Time limit of tender : 5 : 00 p.m 14, No‑

vember, 2025.

 Contact point for the notice : OKADA

Takashi, Procurement Section, General

Administration Division, National Institute

of Technology, Tokyo College, 12202,
Kunugida‑machi, Hachioji‑shi, Tokyo,

1930997, Japan, TEL 0426685123
E‑mail : youdo@tokyo-ct.ac.jp

入 札 公 告
次のとおり一般競争入札に付します。
令和７年 10 月 15 日
経理責任者 独立行政法人国立病院機構

東埼玉病院長 尾方 克久
◎調達機関番号 597 ◎所在地番号 11
〇第 03303 号（№03303）
１ 調達内容
 品目分類番号 26
 購入等件名及び数量 庁舎電力（交流３相
３線式、供給電圧6000ボルト）年間予定使
用電力量4376200kWh
 調達案件の仕様等 入札説明書及び仕様書
による。
 契約期間 令和８年４月１日から令和９年
３月31日まで。
 需要場所 独立行政法人国立病院機構東埼
玉病院
 入札方法 入札金額は、各社において設定
する契約電力に対する単一の単価（月額）及
び使用電力量に対する単価（同一月における
時間帯別単価においては、それぞれ単一のも
のとする。）を記載すること。（小数点以下を含
むことができる。）落札の決定は、当院が提示
する予定使用電力量の対価を入札書に記載さ
れた入札金額に従って計算した総価で行うの
で、当該総価を上記の単価と併せて記載する
こと。
なお、落札決定に当たっては、入札書に記
載された金額に当該金額の10パーセントに相
当する額を加算した金額（当該金額に１円未
満の端数があるときは、その端数金額を切り
捨てるものとする。）をもって落札価格とする
ので、入札者は、消費税に係る課税事業者で
あるか免税事業者であるかを問わず、見積
もった契約金額の110分の100に相当する金額
を入札書に記載すること。

２ 競争参加資格
 独立行政法人国立病院機構契約事務取扱細
則（以下、契約細則という。）第５条の規定に
該当しない者であること。なお、未成年者、
被保佐人又は被補助人であっても、契約締結
のために必要な同意を得ているものは、同条
中、特別の理由がある場合に該当する。

５ Summary

 Official in charge of disbursement of the

procuring entity : YAMAMOTO Yuka,

The Obligating Officer Director‑General

Administration Bureau, National Institute

of Technology, Tokyo College.

 Classification of the products to be pro‑

cured : 26

 Nature and quantity of the products to be

purchased : Electricity to be used in Nation‑

al Institute of Technology, Tokyo College.

Electricity contract 826kW. The estimated

electricity for 1 years 1,983,116kWh.

 Delivery period : From 1 January, 2026

through 31 December, 2026

 Delivery place : National Institute of

Technology, Tokyo College

 Qualifications for participating in the

tendering procedures : Suppliers eligible for

participating in the proposed tender are

those who shall :

Ａ not come under Article 4 and 5 of the

Regulation concerning the Contract for

National Institute of Technology, Japan.
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 契約細則第６条の規定に該当しない者であ
ること。
 厚生労働省競争参加資格（全省庁統一資格）
「物品の販売」のＡ、Ｂ、Ｃ又はＤの等級に
格付され、関東・甲信越地域の競争参加資格
を有する者であること。なお、当該競争参加
資格については、令和７年３月31日付け号外
政府調達第57号の官報の競争参加者の資格に
関する公示の別表に掲げる申請受付窓口にお
いて随時受け付けている。
 電気事業法第２条第２項の規定に基づき、
小売り電気事業者としての許可を得ている者
であること。
 購入される電力を経理責任者が指定する日
時、場所に十分供給することができることを
証明した者であること。
 契約細則第４条の規定に基づき、経理責任
者が定める資格を有する者であること。

３ 入札書の提出場所等
 入札書の提出場所、契約条項を示す場所、
入札説明書の交付場所及び問い合わせ先
〒3490196 埼玉県蓮田市黒浜4147 独立
行政法人国立病院機構東埼玉病院 企画課長
木﨑 輝男 電話0487681161

 入札説明書の交付方法 の交付場所にて
交付する。
 入札説明会の日時及び場所 入札説明会は
実施しない。
 入札書の受領期限 令和７年12月４日17時
00分
 開札の日時及び場所 令和７年12月５日13
時30分中 会議室

５ Summary

 Official in charge of disbursement of the

procuring entity : Katsuhisa Ogata, Direc‑

tor, National Hospital Organization Hi‑

gashisaitama National Hospital

 Classification of the products to be pro‑

cured : 26

 Nature and quantity of the products to be

required : Electricity of public office build‑

ing (6,000Ｖ) contract : 4,376,200kWh
 Fulfillment period : From April 1, 2026

through March 31, 2027

 Fulfillment place : National Hospital Or‑

ganization Higashisaiama National Hospi‑

tal

 Qualification for participating in the ten‑

dering procedures : Suppliers eligible for

participating in the proposed tender are

those who shall :

 not come under Article 5 of the Regula‑

tion concerning Contract for National

Hospital Organization (NHO). Further‑

more, minors, Person under Conservator‑

ship or Person under Assistance that ob‑

tained the consent necessary for conclud‑

ing a contract may be applicable under

cases of special reasons within the said

clause ;

２ 競争参加資格
 独立行政法人国立病院機構契約事務取扱細
則（以下、契約細則という。）第５条の規定に
該当しない者であること。なお、未成年者、
被保佐人又は被補助人であっても、契約締結
のために必要な同意を得ているものは、同条
中、特別の理由がある場合に該当する。
 契約細則第６条の規定に該当しない者であ
ること。
 厚生労働省競争参加資格（全省庁統一資格）
「物品の販売」のＡ、Ｂ又はＣの等級に格付
され、関東・甲信越地域の競争参加資格を有
する者であること。なお、当該競争参加資格
については、令和７年３月31日付け号外政府
調達第57号の官報の競争参加者の資格に関す
る公示の別表に掲げる申請受付窓口において
随時受け付けている。
 電気事業法第２条の２の規定に基づき小売
電気事業の登録を受けている者であること。

４ その他
 契約手続において使用する言語及び通貨
日本語及び日本国通貨

 入札保証金及び契約保証金 免除
 入札者に要求される事項 この一般競争に
参加を希望する者は、封印した入札書に１の
に示した購入等件名を履行できることを証
明する書類を添付して入札書の受領期限まで
に提出しなければならない。入札者は、開札
日の前日までの間において、経理責任者から
当該書類に関し説明を求められた場合は、そ
れに応じなければならない。

 入札の無効 本公告に示した競争参加資格
のない者の提出した入札書、入札者に求めら
れる義務を履行しなかった者の提出した入札
書は無効とする。
 契約書作成の要否 要
 落札者の決定方法 契約細則第21条の規定
に基づいて作成された予定価格の制限の範囲
内で最低の価格をもって有効な入札を行った
入札者を落札者とする。ただし、落札者とな
るべき者の入札価格によっては、その者によ
り該当契約の内容に適合した履行がなされな
いおそれがあると認められるとき、又はその
者と契約を締結することが公正な取引の秩序
を乱すこととなるおそれがあって著しく不適
当であると認められるときは、予定価格の制
限の範囲内の価格をもって入札した他の者の
うち最低の価格をもって入札した者を落札者
とすることがある。
 詳細は入札説明書による。

入 札 公 告

次のとおり一般競争入札に付します。
令和７年 10 月 15 日
経理責任者 独立行政法人国立病院機構

千葉医療センター院長 古川 勝規
◎調達機関番号 597 ◎所在地番号 12
〇第 03410 号（№03410）
１ 調達内容
 品目分類番号 26
 購入等件名及び数量 庁舎電力（交流３相
３線式、供給電圧6000ボルト） 予定使用
電力量 4152154kWh
 調達案件の仕様等 入札説明書及び仕様書
による。

 使用期間 令和８年４月１日から令和９年
３月31日まで。
 需要場所 独立行政法人国立病院機構千葉
医療センター
 入札方法 入札金額は、各社において設定
する契約電力に対する単一の単価（月額）及
び使用電力量に対する単価（同一月における
時間帯別単価においては、それぞれ単一のも
のとする。）を記載すること。（小数点以下を含
むことができる。）落札の決定は、当院が提示
する予定使用電力量の対価を入札書に記載さ
れた入札金額に従って計算した総価で行うの
で、当該総価を上記の単価と併せて記載する
こと。
なお、落札決定に当たっては、入札書に記
載された金額に当該金額の10パーセントに相
当する額を加算した金額（当該金額に１円未
満の端数があるときは、その端数金額を切り
捨てるものとする。）をもって落札価格とする
ので、入札者は、消費税に係る課税事業者で
あるか免税事業者であるかを問わず、見積
もった契約金額の110分の100に相当する金額
を入札書に記載すること。

 not come under Article 6 of the Regula‑

tion concerning Contract for NHO ;

 have Grade A, B, C or D in Sales of

products for participating in tenders by

Ministry of Health, Labour and Welfare

(Single qualification for every ministry

and agency) in Kanto‑Koshinetsu Regi‑

on ;

 have permission to be a general elec‑

tric enterprise in accordance with article

2, section 2 of the Electricity Utilities In‑

dustry Law ;

 prove that they can deliver the electric‑

ity, on the date and to the place specified

by the Obligating Officer ;

 meet the qualification requirements

which the Obligating Officer may specify

in accordance with Article 4 of the Regu‑

lation ;

 Time‑limit for tender : 17 : 00, December

4, 2025

 Contact point for the notice : Teruo

Kizaki, Director, Accounting Division, Na‑

tional Hospital Organization Higashisai‑

tama National Hospital, 4147 Kurohama

Hasuda‑shi Saitama‑ken 3490196, Japan.
TEL 0487681161
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 購入される電力を経理責任者が指定する日
時、場所に十分供給することができることを
証明した者であること。
 契約細則第４条の規定に基づき、経理責任
者が定める資格を有する者であること。

３ 入札書の提出場所等
 入札書の提出場所、契約条項を示す場所、
入札説明書の交付場所及び問い合わせ先
〒2608606 千葉県千葉市中央区椿森４
１２ 独立行政法人国立病院機構千葉医療
センター 企画課長 服部 真一 電話
0432515311 内線2200
 入札説明書の交付方法 の交付場所にて
交付する。
 入札書の受領期限 令和７年12月９日12時
00分
 開札の日時及び場所 令和７年12月11日10
時00分 院内会議室

４ その他
 契約手続において使用する言語及び通貨
日本語及び日本国通貨

 入札保証金及び契約保証金 免除
 入札者に要求される事項 この一般競争に
参加を希望する者は、封印した入札書に１の
に示した購入等件名を履行できることを証
明する書類を添付して入札書の受領期限まで
に提出しなければならない。入札者は、開札
日の前日までの間において、経理責任者から
当該書類に関し説明を求められた場合は、そ
れに応じなければならない。
 入札の無効 本公告に示した競争参加資格
のない者の提出した入札書、入札者に求めら
れる義務を履行しなかった者の提出した入札
書は無効とする。
 契約書作成の要否 要
 落札者の決定方法 契約細則第21条の規定
に基づいて作成された予定価格の制限の範囲
内で最低の価格をもって有効な入札を行った
入札者を落札者とする。ただし、落札者とな
るべき者の入札価格によっては、その者によ
り該当契約の内容に適合した履行がなされな
いおそれがあると認められるとき、又はその
者と契約を締結することが公正な取引の秩序
を乱すこととなるおそれがあって著しく不適
当であると認められるときは、予定価格の制

限の範囲内の価格をもって入札した他の者の
うち最低の価格をもって入札した者を落札者
とすることがある。
 詳細は入札説明書による。
５ Summary

 Official in charge of disbursement of the

procuring entity : Katsunori Furukawa, Di‑

rector, National Hospital Organization

Chiba Medical Center

 Classification of the products to be pro‑

cured : 26

 Nature and quantity of the products to be

required : Electricity of public office build‑

ing (6,000Ｖ) contract : 4,152,154kWh
 Fulfillment period : From April 1, 2026

through March 31, 2027

 Fulfillment place : National Hospital Or‑

ganization Chiba Medical Center

 Qualification for participating in the ten‑

dering procedures : Suppliers eligible for

participating in the proposed tender are

those who shall :

 not come under Article 5 of the Regula‑

tion concerning Contract for National

Hospital Organization (NHO). Further‑

more, minors, Person under Conservator‑

ship or Person under Assistance that ob‑

tained the consent necessary for conclud‑

ing a contract may be applicable under

cases of special reasons within the said

clause ;

２ 競争参加資格
 国立研究開発法人国立成育医療研究セン
ター契約事務取扱細則（以下、契約細則とい
う。）第６条の規定に該当しない者であるこ
と。なお、未成年者、被保佐人又は被補助人
であっても、契約締結のために必要な同意を
得ている者は、同条中、特別の理由がある場
合に該当する。
 契約細則第７条の規定に該当しない者であ
ること。
 厚生労働省競争参加資格（全省庁統一資格）
において「物品の製造」又は「物品の販売」
のＡ、Ｂ又はＣの等級に格付され、関東・甲
信越地域の競争参加資格を有する者であるこ
と。なお、当該競争参加資格については、令
和７年３月31日付け号外政府調達第57号の官
報の競争参加者の資格に関する公示の別表に
掲げる申請受付窓口において随時受け付けて
いる。
 契約細則第５条の規定に基づき理事長が定
める資格を有する者であること。

 その他入札説明書に定める者であること。
３ 入札書の提出場所等
 入札書の提出場所、契約条項を示す場所、
入札説明書の交付場所及び問い合わせ先
〒1578535 東京都世田谷区大蔵２10
１ 国立研究開発法人国立成育医療研究セン
ター 財務経理課長 荻原 剛之 電話03
34160181 内線5228
 入札書説明書の交付方法 国立研究開発法
人国立成育医療研究センターのホームページ
より申請を行う。
 入札説明会の日時及び場所 入札説明会は
行わない。
 入札書の受領期限 令和７年12月４日12時
00分
 開札の日時及び場所 令和７年12月８日13
時30分 院内会議室

４ その他
 契約手続において使用する言語及び通貨
日本語及び日本国通貨

 入札保証金及び契約保証金 免除

入 札 公 告
次のとおり一般競争入札に付します。
令和７年 10 月 15 日
国立研究開発法人
国立成育医療研究センター理事長

五十嵐 隆
◎調達機関番号 823 ◎所在地番号 13
１ 調達内容
 品目分類番号 22
 購入等件名及び数量 2026年度雑誌等の調
達
 調達案件の仕様等 入札説明書及び仕様書
による。
 契約期間 令和８年１月１日から令和８年
12月31日まで。
 納入場所 国立研究開発法人国立成育医療
研究センター
 入札方法 入札金額については、購入物品
のほか納入に要する一切の費用を含めた額と
すること。
落札決定にあたっては、入札書に記載され
た金額に当該金額の10パーセントに相当する
額を加算した金額（当該金額に１円未満の端
数があるときは、その端数金額を切り捨てる
ものとする。）をもって落札価格とするので、
入札者は、消費税及び地方消費税に係る課税
事業者であるか免税事業者であるかを問わず
見積もった金額の110分の100に相当する金額
を入札書に記載すること。

 not come under Article 6 of the Regula‑

tion concerning Contract for NHO ;

 have Grade A, B or C in Sales of prod‑

ucts for participating in tenders by Min‑

istry of Health, Labour and Welfare

(Single qualification for every ministry

and agency) in Kanto‑Koshinetsu Regi‑

on ;

 have permission to be a general elec‑

tric enterprise in accordance with article

2, section 2 of the Electricity Utilities In‑

dustry Law ;

 prove that they can deliver the electric‑

ity, on the date and to the place specified

by the Obligating Officer ;

 meet the qualification requirements

which the Obligating Officer may specify

in accordance with Article 4 of the Regu‑

lation ;

 Time‑limit for tender : 12 : 00 December

9, 2025

 Contact point for the notice : Shinichi

Hattori, Director, Accounting Division, Na‑

tional Hospital Organization Chiba Medi‑

cal Center, 412 Tsubakimori Chuou‑ku
Chiba‑city Chiba‑ken 2608606, Japan.
TEL 0432515311 ext. 2200
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 入札者に要求される事項 この一般競争に
参加を希望する者は、入札説明書で示した証
明書等を指定期日までに提出しなければなら
ない。また、開札日の前日までの間において、
理事長から当該書類について説明を求められ
た場合は、これに応じなければならない。
 入札の無効 本公告に示した競争参加資格
のない者がした入札及び入札に関する条件に
違反した入札は無効とする。
 契約書作成の要否 要
 落札者の決定方法 契約事務取扱細則第37
条の規定に基づいて作成された予定価格の制
限の範囲内で最低の価格をもって有効な入札
を行った入札者を落札者とする。
ただし、契約の相手方となるべき者の申込
みの価格が、申込みに係る価格によってはそ
の者により当該契約の内容に適合した履行が
なされないおそれがあると認められるとき
（契約事務取扱細則第14条第１項第一号）、
又は契約を締結することが、公正な取引の秩
序を乱すこととなるおそれがあって、著しく
不当であると認められるとき（契約事務取扱
細則第14条第１項第二号）は、予定価格の制
限の範囲内の価格をもって申込みをした他の
者のうち最低の価格をもって申込みをした者
を当該契約の相手方とすることがある。
理事長等は、落札者が決まった場合は、直
ちにその者と交渉し、契約価額を決定する(契
約事務取扱細則第16条）。
 詳細は入札説明書による。

３ 入札書の提出場所等
 契約条項を示す場所、入札説明書の交付場
所及び問い合わせ先 〒1608507 東京都新
宿区四谷１６１ ＹＯＴＳＵＹＡ ＴＯ
ＷＥＲ ６階 全国健康保険協会本部 契約
グループ （担当）田口 智士 電話03
66808199
 入札説明書等に対する質問の受付及び回答
 受付先 上記と同じ。
 受付期間 令和７年11月21日12時00分
 回答 質問は原則ＦＡＸで受け付ける。
質問者へ受付日の翌営業日までに回答す
る。入札書提出期限までに、入札説明書等
を取得した者へ回答内容を連絡し、全国健
康保険協会本部掲示板に掲示する。

 入札書の受領期限等
 期限 令和７年12月３日12時00分
 提出場所 上記と同じ。
 開札の日時及び場所
 日時 令和７年12月４日13時30分
 場所 〒1608507 東京都新宿区四谷
１６１ ＹＯＴＳＵＹＡ ＴＯＷＥＲ
６階 全国健康保険協会本部 会議室

５ Summary

 Official in charge of disbursement of the

procuring entity : Takashi Igarashi, Chief

Executive Officer (CEO), National Center

for Child Health and Development

 Classification of the Products to be pro‑

cured : 22

 Nature and quantity of the products to be

purchased : Procurement of medical books

etc. for fiscal year 2026 1 set

 Delivery period : From January 1, 2026 to

December 31, 2026

 Delivery place : National Center for Child

Health and Development

 Qualification for participating in the ten‑

dering procedures : Suppliers eligible for

participating in the proposed tender are

those who shall :

 not come under Article 6 of the Regula‑

tion concerning Contract for National

Center for Child Health and Develop‑

ment. Furthermore, minors, Person under

Conservatorship or Person under Assis‑

tance that obtained the consent necessary

for concluding a contract may be appli‑

cable under cases of special reasons with‑

in the said clause ;

入 札 公 告

次のとおり一般競争入札に付します。
令和７年 10 月 15 日

全国健康保険協会理事長 北川 博康

◎調達機関番号 427 ◎所在地番号 13
１ 調達内容
 品目分類番号 ６
 調達件名及び予定数量 令和８年度 健診
関係リーフレット等作成業務委託
 生活習慣病予防健診のご案内（事業主用）
Ａ ２つ折り 数量592000部
Ｂ Ｚ折り 数量777000部
Ｃ 観音折り 数量1310000部
 特定健康診査のご案内 数量3851000部
 健診結果通知票の見方（情報提供書）
数量11100000部

 肝炎ウイルス検査案内兼申込書
数量5769000部

 特定健康診査受診券（セット券）申請書
数量67400部

 生活習慣病予防健診のご案内（被保険者
用） 一式

 調達案件の仕様等 入札説明書、委託要領
及び仕様書による。
 納入期限
デジタルデータ 令和８年２月13日
紙媒体 令和８年３月４日

 納入場所 全国健康保険協会が指定する場
所
 入札方法 入札は、総価にて行う。落札決
定に当たっては、入札書に記載された金額を
もって落札判定を行うので、入札者は、消費
税等に係る課税事業者であるか免税事業者で
あるかを問わず、税抜額を入札書に記載する
こと。

２ 競争参加資格
 全国健康保険協会会計細則第30条及び第31
条の規定に該当しない者であること。
 令和７・８・９年度厚生労働省競争参加資
格（全省庁統一参加資格）「物品の製造」又は
「役務の提供等」のＡ、Ｂ又はＣの等級に格
付けされ、関東・甲信越地域の競争参加資格
を有する者であること。なお、当該競争参加
資格については、令和７年３月31日付け号外
政府調達第57号の官報の競争参加者の資格に
関する公示の別表に掲げる申請受付窓口にお
いて随時受け付けている。
 当該案件と同等の数量について納品を行っ
た実績を有する者であること。

 当該案件を確実に履行できると認められる
者であること。
 資格審査申請書又は添付書類に虚偽の事実
を記載していないと認められる者であるこ
と。
 経営の状況又は信用度が極度に悪化してい
ないと認められる者であること。
 損害賠償請求を全国健康保険協会から受け
ていない者であること。
 全国健康保険協会から業務等に関し競争参
加資格停止措置を受けている期間中でないこ
と。
 厚生年金保険・全国健康保険協会管掌健康
保険又は船員保険の適用を受けている者に
あっては、直近１年間について保険料の未納
がない者、健康保険組合等の適用を受けてい
る者にあっては、直近１年間について厚生年
金保険料に未納がない者であること。また、
厚生年金保険の適用を受けない場合は、事業
主が直近１年間について国民年金の未加入及
び国民年金保険料の未納がない者であるこ
と。
 当該案件の全部又は主体的部分を一括して
第三者に請け負わせない者であること。

 not come under Article 7 of the Regula‑

tion concerning Contract for National

Center for Child Health and Developm‑

ent ;

 have Grade A, B or C in Manufactur‑

ers of products or Sales of products for

participating in tenders by Ministry of

Health, Labour and Welfare (Single qua‑

lification for every ministry and agency)

in Kanto‑Koshinetsu Region ;

 meet the qualification requirements

which Chief Executive Officer (CEO) may

specify in accordance with Article 5 of

the Regulation ;

 Time‑limit for tender : 12 : 00 December

4, 2025

 Contact point for the notice : Tsuyoshi

Ogiwara, Director, Procurement policy

planning Division, National Center for

Child Health and Development, 2101,
Okura, Setagaya‑ku, Tokyo 1578535, Ja‑
pan. TEL 0334160181 ext. 5228
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４ その他
 契約手続きにおいて使用する言語及び通貨
日本語及び日本国通貨に限る。

 入札保証金及び契約保証金 全額免除とす
る。
 入札者に要求される事項 この一般競争に
参加を希望する者は、競争参加資格に関する
証明書等を令和７年12月３日12時00分までに
提出しなければならない。入札者は、開札日
の前日までの間において、全国健康保険協会
事務担当者から当該書類等に関し説明を求め
られた場合は、それに応じなければならない。
 入札の無効 本公告に示した競争参加資格
のない者の提出した入札書、入札者に求めら
れる義務を履行しなかった者の提出した入札
書、その他入札条件に違反した入札は無効と
する。
 契約書作成の要否 要
 落札者の決定方法 本公告に示した業務を
履行できると全国健康保険協会理事長が判断
した資料を添付して入札書を提出した入札者
であって、全国健康保険協会会計規程第32条
の規定により作成された予定価格の制限の範
囲内で、最低価格をもって有効な入札を行っ
た入札者を落札者とする。
 手続きにおける交渉の有無 無
 詳細は入札説明書による。  神奈川県足柄上郡山北町川西 清水橋交

差点から、片道当たり運搬時間が15時間
以内（※２）で運搬可能な処理施設を使用
できること。なお、環境基準不適合土（重
金属含有土）の車上積込み及び運搬は、当
社が別に発注する工事の受注者が行う。
※２ 土壌運搬時間の計算に用いる速度は、
下記のとおりとする。
高速道路：（規制速度）×09km/h、一般
道：（規制速度）×08km/h
 土壌の受入可能時間が土日祝日を除く、
毎日午前９時から午後５時までの時間帯で
あること。
 最大粒径300㎜程度の土壌が受入可能で
あること。

 競争参加資格確認申請書等（以下「申請書
等」という。）の提出期限の日から開札の日ま
での期間に、取引停止又は当社ホームページ

２ 競争参加資格
本調達に係る競争に参加できる者は、次に掲
げる条件をすべて満足し、かつ、契約責任者に
よる本調達に係る競争参加資格確認の結果、資
格があると認められた者とする。
 当社ホームページに掲載の「中日本高速道
路株式会社契約規則」（平成18年中日本高速道
路株式会社規程第25号）第11条の規定に該当
しないこと。
 会社更生法に基づく更生手続開始の申立て
又は民事再生法に基づく再生手続開始の申立
てがなされていないこと。

入 札 公 告

次のとおり一般競争入札に付します。
令和７年 10 月 15 日
（契約責任者）中日本高速道路株式会社

東京支社長 荒井 靖博
◎調達機関番号 418 ◎所在地番号 13
１ 調達内容
 品目分類番号 78
 調達件名及び数量 新東名高速道路 秦野
工事事務所管内建設発生土処理業務 環境基
準不適合土（重金属含有土）処理 111150t
 調達件名の特質等 仕様書による
 履行期間 契約締結の翌日から720日間
 履行場所 入札者が指定する環境基準不適
合土の処理施設
 入札方法 入札金額は、総価（総価は、１
円の位まで計上できるものとする。）とし、消
費税及び地方消費税を除いた「税抜き額」と
すること。仕様書に示す調達内容のほか、手
続などに要する一切の費用を含めること。
 電子契約によることができる。

 Not come under the Article 31 of the

Japan Health Insurance Association Or‑

der concerning the accounts regulations

 Possess the Grade A or the Grade B or

the Grade C in Product or Service in

terms of the qualification for participat‑

ing in tenders by the Ministry of Health,

Labour and Welfare (Single qualification

for every ministry and agency) in fiscal

year 2025, 2026, and 2027

 Prove to have actually engaged in ad‑

equate amount of similar matters proper‑

ly

 Prove to have the ability to provide

sufficient service with certainty

 Prove to have no false statement in

tendering application forms or attached

documents

 Prove neither the business condition

nor credibility is deteriorating

 Being the person who does not take

compensation for damages request from

Japan Health Insurance Association

 Do not come out of Japan Health Insur‑

ance Association during a period taking a

nomination stop about duties

 Time‑limit for Tender : 12 : 00, 3 Decem‑

ber, 2025

 Contact point for the notice : Satoshi

Taguchi, accounting division, general af‑

fairs department, Japan Health Insurance

Association, YOTSUYA TOWER 6F 1
61, Yotsuya, Shinjuku‑ku, Tokyo, 160
8507 Japan, TEL 0366808199

５ Summary

 Official in charge of disbursement of the

procuring entity : Hiroyasu Kitagawa, the

Chief Director, Japan Health Insurance As‑

sociation

 Classification of the products to be pro‑

cured : 6

 Nature and quantity of the services to be

required : Creating medical checkups rela‑

tionship brochure

 Guidance of lifestyle‑related disease

prevention medical examination

Ａ 2‑fold, 592,000

Ｂ Z‑fold, 777,000

Ｃ Kannon‑fold, 1,310,000

 Guidance of the specific health chec‑

kup, 3,851,000

 View of prevention medical examina‑

tion result, 11,100,000

 Inspection guidance of the hepatitis vi‑

rus and application form, 5,769,000

 Specific medical checkup consultation

ticket application form, 67,400

 Guidance of lifestyle‑related disease

prevention medical examination, 1 set

 Delivery deadline

 Digital data : 13 February, 2026

 Paper media : 4 March, 2026

 Delivery place : as in the specifications

 Qualifications for participating in the

tendering procedures : Suppliers eligible for

participating in the proposed tender are

those who shall :

 Not come under the Article 30 of the

Japan Health Insurance Association Or‑

der concerning the accounts regulations

 業務実績等を証明できること。下記～
をすべて満たす者であること。
 土壌汚染対策法第22条第１項の汚染土壌
処理業の許可を受けていること。又は、土
壌汚染対策法第22条第１項の汚染土壌処理
業の許可を受けている処理施設を単独又は
複数使用して土壌処理できること。
 次に示す環境基準を超過する土壌を１日
当たり最大570ｔ（※１）受入できること。
 砒素溶出量（基準値001㎎/Lを超過す
るもの）
 フッ素溶出量（基準値001㎎/Lを超過
するもの）
 六価クロム溶出量（基準値005㎎/Lを
超過するもの）
 セレン溶出量（基準値001㎎/Lを超過
するもの）
 鉛溶出量（基準値001㎎/Lを超過する
もの）
 酸性化可能性（基準値pH36未満のも
の）

※１ １日当たり最大570ｔを、処理施設を
複数使用して受入を行う場合、すべての処
理施設の受入数量の合計であり、施設毎の
処理数量内訳を提出すること。なお、換算
率19ｔ/㎥とする。
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に掲載の「中日本高速道路株式会社工事・調
査等の資格登録に関する要領」（平成19年１月
10日付け中高契第２号企画本部長通達）に基
づき名古屋支社又は金沢支社管内の業務の場
合にあっては地域１、東京支社管内の業務の
場合にあっては地域２において資格登録停止
を受けていないこと。
 本調達の入札に参加した者の間の資本関係
又は人的関係がないこと。
 本調達に係る設計業務等の受注者でないこ
と及び当該受注者と資本若しくは人事面にお
いて関連がないこと。
 警察当局から、暴力団員等が実質的に経営
を支配する者又はこれに準ずる者として、公
共工事等からの排除要請があり、当該状態が
継続している者でないこと。

５ Summary

 Official in charge of the contract of the

procuring entity : Yasuhiro Arai, Director

General of Tokyo Branch, Central Nippon

Expressway Company Limited.

 Classification of the services to be pro‑

cured : 78

 Nature and quantity of the products to be

purchased : Treatment of heavy‑metal con‑

taining soil : 111,150tons.

 Delivery period : 720 days from the next

day of contract.

 Delivery place : Processing site or receiv‑

ing location designated by the bidder.

 Qualification for participating in the ten‑

dering procedures : Suppliers eligible for

participating in the open tender must

 Not fall under Article 11 of the Central

Nippon Expressway Companys regula‑

tion on contract procedures.

 Have been qualified through the ex‑

amination of submitted documents.

The following documents must be sub‑

mitted by 4 : 00 P.M. 17 November 2025.

(by registered mail, to arrive by 4 : 00

P.M. on 17 November 2025)

・Copy of the commercial register
・The latest financial statements
・Copy of certificate of tax payment
・Document describing the company ca‑
reer

３ 入札手続等
 担当部署 〒1056011 東京都港区虎ノ門
４３１城山トラストタワー11Ｆ 中日本
高速道路株式会社 東京支社 総務企画部
契約課 電話0357765600（代表）
 仕様書等の交付期間及び方法
 交付期間：入札公告日から令和７年11月
17日（月）まで。
 交付方法：当社ホームページの入札公
告・契約情報検索のページにデータをアッ
プロードして交付する。
（ＵＲＬ：https://contract.c-nexco.co.jp/

auction_info/search）
設計図書等は、訂正・取消をする場合があ
り、訂正・取消を行ったときは、入札公告・
契約情報検索のページに掲載する。
 申請書等の提出期間、場所及び方法
 提出期間：入札公告日から令和７年11月
17日（月）までの土曜日、日曜日及び祝日
を除く毎日午前10時から午後４時まで。
 提出場所：記３に同じ。
 提出方法：郵送又は持参
 入札書の提出期限、場所及び方法
 提出期限：令和８年１月８日(木)午後４
時
 提出場所：記３に同じ。
 提出方法：郵送又は持参

 開札の日時及び場所
 開札日時：令和８年１月９日(金)午前10
時00分
 開札場所：記３に同じ。

４ その他
 契約手続において使用する言語及び通貨
日本語及び日本国通貨に限る。

 入札保証金及び契約保証金 免除
 入札者に要求される事項 入札者は、開札
日の前日までの間において、契約責任者から
申請書等に関し説明を求められた場合は、そ
れに応じなければならない。
 入札の無効 本公告に示した競争参加資格
のない者の行った入札、申請書等に虚偽の記
載をした者の行った入札及び入札に関する条
件に違反した者の行った入札は無効とする。
 契約書作成の要否 要
 落札者の決定方法 落札者の決定方法は、
入札書に記載された金額に、当社が算定する
環境基準不適合土(重金属含有土)の発生場所
（以下「土壌発生場所」という。）から入札者
が指定する環境基準不適合土の処理施設（以
下「処理施設」という。）までの土壌運搬費（※
１）を加算した金額が、最低価格である者を
落札者とする。
※１ 当社が算定する土壌運搬費算出の起点
（土壌発生場所）は、「神奈川県足柄上郡山
北町川西 清水橋交差点」とする。土壌運
搬費算出の終点は、処理施設とし、複数の
処理施設を使用する場合は、起点からの距
離が最も遠い処理施設とする。

 手続における交渉の有無 無
 詳細は、入札共通説明書及び入札個別説明
書による。

 Use soil treatment facility (iess) that

individually or jointly with other service

providers meet the following require‑

ments :

・Heavy‑metal containing soil treat‑

ment : The bidder must prove the legal

authorization of treatment facility (ies)

based on the Soil Contamination Coun‑

termeasures Act.

・Heavy‑metal containing soil refers to
soil containing the following sub‑

stances in excess of the thresholds indi‑

cated :

・Arsenic (elution) 0.01mg／L＜Soil elu‑
tion amount

・Fluorine (elution) 0.01mg／L＜Soil elu‑
tion amount

・Hexavalent chromium (elution)

0.05mg／L＜Soil elution amount
・Selenium (elution) 0.01mg／L＜Soil
elution amount

・Lead (elution) 0.01mg／L＜Soil elution
amount

・Acid soil refers to soil containing min‑
erals that elute highly acid water :

(pH＜3.6).
 Use facility (ies) with the following

treatment capacity and conditions :

・Heavy‑metal containing soil and acid
soil : 570 tons per day

・Maximum aggregate size : approx. 300
mm

 Ensure that the travel time to transport

soilfrom Shimizubashi intersection (Ka‑

wanishi, Yamakita Town, Ashigarakami

District, Kanagawa Prefecture) to a

treatment facility per one way does not

exceed 1.5 hours. The calculation should

be based on the following conditions :

・Route is specified
・Average speed of dump trucks on gen‑
eral roads : 80％ of the speed limit
・Average speed of dump trucks on high‑
way : 90％ of the speed limit

 Use treatment facility (ies) thatoperate

at least from 9 : 00 A.M. to 5 : 00 P.M. dai‑

lyexcept on Sundays and public holidays.

 Not have capital or personnel relation‑

ships with other bidders.

 Have not been subject tosuspension of

registration as a contractor or trader

since the acceptance of application form

for this tender

 Due date for the submission of tenders :

4 : 00 P.M. 8 January 2026 (Tenders submit‑

ted by registered mail : 4 : 00 P.M. 8 Janu‑

ary 2026)

 Language used for application and in‑

quiry should be Japanese.

 Contact point for tender documentation :

Contract Division, General Affairs and Cor‑

porate Strategy Department, Tokyo

Branch, Central Nippon Expressway Com‑

pany Limited. Shiroyama Trust Tower 11F,

431, Toranomon, Minato‑ku, Tokyo,
1056011 Tel. 0357765600
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入 札 公 告

次のとおり一般競争入札に付します。
令和７年 10 月 15 日
国立大学法人広島大学
分任契約担当職 霞地区運営支援部長

山下 洋一
◎調達機関番号 415 ◎所在地番号 34
〇第 29 号
１ 調達内容
 品目分類番号 24
 購入等件名及び数量 キャピラリー電気泳
動式ＤＮＡシーケンサー 一式
 調達件名の仕様等 入札説明書による。
 納入期限 令和８年３月31日
 納入場所 広島大学 霞キャンパス 総合
研究棟
 入札方法 落札決定に当たっては、入札書
に記載された金額に当該金額の10パーセント
に相当する額を加算した金額（当該金額に１
円未満の端数があるときは、その端数金額を
切り捨てるものとする。）をもって落札価格と
するので、入札者は、消費税及び地方消費税
に係る課税事業者であるか免税事業者である
かを問わず、見積もった契約金額の110分の
100に相当する金額を入札書に記載すること。

２ 競争参加資格
 分任契約担当職が入札説明書において定め
る資格を有すること。
 国の競争参加資格（全省庁統一資格）にお
いて令和７年度に中国地域の「物品の販売」
のＡ、Ｂ、Ｃ又はＤ等級に格付けされている
者であること。なお、当該競争参加資格につ
いては、令和７年３月31日付け号外政府調達
第57号の官報の競争参加者の資格に関する公
示の別表に掲げる申請受付窓口において随時
受け付けている。
 購入物品に係るアフターサービス・メンテ
ナンスの体制が整備されていることを証明し
た者であること。
 分任契約担当職から取引停止の措置を受け
ている期間中の者でないこと。

３ 入札書の提出場所等
 入札書の提出場所、契約条項を示す場所、
入札説明書の交付場所及び問合せ先
〒7348553 広島市南区霞一丁目２番３号
国立大学法人広島大学 霞地区運営支援部
会計グループ主査（契約主担当） 高亀
徹 電話0822575812
 入札説明書の交付方法 以下のいずれかに
より入手すること。
・上記３の交付場所にて交付する。
・広島大学ホームページ（大学案内＞入札情
報等＞調達・契約について（入札情報含む）
＞調達情報＞入札公告情報（工事の発注、
政府調達を除く））
ＵＲＬ
https://chotatsu.hiroshima-u.ac.jp/
chotatsu-gyomu/info/top.html
において交付する。

 入札説明会の日時及び場所 令和７年10月
20日14時00分 国立大学法人広島大学 霞
キャンパス 総合研究棟７階 共通セミナー
室（701号室）
 入札書の受領期限 令和７年11月25日17時
00分
 開札の日時及び場所 令和７年12月10日14
時00分 国立大学法人広島大学 霞キャンパ
ス 研究棟Ａ １階ミーティング室（102号
室）

５ Summary

 Official in charge of disbursement of the

procuring entity : YAMASHITA Yoichi,

Officer for Contractual Affairs Delegate,

Executive Manager of Kasumi Campus Ma‑

nagement Support Office, Hiroshima Uni‑

versity

 Classification of the products to be pro‑

cured : 24

 Nature and quantity of the products to be

purchased : Capillary electrophoresis‑based

DNA sequencer 1 set

 Delivery period : By 31 March, 2026

 Delivery place : Integrated Research

Building, Kasumi Campus, Hiroshima Uni‑

versity

 Qualifications for participating in the

tendering procedures : Suppliers eligible for

participating in the proposed tender are

those who shall :

Ａ meet the qualification requirements

which YAMASHITA Yoichi, Officer for

Contractual Affairs Delegate, Executive

Manager of Kasumi Campus Manage‑

ment Support Office, Hiroshima Univer‑

sity may specify in The explanatory note

about this tender,

入 札 公 告
次のとおり一般競争入札に付します。
令和７年 10 月 15 日
契約責任者
日本郵便株式会社 本社契約責任者

代理人 葛西 寛亮
◎調達機関番号 431 ◎所在地番号 11
〇第１号（№１）
１ 調達内容
 品目分類番号 26
 件名及び数量 日本郵便株式会社東京国際
郵便局で使用する電気（予定）2211109
kWh

 特質等 仕様書による。
 供給期間 令和８年４月１日から令和９年
３月31日まで（自動更新条項付。最大４回）
 供給場所 仕様書のとおり
 入札、開札の日時及び場所 令和７年12月
19日９時15分 日本郵政コーポレートサービ
ス株式会社さいたまＢＰＯセンター

４ その他
 契約手続において使用する言語及び通貨
日本語及び日本国通貨。

 入札保証金及び契約保証金 免除。
 入札者に要求される事項 この一般競争に
参加を希望する者は、封印した入札書に本公
告に示した物品を納入できることを証明する
書類を添付して入札書の受領期限までに提出
しなければならない。入札者は、開札日の前
日までの間において、分任契約担当職から当
該書類に関し説明を求められた場合は、それ
に応じなければならない。
 入札の無効 本公告に示した競争参加資格
のない者の提出した入札書、入札者に求めら
れる義務を履行しなかった者の提出した入札
書、その他入札説明書による。

 契約書作成の要否 要。
 落札者の決定方法 本公告に示した物品を
納入できると分任契約担当職が判断した入札
者であって、国立大学法人広島大学会計規則
第22条の規定に基づいて作成された予定価格
の制限の範囲内で最低価格をもって有効な入
札を行った入札者を落札者とする。
 手続における交渉の有無 無。
 その他 詳細は、入札説明書による。なお、
入札説明書等で当該調達に関する環境上の条
件を定めた調達であると示されている場合
は、十分理解した上で応札すること。

Ｂ have the Grade A, Grade B, Grade C or

Grade D qualification during fiscal 2025

in the Chugoku area in sales of product

for participating in tenders by Single qua‑

lification for every ministry and agency,

Ｃ prove to have prepared a system to

provide rapid after‑sale service and main‑

tenance for the procured products,

Ｄ not be currently under a suspension of

business order as instructed by Officer

for Contractual Affairs Delegate, Execu‑

tive Manager of Kasumi Campus Man‑

agement Support Office, Hiroshima Uni‑

versity.

 Time limit of tender : 17 : 00 25 Novem‑

ber, 2025

 Contact point for the notice : KOGAME

Toru, Chief, Accounting Group, Kasumi

Campus Management Support Office, Hi‑

roshima University, 123 Kasumi Mi‑
nami‑ku Hiroshima‑shi 7348553 Japan,
TEL 0822575812
URL

https://chotatsu.hiroshima-u.ac.jp/
chotatsu-gyomu/info/top.html

 Please be noted that if it is indicated that

environmental conditions relating to the

procurement are laid down in its tender do‑

cuments.






令
和

年


月


日
水
曜
日

(号
外
政
府
調
達
第



号
)

官
報

２ 取引先資格 次に該当しない者であること。
 当該契約を締結する能力を有しない者及び
破産者で復権を得ない者。但し、制限行為能
力者であって契約締結のために必要な同意を
得ている者を除く。
 日本郵便株式会社から取引制限を受けてい
る者でその制限期間を経過しない者
 会社法の特別清算開始を命じられ、若しく
は同清算開始の申立をされ、又は破産法の破
産手続開始、会社更生法の更生手続開始若し
くは民事再生法の再生手続開始の申立をし、
若しくはされた者。但し、手続終結者を除く。
 反社会的勢力と認められる者
３ 入札者に求められる義務 参加希望者は入札
説明書に示す資料等を令和７年12月５日11時00
分までに下記４に示す場所に提出すること。
４ 問合せ先 〒3309791 埼玉県さいたま市中
央区新都心３番地１号 日本郵政コーポレート
サービス株式会社さいたまＢＰＯセンター 調
達担当 野田 哲 電話05036674468
５ その他
 入札の無効 入札参加に必要な条件を満た
さない者の入札及び入札条件に違反した入札
 手続で使用する言語・通貨 日本語・日本
国通貨
 契約保証金 不要
 落札者は日本郵便株式会社が定める金額の
範囲内で、最低価格の入札を行った者とする。
 詳細は入札説明書による。

入 札 公 告
次のとおり一般競争入札に付します。
令和７年 10 月 15 日

契約責任者 日本郵便株式会社
調達部担当執行役員 田中 博之

◎調達機関番号 431 ◎所在地番号 13
１ 調達内容
 品目分類番号 17
 購入品名及び数量 電動アシスト付自転車
650両
 特質等 仕様書による。
 納入期限 令和８年３月31日
 納入場所 仕様書による。
 入札・開札の日時及び場所 令和７年12月
12日10時00分 日本郵便電子入札システム

２ 取引先資格 次に該当しない者であること。
 当該契約を締結する能力を有しない者及び
破産者で復権を得ない者。但し、制限行為能
力者であって契約締結のために必要な同意を
得ている者を除く。
 日本郵便株式会社から取引制限を受けてい
る者でその制限期間を経過しない者
 会社法の特別清算開始を命じられ、若しく
は同清算開始の申立をされ、又は破産法の破
産手続開始、会社更生法の更生手続開始若し
くは民事再生法の再生手続開始の申立をし、
若しくはされた者。但し、手続終結者を除く。
 反社会的勢力と認められる者

６ Summary

 Contracting entity : TANAKA Hiroyuki,

Director General of Procurement Division,

Japan Post Co., Ltd.

 Classification of the goods to be procur‑

ed : 17

 Nature and quantity of the goods to be

purchased : 650 Electrically assisted bicycle

 Fulfillment period : By 31 March 2026

 Fulfillment place : By specification

 Time limit for tender : 11 : 00 AM 5 De‑

cember 2025

 Contact Point for the notice :

KINOSHITA Akihiro, Procurement Divi‑

sion, Japan Post Co., Ltd. 231 Otemachi
Chiyoda‑ku Tokyo 1008792 Japan TEL
0334770641

入 札 公 告

次のとおり一般競争入札に付します。
令和７年 10 月 15 日

契約等担当職 日本中央競馬会
法務部契約室長 井坂 成孝

◎調達機関番号 236 ◎所在地番号 13
〇馬事第２号
１ 調達内容
 品目分類番号 ４
 購入等件名及び数量
ワクチンの調達 一式

 調達案件の仕様等 入札説明書による。
 履行期間 入札説明書による。
 履行場所 入札説明書による。
 入札方法 入札説明書による。なお、入札
書に記載する金額は、消費税及び地方消費税
を含むものとする。

４ その他
 契約手続において使用する言語及び通貨
日本語及び日本国通貨

 入札保証金及び契約保証金 免除

６ Summary

 Contracting entity : KASAI Hiroaki,

Agent of Head office contracting entity,

Japan Post Co., Ltd.

 Classification of the products to be pro‑

cured : 26

 Nature and quantity of the products to be

purchased : About 2,211,109kWh Electricity

to be used in Tokyo‑Kokusai Post Office,

Japan Post Co., Ltd.

 Supply period : From 1 April 2026 th‑

rough 31 March 2027

 Supply place : By specification

 Time limit for tender : 11 : 00 AM 5 De‑

cember 2025

 Contact point for the notice : NODA

Satoshi, Saitama BPO Center, Japan Post

Corporate Service Co., Ltd. 31 Shin‑
Toshin Chuo‑ku Saitama‑City, Saitama

3309791, Japan. TEL 05036674468

３ 入札者に求められる義務 参加希望者は入札
説明書に示す資料等を令和７年12月５日11時00
分までに下記４に示す場所に提出すること。
４ 問合せ先 〒1008792 東京都千代田区大手
町二丁目３番１号 日本郵便株式会社調達部契
約管理担当 木下 章博 電話0334770641
５ その他
 入札の無効 入札参加に必要な条件を満た
さない者の入札及び入札条件に違反した入札
 手続で使用する言語・通貨 日本語・日本
円

 契約保証金 不要
 落札者は日本郵便株式会社が定める金額の
範囲内で、最低価格の入札を行った者とする。
 詳細は入札説明書による

２ 競争参加資格
 経営状態及び信用状態が良好である者。
 業務の実行に必要な能力を有すると認めら
れる者。

 令和６８年度日本中央競馬会「物品等の
調達に係る競争参加者資格及び等級格付け審
査基準」により、「契約の種類」及び「業種の
区分」が「物品の製造契約」の「その他」又
は「物品の購入契約」の「肥料・化学品類」
で、いずれかの等級に格付けされている者で
あること。なお、競争参加資格を有しないで
入札に参加しようとする者は、入札書提出期
限までに競争参加資格が付与され、当該等級
に該当する場合のみ入札に参加できる。詳細
は下記ＵＲＬ参照のこと。
https://company.jra.jp/etc/etc02/01/

index.html

 本公告の日から開札日までの間に、本会か
ら競争入札参加停止措置を受けている日が含
まれていないこと。
 医薬品、医療機器等の品質、有効性及び安
全性の確保等に関する法律第24条第１項の規
定により、卸売販売業の許可を受け、要指導
医薬品が取扱品目となっている者であるこ
と。
 その他の条件については、入札説明書に記
載する。

３ 入札書の提出場所等
 入札書の提出場所、契約条項を示す場所、
入札参加申込書提出場所及び参加資格等問い
合わせ先 〒1050003 東京都港区西新橋
１１１ 日本中央競馬会 本部 法務部
契約室 ＴＥＬ0335915251
E‑mail : keiyaku-qa@jra.go.jp

 入札説明会の日時及び場所 令和７年11月
12日11時00分 日本中央競馬会 本部 ４階
411会議室
 入札説明書の交付方法 入札説明会の際、
直接交付する。
 入札、開札の日時及び場所 令和７年12月
４日11時00分 日本中央競馬会 本部 ４階
410会議室


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 入札の無効 本公告に示した入札参加資格
を持たない者の行った入札、及び入札に関す
る条件に違反した入札は無効とする。また、
落札者が落札決定から契約締結までの期間に
競争入札参加停止措置を受けた場合は、本入
札に関する一切を無効とする。
 契約書作成の要否 要
 落札者の決定方法 入札説明書による。
 本入札に参加する者は予め「日本中央競馬
会物品等入札心得」を熟覧し、承諾したうえ
で入札しなければならない。

５ Summary

 Official in charge of contract : Shigetaka

Isaka, General Manager, Contract and Pro‑

curement Division, Legal Affairs Departm‑

ent of Japan Racing Association.

 Classification of the products to be pro‑

cured : 4

 Nature and Quantity of the products to

be purchased : Vaccine for horses.

 Qualifications for the participating in the

tendering procedures : A, B, C, D

 Time limit of tender : By 11 : 00 4th De‑

cember 2025.

 Contact point for the notice : Contract

and Procurement Division, Legal Affairs

Department of Japan Racing Association,

111 Nishi‑shimbashi, Minato‑ku,

Tokyo 1050003 Japan Tel 0335915251
E‑mail : keiyaku-qa@jra.go.jp

２ 競争参加資格
 経営状態並びに信用状態が良好である者。
 業務の実行に必要な能力を有すると認めら
れる者。
 令和６～８年度日本中央競馬会「物品等の
調達に係る競争参加者資格及び等級格付け審
査基準」により、「契約の種類」及び「業種の
区分」が「物品の製造契約」の「総合印刷」
であり、いずれかの等級に格付けされている
者。なお、競争参加資格を有しないで入札に
参加しようとする者は、入札書提出期限まで
に競争参加資格が付与され、当該等級に該当
する場合のみ入札に参加できる。詳細は下記
ＵＲＬ参照のこと。
https://jra.jp/company/product/bid/

 本公告の日から開札日までの間に、本会か
ら競争入札参加停止措置を受けている日が含
まれていないこと。
 本会事業所（東京都江東区）にて１年間に
30回程度、本業務に使用するデータが保管さ
れた記録媒体の直接引き渡しが可能である
者。
 その他の条件については、入札説明書に記
載する。

４ その他
 契約手続において使用する言語及び通貨
日本語及び日本国通貨

 入札保証金及び契約保証金 免除
 入札の無効 本公告に示した入札参加資格
を持たない者の行った入札、及び入札に関す
る条件に違反した入札は無効とする。また、
落札者が落札決定から契約締結までの期間に
競争入札参加停止措置を受けた場合は、本入
札に関する一切を無効とする。
 契約書作成の要否 要
 落札者の決定方法 入札説明書による。
 本入札に参加する者は予め「日本中央競馬
会物品等入札心得」を熟覧し、承諾したうえ
で入札しなければならない。

５ Summary

 Official in charge of contract : Shigetaka

Isaka, General Manager, Contract and Pro‑

curement Division, Legal Affairs Departm‑

ent of Japan Racing Association.

 Classification of the products to be pro‑

cured : 76

 Nature and Quantity of the services to be

required : Production of JARIS Block

Copy.

 Qualifications for the participating in the

tendering procedures : A, B, C, D

 Time limit of tender : By 14 : 00 4 De‑

cember 2025.

 Contact point for the notice : Contract

and Procurement Division, Legal Affairs

Department of Japan Racing Association,

111 Nishishimbashi, Minato‑ku, Tokyo
1050003 Japan
E‑mail : keiyaku-qa@jra.go.jp入 札 公 告

次のとおり一般競争入札に付します。
令和７年 10 月 15 日

契約等担当職 日本中央競馬会
法務部契約室長 井坂 成孝

◎調達機関番号 236 ◎所在地番号 13
〇競走第２号
１ 調達内容
 品目分類番号 76
 購入等件名及び数量 2026年度ＪＡＲＩＳ
版下原稿作製業務 一式
 調達案件の仕様等 入札説明書による。

 履行期間 入札説明書による。
 履行場所 入札説明書による。
 入札方法 入札説明書による。なお、入札
書に記載する金額は、消費税及び地方消費税
を含むものとする。

入札公告の訂正
令和７年 10 月 15 日
経理責任者 独立行政法人国立病院機構

福島病院長 杉浦 嘉泰
◎調達機関番号 597 ◎所在地番号 07
１ 掲載日 令和７年10月１日（号外政府調達第
182号）
２ 訂正内容 20ページ２段目掲載の入札公告
（第02103号）「ネットワーク機器更新及び保守
一式」について、４を削除し、４を４
に訂正します。

入札公告の取消
令和７年 10 月 15 日
経理責任者 独立行政法人国立病院機構

長良医療センター院長 加藤 達雄
◎調達機関番号 597 ◎所在地番号 21
令和７年８月14日付（号外政府調達第150号・
６ページ）掲載の入札公告「庁舎電力需給（交流
３相３線式、供給電圧6600ボルト）予定使用電
力量 2816299kWh」を取り消します。

入 札 公 告（建設工事）
次のとおり一般競争入札に付します。
令和７年 10 月 15 日

支出負担行為担当官
中国地方整備局長 杉中 洋一

◎調達機関番号 020 ◎所在地番号 34
１ 工事概要
 品目分類番号 41
 工事名
令和７年度木与防災木与第２トンネル工事
（電子入札対象案件）（電子契約対象案件）
 工事場所 山口県阿武郡阿武町木与地内
 工事内容 工事延長 Ｌ＝900ｍ
【木与第２トンネル】
Ｌ＝291ｍ、内空断面積 9007
トンネル（ＮＡＴＭ） １式
道路土工 １式
トンネル工（発破工法） １式
掘削・支保（発破工法） 291ｍ
覆工コンクリート・防水 291ｍ
インバート工 291ｍ
坑内付帯工 １式
坑門工 １式
掘削補助工 １式
仮設工 １式
道路改良 １式
道路土工 １式

 工期 本工事は、受注者の円滑な工事施工
体制の確保を図るため、事前に建設資材、労
働者確保等の準備を行うことができる余裕期
間を設定した工事であり、発注者が示した工
事完了期限日までの間で、受注者は工期の始
期及び終期を任意に設定できる。なお、受注
者は、契約を締結するまでの間に、別記様式
37により、工期の始期及び終期を通知するこ
と。

３ 入札書の提出場所等
 入札書の提出場所、契約条項を示す場所、
入札説明書の交付場所及び参加資格等問い合
わせ先 〒1050003 東京都港区西新橋１
１１ 日本中央競馬会 本部 法務部契約
室 E‑mail : keiyaku-qa@jra.go.jp
 入札説明書の交付期間及び交付方法 次号
の入札説明会において、会場にて配付する。
 入札説明会日時及び会場 令和７年10月30
日10時30分 日本中央競馬会本部４階406会
議室
 入札、開札の日時 令和７年12月４日14時
00分 日本中央競馬会本部４階402会議室
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余裕期間内は、主任技術者又は監理技術者
を配置することを要しない。また、現場に搬
入しない資材等の準備を行うことができる
が、資材の搬入や仮設物の設置等、工事の着
手を行ってはならない。なお、余裕期間内に
行う準備は受注者の責により行うものとす
る。
全体工期：契約締結日の翌日から令和９年
９月30日まで（但し、令和８年４月１日（工
事開始期限日）までを工期の始期とすること）
 使用する主要な資機材 生コンクリート約
７千、鋼材（棒鋼）約３百トン、鋼材（棒
鋼除く）約４百トン
 工事実施形態
１）本工事は、価格以外の要素と価格を総合
的に評価して落札者を決定する総合評価落
札方式（技術提案評価型（ＳⅡ型））のうち、
品質確保のための体制その他の施工体制の
確保状況を確認し、施工内容を確実に実現
できるかどうかについて審査し、評価を行
う施工体制確認型総合評価落札方式の工事
である。
２）本工事は、総価契約単価合意方式の対象
工事である。本工事では、受発注者間の双
務性の向上とともに、契約変更等における
協議の円滑化を図るため、契約締結後受発
注者間の協議により総価契約の内訳として
単価等を合意することとする。
３）予定価格が１億円以上の工事は、低入札
価格調査制度調査対象工事について、現場
にモニターカメラの設置（施工状況の把握）
及び発注者の指定する不可視部分の施工に
関するビデオを撮影し、発注者への提出を
実施する工事である。
４）本工事は、契約締結後に施工方法等の提
案を受け付ける契約後ＶＥ方式の試行工事
である。
５）本工事は、建設工事に係る資材の再資源
化等に関する法律（平成12年法律第104号）
に基づき、分別解体等及び特定建設資材廃
棄物の再資源化等の実施が義務付けられた
工事である。

６）本工事は、競争参加資格確認申請書（以
下「申請書」という。）と併せて、歩掛見積
の提出を求め、作成・決定した歩掛を競争
参加資格有りと通知した企業に対して電子
入札システム等で公表する工事である。詳
細は入札説明書による。
７）本工事は、見積参考資料の参考事項とし
て一部の単価を公表する試行工事である。
ただし、提供を行う単価は、当該工事に
おける主たる資材とし、質問回答期限まで
に公表可能なものに限る。
８）本工事は、技術資料作成に必要と思われ
る当該工事の関連データを希望者にイン
ターネットで提供、または、電子記録媒体
による提供を行う試行工事である。詳細は
入札説明書による。
９）本工事は、工事実施にあたって不足する
下請け等の技術者や技能者等を通常考える
工事実施地域外から広域的に確保せざるを
得ない場合に、「共通仮設費（率分）のうち
営繕費」及び「現場管理費のうち労務管理
費」の一部の費用（以下「実績変更対象費」
という。）について、契約締結後、労働者確
保に要する方策に変更が生じ、土木工事標
準積算基準書の金額相当では適正な工事の
実施が困難になった場合は、実績変更対象
費の支出実績を踏まえて最終精算変更時点
で設計変更する試行工事である。

15）本工事は、工事の品質確保等に関する評
価項目に加え、施工の効率化やＩＣＴ活用
等による生産性向上に関する技術提案を設
定し、生産性向上の取組を評価する試行対
象工事である。
16）本工事は、賃上げを実施する企業に対し
て総合評価における加点を行う工事であ
る。
17）本工事は、トンネル覆工コンクリート長
期保証制度を試行する工事である。
18）本工事は、工事工程表及び施工条件明示
の確認リストを開示する試行対象工事であ
る。
19）本工事は、建設キャリアアップシステム
義務化モデル工事の試行対象工事である。
20）本工事は、ワーク・ライフ・バランス等
推進企業を評価する試行工事である。
21）本工事は、受注者の円滑な工事施工体制
の確保を図るため、事前に建設資材、労働
者確保等の準備を行うことができる余裕期
間を設定した工事であり、発注者が示した
工事完了期限日までの間で、受注者は工期
の始期及び終期を任意に設定できる。
22）申請期間中に特定の配置予定技術者等が
拘束されることを緩和するため、配置予定
技術者の資格等に関する資料を入札期限ま
でに提出し、配置予定技術者に対する要件
を満足しているか審査を行う試行工事であ
る。

２ 競争参加資格
 予算決算及び会計令（昭和22年勅令第165
号）（以下「予決令」という。）第70条及び第71
条の規定に該当しない者であること。
 中国地方整備局における令和７・８年度
「一般土木工事」に係る一般競争参加資格の
認定を受けていること（会社更生法（平成14
年法律第154号）に基づき更生手続開始の申
立てがなされている者又は民事再生法（平成
11年法律第225号）に基づき再生手続開始の
申立てがなされている者については、手続開
始の決定後、中国地方整備局長が別に定める
手続に基づく一般競争参加資格の再認定を受
けていること。）。
 中国地方整備局における令和７・８年度
「一般土木工事」に係る一般競争参加資格の
認定の際に客観的事項（共通事項）について
算定した点数（経営事項評価点数）が、
1200点以上であること。（上記の再認定を
受けた者にあたっては、当該再認定の際に、
経営事項評価点数が1200点以上であるこ
と。）。
 会社更生法に基づき更生手続開始の申立て
がなされている者又は民事再生法に基づき再
生手続開始の申立てがなされている者（上記
の再認定を受けた者を除く。）でないこと。
 警察当局から、暴力団員が実質的に経営を
支配する建設業者又はこれに準ずるものとし
て、国土交通省発注工事等からの排除要請が
あり、当該状態が継続している者でないこと。

10）本工事は、ＢＩＭ／ＣＩＭ適用工事（発
注者指定型）である。
11）本工事は、熱中症対策に資する現場管理
費の補正を行う試行工事である。
12）本工事は、公共工事の担い手の中長期的
な育成・確保の促進を目的とした、完全週
休２日（土日）の試行対象工事（発注者指
定方式「完全週休２日（土日）【現場閉所】」）
である。
13）本工事は、品質を確保しつつ若手技術者
（満40歳以下）が工事実績を積む機会を確
保することを目的に、主任（監理）技術者
に加え、専任で補助する技術者（以下「専
任補助者」という。）を配置することができ
る若手技術者育成型総合評価落札方式の対
象工事である。

専任補助者は、主任（監理）技術者を補
助するものとする。
なお、配置予定技術者の資格等に関する
資料提出時において若手技術者の配置を申
請しない場合に限り、本工事の配置予定技
術者を専任補助者とすることで、契約後、
若手技術者を主任（監理）技術者として配
置することを可能とする。
14）本工事は、受注者の発案による施工手順
の工夫等の創意工夫による生産性向上の取
組を推進する「生産性向上チャレンジ」の
試行対象工事である。

 本工事は、資料提出及び入札等を電子入札
システムで行う対象工事である。なお、電子
入札システムにより難い者は、発注者の承諾
を得て紙入札方式に代えることができる。

 本工事は、落札決定後に「予定価格（税抜
き）、予定価格（税抜き）の積算内訳、調査
基準価格、落札理由（総合評価落札方式）」、
契約締結後に「工事設計書」を公表する工事
である。工事設計書については、契約後に適
時、中国地方整備局のホームページにより公
表する。
 本工事は、契約手続きにかかる書類の授受
を、原則として電子契約システムで行う対象
工事である。なお、電子契約システムにより
がたい場合は、発注者の承諾を得て紙方式に
代えるものとする。






令
和

年


月


日
水
曜
日

(号
外
政
府
調
達
第



号
)

官
報

 平成22年４月１日以降に元請けとして完
成・引き渡しが完了した、次の同種工事の施
工実績を有すること。又は、平成22年４月１
日以降に元請として完成・引渡が完了した海
外施工実績のうち、海外インフラプロジェク
ト技術者認定・表彰制度において認定された
工事が次の同種工事の施工実績を有している
こと。
同種工事とは、下記のの要件を満たすＮ
ＡＴＭ工法によるトンネル工事とする。
 トンネル内空断面積（覆工後の内空面積
（代表値））80以上であること。
ただし、掘削、覆工、インバート工は同
一工事で実施していること。
共同企業体の構成員としての実績は出資比
率が20％以上（地域維持型ＪＶの構成員とし
ての実績は出資比率が10％以上）であること。
ただし、乙型ＪＶ（異工種ＪＶ）の同種工事
の施工実績については、出資比率に関わらず
各構成員が施工を行った分担工事の実績であ
ること。
事業協同組合及び協業組合にあっては当該
組合施工の場合に限る。
経常ＪＶにあっては、全ての構成員が同種
工事の施工実績を有すること。
なお、当該実績が国土交通省及び内閣府沖
縄総合事務局開発建設部（開発建設部関係事
務所を含む）の発注した工事のうち入札説明
書に示すものに係る実績である場合にあって
は、工事成績評定通知書に記載されている工
事成績評定点（以下「評定点」という。）が入
札説明書に示す点数未満のものを除く。
また、当該実績の発注機関が一般財団法人
日本建設情報総合センターの「工事実績情報
システム（ＣＯＲＩＮＳ）」（以下「ＣＯＲＩ
ＮＳ」という。）に登録を義務付けている場合
は、ＣＯＲＩＮＳに登録されていなければ、
実績として認めない。
当該実績が海外実績かつＣＯＲＩＮＳ登録
が未了の場合、海外インフラプロジェクト技
術者認定・表彰制度に基づき国土交通省が発
行した認定書の写し及び添付資料により確認
できる場合は同種実績として認める。

 「トンネル本体の品質・耐久性向上に関す
る施工計画」及び「トンネル工における生産
性向上に関する施工計画」に係る施工計画が
適正であること。
 次の１）～４）に掲げる基準を満たす主任
技術者又は監理技術者を当該工事に専任で配
置できること。
ただし、請負代金が4500万円未満の工事

は専任の義務を要しない。（建設業法（昭和24
年法律第100号）第26条第３項に該当しない
場合）
なお、本工事は、受注者が工期の始期と終
期を設定することができる工事であり、契約
締結日の翌日から工期の始期の前日までの間
は、主任技術者又は監理技術者の配置を要し
ない。
なお、本工事において入札期限までに申請
できる配置予定技術者は１名とする。
１）競争参加希望者と直接的かつ恒常的な雇
用関係にあること。
２）１級土木施工管理技士又はこれと同等以
上の資格を有する者であること。
なお、主任技術者の場合は、次に示す資
格を有する者でなければならない。
ア）「土木工事共通仕様書（中国地方整備
局版）第１編第１章第１節第29条工事関
係者に対する措置請求第２項技術者に対
する措置追１」に示す資格を有する者。
イ）ア）以外の主任技術者の場合には、「建
設業法第７条第２号イ、ロ又はハ」に示
す資格を有する者。（建設業法施行規則
第７条の３及び国土交通省告示第1424号
（平成17年12月16日）参照）

 申請書（競争参加資格確認のための添付資
料を含む。（配置予定技術者の資格等に関する
資料を除く。））の提出期限の日から開札の日
までの期間に、中国地方整備局長から工事請
負契約に係る指名停止等の措置要領（昭和59
年３月29日付け建設省厚第91号）に基づく指
名停止を受けていないこと。
 本工事に係る設計業務等の受注者（受注者
が設計共同体の場合は各構成員をいう。以下
同じ。）、又は当該受注者と資本若しくは人事
面において関連がある又は特別な提携関係等
がある建設業者でないこと。
 入札に参加しようとする者の間に、資本関
係又は人的関係がないこと。
 本工事に事業協同組合または協業組合とし
て申請書及び資料を提出した場合、その構成
員は単体として申請書及び資料を提出するこ
とはできない。

３）平成22年４月１日以降、審査基準日まで
に元請けとして完成・引き渡しが完了し
た、上記の同種工事の経験を有する者で
あること。又は、平成22年４月１日以降、
審査基準日までに元請として完成・引渡が
完了した海外施工実績のうち、海外インフ
ラプロジェクト技術者認定・表彰制度にお
いて認定された工事が上記の同種工事の
施工実績を有していること。
ただし、配置予定技術者として満40歳以
下の若手技術者を配置し、かつ平成22年４
月１日以降、審査基準日までに上記に掲

げる同種工事の経験を有する専任補助者を
配置する場合に限り、配置する若手技術者
に求める平成22年４月１日以降、審査基準
日までに完成・引き渡しが完了した同種工
事実績は以下のとおりとする。
 トンネル工事の施工実績
なお、平成22年４月１日以降、審査基準
日までに産前産後休業（労働基準法（昭和
22年法律第49号）第65条第１項又は第２項
の規定による休業）、育児休業（育児休業、
介護休業等育児又は家族介護を行う労働者
の福祉に関する法律（平成３年法律第76号）
第２条第１号に規定する休業）、介護休業
（同条第２号に規定する休業）（以下「産休
育休等」という。）を取得した場合は、産休
育休等期間に相当する期間を評価対象期間
に加えることができる。
共同企業体の構成員としての実績は出資
比率が20％以上（地域維持型ＪＶの構成員
としての実績は出資比率が10％以上）であ
ること。ただし、乙型ＪＶ（異工種ＪＶ）
の同種工事の施工実績については、出資比
率に関わらず各構成員が施工を行った分担
工事の実績であること。
事業協同組合及び協業組合にあっては当
該組合施工の場合に限る。
経常ＪＶにあっては、構成員のうち１社
の主任技術者又は監理技術者が上記の工事
経験を有していればよい。
なお、当該実績が国土交通省及び内閣府
沖縄総合事務局開発建設部（開発建設部関
係事務所を含む）の発注した工事のうち入
札説明書に示すものに係る実績である場合
にあっては、評定点が入札説明書に示す点
数未満のものを除く。
また、当該実績の発注機関がＣＯＲＩＮ
Ｓに登録を義務付けている場合は、ＣＯＲ
ＩＮＳに登録されていなければ、実績とし
て認めない。
４）監理技術者にあっては、監理技術者資格
者証及び有効な監理技術者講習修了を有す
る者であること。

５）本工事は、建設業法第26条３項第２号の
規定の適用を受ける監理技術者（専任特例
２号）の配置は認めない。
６）配置予定技術者に加え、専任補助者を配
置する場合は、当該工事に専任で配置でき
ること。なお、専任補助者は、上記１）～
４）に掲げる基準を満たすこと。
また、本工事において入札期限までに申
請できる専任補助者は１名とする。

３ 総合評価に関する事項
 本工事の総合評価における評価項目及び評
価の着目点は、次のとおりとする。
以下、技術提案（具体的な施工計画）とは、
標準案と一部又は全て異なる施工方法で施工
することをいい、標準案とは、入札説明書（添
付図面等を含む。）の設計図面及び仕様等に示
した施工方法にしたがって施工することをい
う。
１）施工体制（施工体制評価点）
 品質確保の実効性 「工事の品質確保
のための適切な施工体制」について着目
し評価する。
 施工体制確保の確実性 「工事の品質
確保のための施工体制のほか、必要な人
員及び材料の確保等の適切な施工体制」
について着目し評価する。
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２）技術提案（具体的な施工計画）（加算点）
 トンネル本体の品質・耐久性向上に関
する施工計画 トンネルは、長期間にわ
たり安全な使用に耐えるものでなければ
ならない。そのためトンネルの品質・耐
久性の向上にあたり特に配慮が必要であ
ることから、次の「トンネル本体の品質・
耐久性向上に関する施工計画」を評価項
目とする。
〇ロックボルトはトンネル壁面から地山
内部に穿孔された孔に設置される部材
であり、孔の周囲の地山と一体化する
ことにより、地山の内部から支保効果
を発揮する構造である。掘削後の岩盤
の緩み等により切羽の崩落を防ぐため
にはロックボルトにより地山と一体と
なって地山強度の低下を防ぐ事が重要
であることから、ロックボルトの定着
にあたっては十分留意する必要があ
る。
〇鋼製支保工は、トンネルの施工中及び
完成後も地山の外力を支えてトンネル
を保持し、吹付コンクリートを介して
作用荷重を伝達する重要な支保構造で
ある。所定の位置へ正確に建て込むよ
う施工に十分留意する必要がある。

 トンネル工における生産性向上に関す
る施工計画 本工事は、トンネル工の生
産性向上を図るための施工について技術
提案を求め、以下の「トンネル工におけ
る生産性向上に関する施工計画」を評価
項目とする。
〇昨今の社会情勢や技術者不足が懸念さ
れる建設業界の実情に鑑み、建設現場
におけるイノベーションの推進や生産
性向上を図るため、本工事では、吹付
コンクリートにおけるＩＣＴ等を活用
した出来形管理の計測手法の省人化・
省力化手法を求める。
〇本工事の主要な工程であるトンネル工
において、切羽付近の作業時には特に
安全管理を求められることから切羽付
近の作業時におけるＩＣＴや新技術等
を活用した安全管理の省人化・省力化
手法を求める

３）ワーク・ライフ・バランス等推進企業の
評価（加算点） 次に掲げるいずれかの認
定を受けている企業を評価する。
・女性活躍推進法に基づく認定（プラチナ
えるぼし・えるぼし認定企業）
・次世代法に基づく認定（プラチナくるみ
ん・くるみん（令和７年４月１日以後の
基準）・くるみん（令和４年４月１日～
令和７年３月31日までの基準）・トライ
くるみん（令和７年４月１日以後の基
準）・くるみん（平成29年４月１日～令
和４年３月31日までの基準）・トライく
るみん（令和４年４月１日～令和７年３
月31日までの基準）・くるみん（平成29
年３月31日までの基準）認定企業）
・若者雇用促進法に基づく認定（ユース
エール認定企業）

４）賃上げの実施に関する評価（加算点）
従業員への賃金引上げ計画の表明
大企業においては給与等受給者一人あた
りの平均受給額を３％以上、中小企業等は
給与総額又は給与等受給者一人当たりの平
均受給額を15％以上、対前年度比又は対
前年比で増加することを表明している場合
について評価する。

 見積に必要な図面等の交付期間、場所及び
方法 交付期間及び入手方法は上記１）と
同様とする。電子入札システムの利用ができ
ない場合は、上記２）の交付場所で交付す
る。なお、交付希望を事前に交付場所に以下
の必要事項を記入の上、メール等にて申込（様
式自由。）すること。申込があった翌開庁日以

４ 入札手続等
 担当部局 〒7308530 広島県広島市中区
上八丁堀６番30号 国土交通省中国地方整備
局総務部契約課 ＴＥＬ0822219231（代
表）内線2526
E‑mail keiyaku-koji@cgr.mlit.go.jp

 入札説明書の交付期間、場所及び方法
１）入札説明書は、電子入札システムから入
手するものとする。
交付期間：令和７年10月15日から令和８年
２月12日までのうち、土曜日・日曜日・
祝日を除く毎日の９時00分から17時00分
までとする。
電子入札システム
https://www.e-bisc.go.jp/

２）電子入札システムの利用ができない場合
は、以下の交付場所でも交付する。
交付期間：令和７年10月15日から令和８年
２月12日までのうち閉庁日を除く毎日の
10時00分から17時00分までとする。
交付場所：広島県広島市中区上八丁堀６番
30号 国土交通省中国地方整備局総務部
契約課 ＴＥＬ0822219231（代表）
内線2526
E‑mail keiyaku-koji@cgr.mlit.go.jp

申込み方法：事前の申込みは不要であり、
交付場所で手交する。郵送又はメール等
による入手申込みは認めない。

３）歩掛見積書作成に必要な参考資料等：歩
掛見積書作成に必要な歩掛見積参考資料
（参考図、見積条件等）を本工事の入札説
明書と併せて配布する。

５）賃上げ未達成による減点 公告日時点
で、減点措置の通知を１年未満の間に受け
ている者については、３４）の評価の加
算点よりも大きな減点を行う。
ただし、以下の例に示すような、天災地
変等やむを得ない事情により賃上げを実行
することができなかった者については、減
点措置を課さないこととする。
 特定非常災害の被害者の権利利益の保
全等を図るための特別措置に関する法律
（平成８年法律第85号）第２条第１項の
規定に基づき指定された特定非常災害で
あって、同法に基づく特別措置の適用対
象となる地域に主たる事業所が所在する
企業については特別措置が適用される期
間は減点措置を課さないこととする。

 及びに該当しない場合であって
も、次のような自らの責によらない場合
で、かつ、その事実を客観的に証する書
類とともに従業員が署名または記名・捺
印した理由書の提出があり、契約担当官
等が必要ないと認める場合には減点措置
を課さないこととする。
 自然災害（風水害、土砂災害、地震、
津波、噴火、豪雪等）や人為的な災害
（火災等）等により、事務所、工場、
主要な事業場等が被災し、事業の遂行
が一定期間不可能となった場合
 主要な取引先の倒産により業績が著
しく悪化した場合
 資材の供給不足等により契約履行期
限の延期等が行われ、契約上の代価の
一部を受領できず資金繰りが著しく悪
化した場合など
※「事実を客観的に証する書類」とは、
罹災証明や契約書類の写し等を想定し
ているが、これに限らない。

 各種経済指標の動向等を踏まえ、平成
20年のいわゆる「リーマンショック」と
同程度の経済状況と認められる場合にお
いては、全国において減点措置を課さな
いこととする。

 入札参加者は「価格」をもって入札に参加
し、次の１）～３）の要件に該当する者のう
ち、下記によって得られる標準点と施工体
制評価点と加算点の合計を入札価格で除した
数値（以下「評価値」という。）の最も高い者
を落札者とする。
１）入札価格が予決令第79条の規定に基づい
て作成された予定価格の制限範囲内である
こと。
２）「トンネル本体の品質・耐久性向上に関
する施工計画」及び「トンネル工における
生産性向上に関する施工計画」が入札説明
書に記載した要求要件を満たしているこ
と。
３）評価値が、標準点を予定価格で除した数
値（「基準評価値」）に対して下回らないこ
と。

 得点配分の詳細は、入札説明書による。

 上記において、評価値の最も高い者が２
人以上あるときは、電子入札による入札参加
者が入力した電子くじ番号（紙入札業者にお
いては紙入札方式参加承諾願に記載した電子
くじ番号）を元に電子くじを実施のうえ落札
者を決定する。


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降に交付するものとし、交付に際しては、見
積に必要な図面等をＣＤでデータとして手交
する。
申込書記入項目：当該工事名、会社名、代表
者名、住所、電話番号、メールアドレス、
連絡担当者名

 申請書の提出期間、場所及び方法 申請書
の提出にあたっては、資料が全て揃っている
か必ず確認を行うこと。
申請書は、令和７年10月16日から令和７年
11月11日15時までに、電子入札システムによ
り提出すること。ただし、発注者の承諾を得
た場合は、令和７年10月16日から令和７年11
月11日15時までに、上記に直接持参又は郵
送（書留郵便に限る。必着のこと。）又はメー
ルにより提出すること。
なお、同種工事の施工実績については、中
国地方整備局のホームページに掲載する「技
術資料入力システム」により作成したデータ
とする。
技術資料入力システムは、最新バージョン
を使用すること。
 配置予定技術者の資格等に関する資料の提
出期間、場所及び方法 配置予定技術者の資
格等に関する資料の提出にあたっては、資料
が全て揃っているか必ず確認を行うこと。
配置予定技術者の資格等に関する資料は、
下記入札期限までに上記に直接持参又は
メールにより提出すること。詳細は、入札説
明書による。
なお、主任（監理）技術者の資格・工事経
験については、中国地方整備局のホームペー
ジに掲載する「技術資料入力システム」によ
り作成したデータとする。
技術資料入力システムは、最新バージョン
を使用すること。
 入札及び開札の日時及び場所並びに入札書
の提出方法 提出した入札書は、引換え、変
更又は取消することができないため、入札前
に価格等を十分確認すること。
入札の締め切りは、令和８年２月12日15時。
電子入札システムにより提出すること。

ただし、発注者の承諾を得た場合は、上記
に直接持参又は郵送（書留郵便に限る。必
着のこと。）すること。
開札は、令和８年２月20日10時00分。中国
地方整備局入札室にて行う。
 入札保証金の納付等に係る書類の提出期
間、場所及び方法 令和８年１月15日から令
和８年２月12日までの土曜日、日曜日及び祝
日を除く毎日、午前10時～午後５時まで。（２
月12日は15時00分まで。）（利付国債の提供の
場合は令和８年２月２日まで。）
〒7308530 広島県広島市中区上八丁堀６
番30号 国土交通省中国地方整備局総務部契
約課 ＴＥＬ0822219231（代表）
持参、郵送（書留郵便に限る。提出期間内
必着。）又は託送（書留郵便と同等のものに限
る。提出期間内必着。）により提出すること。

５ その他
 手続において使用する言語及び通貨
日本語及び日本国通貨に限る。

 入札保証金及び契約保証金
１）入札保証金 納付（保管金の取扱店 日
本銀行広島支店）。ただし、利付国債の提
供（取扱官庁 中国地方整備局）又は銀行
等の保証（取扱官庁 中国地方整備局）を
もって入札保証金の納付に代えることがで
きる。また、入札保証保険契約の締結を行っ
た場合又は契約保証の予約を受けた場合
は、入札保証金を免除する。
２）契約保証金 納付（保管金の取扱店 日
本銀行広島支店）。ただし、利付国債の提
供（取扱官庁 中国地方整備局）又は金融
機関若しくは保証事業会社の保証（取扱官
庁 中国地方整備局）をもって契約保証金
の納付に代えることができる。また、公共
工事履行保証証券による保証を付し、又は
履行保証保険契約の締結を行った場合は、
契約保証金を免除する。
なお、受注者は、契約の締結と同時に契
約の保証を付すこと。

 入札の無効 本公告に示した競争参加資格
のない者のした入札、申請書、配置予定技術
者の資格等に関する資料に虚偽の記載をした
者のした入札及び入札に関する条件に違反し
た入札は無効とする。

 評価の担保
１）技術提案等について 受注者の責めによ
り、「トンネル本体の品質・耐久性向上に関
する施工計画」及び「トンネル工における
生産性向上に関する施工計画」の入札時の
技術提案及び技術提案に係わる具体的な施
工計画を遵守できなかった場合は履行でき
なかった提案項目を「否」とした上で、技
術提案全体（具体的な施工計画を含む）の
再評価を行い当初契約時に取得した加算点
との差額分に相当する額（詳細は入札説明
書による）を違約金として徴収するととも
に、工事成績評定点の減点を行うものとす
る。工事成績評定点の減点は、遵守できな
かった評価項目毎に「当初契約時の加算点」
と「不履行となった提案項目を「否」とし
た上で、技術提案書の再評価を行い、決定
した加算点」との差分を減点する。
ただし、違約金は、当初契約額の10％を
限度、工事成績評定点の減点は最大10点を
限度とし、特に悪質な場合は、最大20点を
限度に減点するものとする。また、低入札
価格調査制度調査対象工事については、評
価項目毎に「満点」に相当する点を減点す
る。

 落札者の決定方法 上記３及びに定め
るところに従い、落札者を決定する。ただし、
落札者となるべき者の入札価格によっては、
その者により当該契約の内容に適合した履行
がなされないおそれがあると認められると
き、又はその者と契約を締結することが公正
な取引の秩序を乱すこととなるおそれがあっ
て著しく不適当であると認められるときは、
予定価格の制限の範囲内で、発注者の定める
最低限の要求要件を全て満たして入札した他
の者のうち、評価値の最も高い者を落札者と
することがある。
 配置予定技術者及び専任補助者の確認 落
札者決定後、配置予定技術者及び専任補助者
の専任制違反の事実が確認された場合、契約
を結ばないことがある。なお、種々の状況か
らやむを得ないものとして承認された場合の
外は、配置予定技術者及び専任補助者の変更
は認められない。
 専任の監理技術者の配置が義務づけられて
いる工事において、調査基準価格を下回った
価格をもって契約する場合においては、監理
技術者とは別に同等の要件を満たす技術者の
配置を求めることがある。
 低入札価格調査制度調査対象工事において
は、受注者は工事コスト調査に協力しなけれ
ばならない。
工事コスト調査に係る資料は、中国地方整
備局のホームページにより公表する。
 手続きにおける交渉の有無 無。
 契約書作成の要否 要。
 当該工事に直接関連する他の工事の請負契
約を当該工事の請負契約の相手方との随意契
約により締結する予定の有無 無。
 関連情報を入手するための照会窓口 上記
４に同じ。
 必要に応じて申請書及び配置予定技術者の
資格等に関する資料のヒアリングを行う。
 入札書（施工体制の確認に係る部分に限
る。）のヒアリングを実施する場合がある。
なお、ヒアリングを実施する場合には必要
に応じて追加資料の提出を求めることがあ
る。
 技術提案の採否 技術提案の採否について
は、競争参加資格の確認の通知に併せて通知
する。

 競争参加資格の確認の通知において、技術
提案により競争参加資格を認められた者は、
当該提案に基づく入札を行い、標準案により
競争参加を認められた者は、標準案に基づく
入札を行うことを条件とする。

２）専任補助者の配置について 受注者は、
申請した専任補助者の配置について、工事
着手前に提出する施工計画書へ反映させる
ものとし、監督職員等による履行状況の確
認及び検査職員による検査を受けるものと
する。
専任補助者は、病気、妊娠、産前・産後
休業、育児休業、介護休業、死亡又は退職
等の特別な場合でやむを得ないものとし
て、支出負担行為担当官に承認された場合
の外は、変更は認められない。特別な場合
でやむを得ず専任補助者を変更する場合
は、変更前の専任補助者と同等以上の者を
現場に専任させなければならない。
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３）若手技術者の配置について 配置予定技
術者として申請した若手技術者は、病気、
妊娠、産前・産後休業、育児休業、介護休
業、死亡又は退職等の特別な場合でやむを
得ないものとして、支出負担行為担当官に
承認された場合の外は、変更は認められな
い。特別な場合でやむを得ず配置予定技術
者を変更する場合は、２に掲げる事項を
満たす技術者を現場に専任させなければな
らない。
４）ワーク・ライフ・バランス等推進企業の
評価について 受注者の責めにより、申請
した認定等の取り消しがあった場合等につ
いては、加算点の満点に相当する点を工事
成績評定点から減点する。
５）賃上げ未達成による減点措置について
受注者の事業年度等が終了した後、表明書
に記載した賃上げを達成していない場合又
は本制度の趣旨を意図的に逸脱している場
合又は確認書類を期限までに提出しない場
合は、別途通知する減点措置の開始の日か
ら１年間に総合評価落札方式による入札公
告が行われる調達へ参加する場合、本制度
により加点する割合よりも大きな割合の減
点を行うものとする。

 契約締結後のＶＥ提案 契約締結後、受注
者は、設計図書に定める工事目的物の機能、
性能等を低下させることなく請負代金額を低
減することを可能とする施工方法等に係る設
計図書の変更について、発注者に提案するこ
とができる。提案が適正と認められた場合に
は、設計図書を変更し、必要があると認めら
れる場合には請負代金額の変更を行うものと
する。ただし、総合評価における評価項目に
ついては契約締結後のＶＥ提案の対象外とす
る。
 一般競争参加資格の認定を受けていない者
の参加 上記２に掲げる一般競争参加資格
の認定を受けていない者も上記４により申
請書を提出することができるが、競争に参加
するためには、開札の時において、当該資格
の認定を受け、かつ、競争参加資格の確認を
受けていなければならない。当該一般競争参

加資格の認定に係る申請は、「競争参加者の資
格に関する公示」（令和６年10月１日付け国土
交通省大臣官房会計課長、国土交通省大臣官
房官庁営繕部管理課長公示）別記に掲げる当
該者（当該者が経常ＪＶである場合において
は、その代表者。）の本店所在地（日本国内に
本店がない場合においては、日本国内の主た
る営業所の所在地。以下同じ。）の区分に応じ、
同別記に定める提出場所において、随時受け
付ける。また、当該者が申請書及び資料を提
出したときに限り、中国地方整備局総務部契
約課（〒7308530 広島県広島市中区上八丁
堀６30 電話0822219231）においても
当該一般競争参加資格の認定に係る申請を受
け付ける。
 工事費内訳書の提出
１）本工事の競争参加希望者は、第１回の入
札書に記載される入札価格に対応した工事
費内訳書の提出を求める。
電子による入札の場合は、入札書に工事
費内訳書ファイルを添付し同時送付するこ
と。紙による入札を行う場合には、押印（押
印を省略する場合は、代表者氏名に加え、
本件責任者及び担当者の氏名・連絡先を記
載すること。）及び記名を行った工事費内訳
書を提出するとともに、電子データを併せ
て提出すること。なお、当該工事費内訳書
及びデータの記録媒体は、表封筒と入札書
を入れた中封筒の間に入れて、表封筒及び
中封筒に各々封緘をして提出すること。
２）工事費内訳書は、発注者名、商号又は名
称、住所及び工事名を記載し、入札価格に
対応した工事区分、各工種、種別及び細別
に相当する項目に対応するものの単位、員
数、単価及び金額を表示したものとする。
なお、少なくとも数量総括表に掲げる項目
は全て記載すること。
入札の際に工事費内訳書が未提出又は提
出された工事費内訳書が未記入である等不
備がある場合は、当該工事費内訳書の提出
業者の入札を無効とすることがある。
また、提出された工事費内訳書を必要に
応じ公正取引委員会に提出する場合があ
る。

注）電子入札システムにより工事費内訳書を
提出する場合には押印は不要である。なお、
紙入札方式で、押印を省略する場合は、代
表者氏名に加え、本件責任者及び担当者の
氏名・連絡先を記載すること。

 低入札価格調査制度調査対象工事の場合に
は、不当廉売の疑いがあるものとして公正取
引委員会に報告することがある。
 詳細は入札説明書による。
６ Summary

 Official in charge of disbursement of the

procuring entity : SUGINAKA Yoichi Di‑

rector‑General of Chugoku Regional Devel‑

opment Bureau, Ministry of Land, Inf‑

rastructure, Transport and Tourism

 Classification of the services to be pro‑

cured : 41

 Subject matter of the contract : Construc‑

tion work of Kiyo tunnel 2, Kiyobosai

 Time‑limit for the submission of applica‑

tion forms and relevant documents for the

qualification by electronic bidding system :

3 : 00 P.M. 11 November 2025

 Time‑limit for the submission of tenders

by electronic bidding system 3 : 00 P.M. 12

February 2026 (tenders brung with 3 : 00

P.M. 12 February 2026 or submitted by mail

3 : 00 P.M. 12 February 2026)

 Contact point for tender documentation :

Contract Division, General Affairs De‑

partment, Chugoku Regional Development

Bureau, Ministry of Land, Infrastructure,

Transport and Tourism, 630, Kami‑
hacchobori, Nakaku, Hiroshima 7308530
TEL 0822219231 Extension 2526  工事の実施形態

 本工事は、競争参加資格確認申請書（以
下「申請書」という。）の提出（ただし、下
記の資料及び見積価格書の提出は持参す
るものとする。）及び入札等を電子入札シス
テムにより行う。なお、電子入札システム
により難いものは、発注者の承諾を得て書
面による入札方式に代えることができる。

入 札 公 告（建設工事）

次のとおり一般競争入札に付します。
令和７年 10 月 15 日
独立行政法人
都市再生機構東日本都市再生本部

本部長 西野 健介

◎調達機関番号 599 ◎所在地番号 13
１ 工事概要
 品目分類番号 41
 工事名 虎ノ門二丁目地区（再）基盤整備
その他工事
 工事場所 東京都港区虎ノ門二丁目、赤坂
一丁目 他
 工事内容

道路工 幅員Ｗ＝150m・延長Ｌ＝約220m
（特別区道1014号線）幅員Ｗ＝
195m・延長Ｌ＝約150m（特別区
道1032号線）

造成工 盛土＝約3900（大使館前広場）
鋼製橋梁工 幅員Ｗ＝約５m、橋長Ｌ＝約

50m、鋼製橋脚２基、橋台３
基、階段２箇所、エレベーター
（建屋含む）１基（1032号線
横断デッキ）

排水工 φ300mm、開削Ｌ＝約45m、小口
径推進Ｌ＝６m、組立式人孔３基

造園工 大使館前広場約2500／赤坂・
虎ノ門緑道約1200、植栽（高
木約110本、中・低木約10000本、
地被類約20000株、石張約500、
その他修景施設）

電気・機械設備 一式
施工検討業務 一式（現場施工着手前に交

通管理者や周辺地権者等と
の協議を行い、施工計画を
策定するための業務）

 工期 契約締結日の翌日から令和12年３月
29日まで。
施工検討業務期間 契約締結日の翌日から

令和９年３月31日まで
（予定）。

現場施工期間 令和９年４月１日から令和
12年３月29日まで（予定）。


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書面による入札の承諾申請に関しては、東
日本都市再生本部総務部経理課に承諾願を
提出して行うものとする。この場合におい
て、承諾願の様式及び添付書類並びに書面
による入札承諾の基準については、電子入
札運用基準（電子入札ホームページ
https://www.ur-net.go.jp/order/e-bid.
htmlにて公開）による。

 本工事は、申請書及び競争参加資格の確
認並びに「施工実績」及び「簡易な施工計
画」に関する資料（以下「資料」という。）
を受け付け、価格と価格以外の要素を総合
的に評価して落札者を決定する総合評価方
式（加算方式、タイプＢ）の工事である。
 本工事は、品質確保等の施工体制の確保
状況を確認し、施工内容を確実に実施でき
るかどうかについて審査し、評価を行う施
工体制確認型総合評価方式の試行工事であ
る。
 本工事は、一定の条件に該当する低入札
価格調査対象工事業者の入札への参加を制
限する試行工事である。
 本工事は、契約締結後に施工方法等の提
案を受ける契約後ＶＥ方式の工事である。
 本工事は、申請書及び資料の提出と同時
に見積価格書を受け付け、ヒアリングを通
じて妥当性が確認できた見積価格書を予定
価格に反映させることができる、見積もり
の提出を求め活用する方式の工事である
（詳細は入札説明書による)。
なお、見積価格の事後確認のため、見積価
格及び実績価格を記載した資料を工事契約後
速やかに提出すること。
 本工事は、低入札価格調査となった者と
契約を行う場合、監理技術者等と同等の基
準を満たす専任の技術者の追加配置を求め
る試行工事である。
 本工事は、特定建設工事共同企業体（以
下「共同企業体」という。）の資格を有する
者又は一般競争参加資格を有する者（以下
「単体企業」という。）を契約の相手とする
工事である。

 本工事は、発注者と受注者の双方が工程
調整を行うことにより、完全週休２日（土
日）を達成するよう工事を実施する「完全
週休２日（土日）促進工事」である。実施
方法等の詳細については、現場説明書の記
載による。
 本工事は、建設キャリアアップシステム
活用推奨工事の試行対象である。実施方法
等の詳細については現場説明書の記載によ
るものとする。
 本工事は下記２に掲げる専任特例２号
の配置に関する兼務要件を満たす場合にお
いては、建設業法（昭和24年法律第100号）
第26条第３項ただし書第二号（専任特例２
号）の規定の適用を受ける監理技術者の配
置を認める工事である。
 本工事では、競争参加資格があると認め
られた者に対し、当該工事における資材等
について当機構が市場調査により決定した
単価及び歩掛の情報を試行的に提供するこ
とを予定している。
 本工事は施工のために必要な施工検討業
務を含むものであり、その内容については
施工検討業務特記仕様書による。

２ 競争参加資格
 独立行政法人都市再生機構会計実施細則
（平成16年独立行政法人都市再生機構達第95
号）第331条及び第332条の規定に該当する者
でないこと。
 当機構東日本地区における令和７・８年度
の一般競争参加資格において、「土木工事」の
認定を受けていること。（会社更生法（平成14
年法律第154号）に基づき更生手続開始の申
立てがなされている者又は民事再生法（平成
11年法律第225号）に基づき再生手続開始の
申立てがなされている者については、手続き
開始の決定後、別途再審査により「土木工事」
の再認定を受けていること。）また、一般競争
参加資格の認定を受けていない者も申請書等
を提出できるが、開札の時までに上記の認定
を受けていることとする。
 単体企業にあっては当機構東日本地区にお
ける令和７・８年度の一般競争参加資格で、
客観的事項（共通事項）について算定した点

数（以下「客観点数」という。）が、1200点
以上であること。（上記 の再認定を受けた
者にあっては、当該再認定の際に客観点数が
1200点以上であること。）
 共同企業体とする場合は、次に掲げる条件
を満たすこと。
 共同企業体における代表者は、当機構東
日本地区における令和７・８年度の土木工
事に係る一般競争参加資格の認定を受け、
客観点数が1200点以上であること。
 共同企業体の構成員については、当機構
東日本地区における令和７・８年度の土木
工事に係る一般競争参加資格の認定を受
け、客観点数が1150点以上であること。
なお、共同企業体の構成は２社又は３社と
し、各構成員の構成比率は２社の場合は
30％以上、３社の場合は20%以上とする。
 その他共同企業体の構成基準及び申請等
については入札説明書による。

 会社更生法に基づき更生手続開始の申立て
がなされている者又は民事再生法に基づき再
生手続開始の申立てがなされている者（上記
の再認定を受けた者を除く。）でないこと。
 暴力団又は暴力団員が実質的に経営を支配
する者又はこれに準ずる者でないこと。
 申請書及び資料の提出期限の日から開札の
時までの期間に、当機構から本工事の施工場
所を含む区域を措置対象区域とする指名停止
を受けていないこと。
 工事請負契約の履行に当たって不誠実な行
為があり、工事請負業者として不適当である
と認められる者でないこと。なお、不誠実な
行為とは、当機構発注工事において、重大な
契約不適合が認められるにもかかわらず、契
約不適合の存在自体を否定する等の行為をい
う。
 本工事に係る設計業務等の受注者又は当該
受注者と資本又は人事面において関連がある
建設業者でないこと。
 当機構東日本都市再生本部（所管事務所を
含む。）発注の工事成績について、申請書及び
資料の提出期限日前１年以内の期間において
60点未満のものがないこと。

 平成22年４月１日から本工事掲示日までの
期間に、元請として施工を完了した土木工事
のうち、次の条件を全て満たす工事の施工実
績を有すること（共同企業体の構成員として
の実績は、出資比率が20％以上の場合のもの
に限る。（下記において同じ。））
 ＤＩＤ同等地区又は交通規制ありの条件
下で、橋長30m以上の橋梁上部工事の施工
実績
 ＤＩＤ同等地区又は交通規制ありの条件
下で、交差点を含む道路改良工事の施工実
績
※、は別工事でも可とする。
※単体企業については、の両方の施工実
績を有すること。
※共同企業体においては、共同企業体を構成
する各社において又はのいずれかの施
工実績を有し、かつ、各社合わせて及び
の両方の施工実績を有すること。
なお、施工実績として認定する発注者につ
いては、公共機関（国、地方公共団体、独立
行政法人等）及び民間のいずれも可とする（下
記 において同じ）。
 次に掲げる基準を満たす主任技術者又は監
理技術者（以下「配置予定技術者」という。）
を本工事に配置できること。なお、建設業法
（昭和24年法律第100号）第26条第３項及び
建設業法施行令（昭和31年政令第273号）第
27条第１項に該当する場合は、当該技術者は
専任とすること。ただし、下記の配置を行
う場合においてはこの限りではない。
 以下いずれかに該当する者であること。
・１級土木施工管理技士の資格を有する者
・１級建設機械施工技士の資格を有する者
・技術士（建設部門、農業部門（選択科目
を「農業土木」とするものに限る。）、森
林部門（選択科目を「森林土木」とする
ものに限る。）、水産部門（選択科目を「水
産土木」とするものに限る。）、又は総合
技術監理部門（選択科目を建設部門に係
るもの、「農業土木」、「森林土木」又は「水
産土木」とするものに限る。））の資格を
有する者
・これらと同等以上の資格を有する者と大
臣が認定した者
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 平成22年４月１日から本工事の掲示日ま
での期間に元請として施工を完了した土木
工事のうち、担当技術者以上の技術者とし
て下記に掲げる工事の従事経験を有するこ
と。
・ＤＩＤ同等地区又は交通規制ありの条件
下での道路改良工事

 監理技術者にあっては、監理技術者資格
者証及び監理技術者講習修了証を有する者
であること。
 申請者と直接的かつ恒常的雇用関係にあ
ること。なお、恒常的雇用関係とは、申請
書及び資料の提出日以前に３か月以上の雇
用関係にあることをいう。
 実際の施工に当たって、監理技術者等を
途中交代できるのは、死亡、傷病、被災、
出産、育児、介護、退職等の場合、受注者
の責によらない契約事項の変更の場合（関
係機関協議や履行中の解体工事の遅延等に
よる本件工事の現場施工着手日の変更、現
場施工期間延長等）、工事工程上技術者の
交代が合理的と認められる場合等とする。
なお、やむを得ず交代する場合は、上記
からまでの条件を全て満たす技術者を配
置すること。
 配置予定技術者を特定できない場合は、
複数の候補者を記入することができる。た
だし、その場合は３名を限度とする。
 本件工事契約締結後、直ちに監理技術者
等の配置が必要である。現場施工（現場事
務所設置、資機材搬入、仮設工事等）の着
手後は、監理技術者等の専任が必要となる。
契約締結後から現場施工着手までの期間の
監理技術者等の専任は不要である。

 専任特例２号の配置を行う場合において
は、以下の兼務要件をすべて満たすこと。
《兼務要件》※監理技術者に関する特例であ
り、主任技術者は対象外
 監理技術者補佐の要件（建設業法施行令
第28条に規定の、主任技術者の資格を有す
る者のうち１級の技術検定の第一次検定に
合格した者、又は１級施工管理技士等の国
家資格者、若しくは学歴や実務経験により
監理技術者の資格を有する者）を満たす技
術者を本工事に専任で配置すること。

 兼務する工事は、２を超えないこと。
 専任特例２号が兼務する他の工事と本工
事の距離が直線距離で10㎞程度であるこ
と。
 専任特例２号及び監理技術者補佐は、受
注者と直接的かつ恒常的な雇用関係（配置
の日以前に３か月以上の雇用関係）がある
こと。
 専任特例２号と監理技術者補佐は常に連
絡が取れる体制を確立すること。
 専任特例２号は監理技術者補佐の補助を
受け、監理技術者が行うべき職務（安全管
理、品質管理、工程管理、施工における主
要な会議への参加、現場巡回、主要な工種・
工程における施工時の立会い等）を適切に
実施するとともに、監理技術者補佐を適切
に指導すること。
 兼務する工事の発注者が、専任特例２号
の配置を認めている工事であること。

 総合評価に係る施工計画等が安全性、確実
性、経済性などの観点から適切であり、不備
なく記載されていること。施工計画が、未提
出又は白紙提出の場合は、提出書類不備によ
る失格とする。また、施工計画の内容に著し
い不備などがあり、安全面、品質面等で適切
でないことが明らかである場合は、失格とす
ることがある。
 以下に定めるいずれかの届出の義務があ
り、当該義務を履行していない建設業者でな
いこと。
イ 健康保険法（大正11年法律第70号）第48
条の規定による届出の義務
ロ 厚生年金保険法（昭和29年法律第115号）
第27条の規定による届出の義務
ハ 雇用保険法（昭和49年法律第116号）第
７条の規定による届出の義務

 上記に定めるものの他、本入札公告及び入
札説明書等に定める事項に違反する者でない
こと。

 申請書及び資料の提出方法、期間及び場所
 申請書の提出方法、期間及び場所
提出方法 申請書は電子入札システムで提

出すること。（添付する書類は入
札説明書別添様式１の表紙１枚
のみでよい。）ただし、やむを得
ない事由により、発注者に書面
による入札の承諾を得た場合に
ついては、申請書の提出期間内
に持参すること。郵送又は電送
によるものは受け付けない。

提出期間 令和７年10月16日（木）から令
和７年11月７日（金）までの土
曜日、日曜日及び祝日を除く毎
日、午前10時00分から午後４時
00分（ただし、正午から午後１
時00分の間は除く。）まで。

※ただし、共同企業体として提出する場
合、「特定ＪＶ登録申請書等」の提出及
び登録がされた後に提出可能となる。

提出場所 紙入札による場合は、上記
に同じ。

 令和５年４月１日から申請書及び資料の提
出期限までの間に当機構が東日本地区で発注
した工事種別「土木」（同期間内に「枠組み協
定一括発注」又は「追加工事協定一括発注」
が含まれる場合には、協定を締結したすべて
の工事種別「土木」を対象とする。以下本項
において同じ。）において調査基準価格（※１）
を下回った価格をもって契約し、工事成績評
定に68点未満がある者（工期末が令和６年10
月１日以降の工事については、70点未満とす
る）（共同企業体又は共同企業体の構成員が該
当する場合を含む。）においては、次の条件を
全て満たしていること。
 当機構が発注した工事種別「土木」で調
査基準価格を下回った価格をもって入札し
低入札価格調査中の者でないこと。
 当機構が発注した工事種別「土木」で調
査基準価格を下回った価格をもって契約し
施工中の者は、資料の提出期限において当
該工事が終了し、品質・出来形等の確認が
完了していること。
※１ 調査基準価格とは、入札書比較価格（予

定価格に100／110を乗じて得た額）の
75／10から92／10の範囲内で、予定

価格の算定金額における直接工事費に
97％、共通仮設費に90％、現場管理費
に90％、一般管理費に68％をそれぞれ
乗じて得た額を合計したものをいう。

３ 入札手続等
 担当本部等
 申請書及び資料、工事計画地の現地確認
に関する事項 〒1631313 東京都新宿区
西新宿六丁目５番１号（新宿アイランドタ
ワー13階）独立行政法人都市再生機構東日
本都市再生本部 技術監理部 企画第１課
電話0353230925

 入札手続きに関する事項、令和７・８年
度の一般競争参加資格に関する事項
〒1631315 東京都新宿区西新宿六丁目
５番１号（新宿アイランドタワー15階）独
立行政法人都市再生機構東日本都市再生本
部 総務部 経理課 電話0353230718

 入札説明書の交付期間、場所及び方法
 交付期間 令和７年10月15日（水）から
令和８年３月４日（水）までの土曜日、日
曜日、祝日及び年末年始（12月29日～１月
３日）を除く毎日、午前10時00分から午後
４時00分まで（ただし、正午から午後１時

00分の間を除く。）。ただし、ＦＡＸ送付期
限は令和８年２月27（金）午後４時00分ま
で。
 交付方法 入札説明書等は、当機構ホー
ムページに掲載する。設計図書等（ＣＤ化
したもの）の交付を希望する場合は、入札
説明書に添付する「設計図書・現場説明書
交付申込書」及び「秘密保持に関する確約
書」の写しを上記の期間に送付し申し込む
こと。（ＦＡＸ受領後、ＦＡＸ受領日より３
営業日後までに到着するように発送する
（土曜日、日曜日及び祝日は営業日として
数えない。）。３営業日を過ぎても到着しな
い場合は、電話にて確認すること。なお、
交付資料については無償とするが、着払い
にて送付するので送料は交付希望者の負担
とする。
【ＦＡＸ送付先】独立行政法人都市再生機

構 東日本都市再生本部
総務部 経理課 電話
0353230718 ＦＡＸ
0353230638
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 資料の提出方法、期間及び場所
提出方法 資料は、予め提出日時を提出日

の原則３営業日前までに上記
まで連絡の上、内容を説明で
きる者が持参するものとして、
郵送又は電送によるものは受け
付けない。（電子入札システムに
よる場合も持参するものとす
る。）

提出期間 令和７年10月16日（木）から令
和７年11月７日（金）までの土
曜日、日曜日及び祝日を除く毎
日、午前10時00分から午後４時
00分（ただし、正午から午後１
時の間は除く。）まで。

提出場所 上記に同じ。
 見積価格書の提出方法、期間及び場所
提出方法 見積価格書は、予め提出日時を

提出日の原則３営業日前まで
に、上記まで連絡の上、内
容を説明できる者が持参するも
のとし郵送又は電送によるもの
は受け付けない。（電子入札シス
テムによる場合も持参するもの
とする。）

提出期間 令和７年10月16日（木）から令
和７年12月５日（金）までの土
曜日、日曜日及び祝日を除く毎
日、午前10時00分から午後４時
00分（ただし、正午から午後１
時の間は除く。）まで。

提出場所 上記に同じ。
 入札及び開札の日時及び場所並びに入札書
の提出方法
 入札の受付日時及び入札書の提出方法
日時 令和８年３月５日（木）午前10時00

分から正午まで。
提出方法 電子入札システムにより提出す

ること。ただし、発注者の承諾
を得た場合は、東日本都市再生
本部 総務部 経理課に持参す
ること（郵送又は電送によるも
のは受け付けない）。

 開札の日時及び場所
日時 令和８年３月６日（金）午前10時00

分（予定）
場所 〒1631315 東京都新宿区西新宿六

丁目５番１号（新宿アイランドタ
ワー15階）独立行政法人都市再生機
構 東日本都市再生本部 総務部
経理課 電話0353230718

 入札執行回数は、２回を限度とする。た
だし、２回目の入札で落札者がないときは、
直ちに又は別に日時を定めて、２回目の入
札参加者から希望者を募り、見積り合わせ
を行うことがある。なお、見積り合わせの
執行回数は、原則として２回を限度とする。

４ その他
 手続において使用する言語及び通貨
日本語及び日本国通貨に限る。

 入札保証金及び契約保証金
 入札保証金 免除
 契約保証金 請負代金額の10分の３以上
を納付。ただし、金融機関又は保証事業会
社の保証をもって契約保証金の納付に代え
ることができる。また、公共工事履行保証
証券による保証を付し、又は履行保証保険
契約の締結を行った場合は、契約保証金を
免除する。

 入札の無効 本公告に示した競争参加資格
のない者のした入札、申請書又は資料に虚偽
の記載をした者のした入札及び入札に関する
条件に違反した入札並びに特段の理由もなく
見積価格書の提出がなされないままなされた
入札は無効とする。
 落札者の決定方法 入札参加者は「価格」、
「施工実績」及び「簡易な施工計画」をもっ
て入札するものとし、入札価格が予定価格の
制限範囲内である者のうち、別途入札説明書
で定める得点配分によって得られる評価値の
最も高い者を落札者とする。また、評価値の
最も高い者が２名以上ある時は、くじ引きに
より落札者となるべき者を決定する。
ただし、落札者となるべき者の入札価格に
よっては、その者により当該契約の内容に適
合した履行がなされないおそれがあると認め

られるとき又はその者と契約を締結すること
が公正な取引の秩序を乱すこととなるおそれ
があって著しく不適当であると認められると
きは、予定価格の制限の範囲内で、発注者の
求める最低限の要求要件を全て満たした他の
者のうち、評価値の最も高い者を落札者とす
ることがある。
 手続における交渉の有無 無
 契約書作成の要否 要
 当該工事に直接関連する他の工事の請負契
約を当該工事の請負契約の相手方との随意契
約により締結する予定の有無 無
 詳細は入札説明書による。
５ Summary

 Official in charge of disbursement of the

procuring entity : Kensuke Nishino, Direc‑

tor General of East Japan Urban Renais‑

sance Office, Urban Renaissance Agency 13

 Classification of the services to be pro‑

cured : 41

 Subject matter of the contract : Construc‑

tion works of infrastructure development in

district of Toranomon 2‑chome, Minato‑ku,

Tokyo

 Time‑limit for the submission of applica‑

tion forms and relevant documents for the

qualification : 4 : 00 P.M. 7 November 2025

 Time‑limit for the submission of tenders :

12 : 00 5 March 2026

 Contact point for tender documents : Ac‑

count settlement division, General Affairs

Department, East Japan Urban Renais‑

sance Office, Urban Renaissance Agency,

651, Nishishinjuku, Shinjuku‑ku,

Tokyo 1631315 TEL 0353230718

入 札 公 告（建設工事）

次のとおり一般競争入札に付します。
令和７年 10 月 15 日
（契約責任者）西日本高速道路株式会社

中国支社 支社長 本園 民雄

◎調達機関番号 419 ◎所在地番号 34
〇第７号
１ 工事概要
 品目分類番号 41
 工事名 令和７年度 山陽自動車道（特定
更新等）周南高速道路事務所管内舗装補修工
事（不落札協議対象）
 工事場所
自）広島県廿日市市
至）山口県山口市
 工事内容 本工事は、周南高速道路事務所
管内における山陽自動車道（岩国ＩＣ～山口
南ＩＣ）において、舗装補修を行う工事であ
る。
 工事概算数量
捨土掘削 約14000
粒状路盤工 約10000
アスファルト混合物 約2000ｔ
切削オーバーレイ工 約110000
レベリング工 約1000ｔ
床版防水工 約13000
路面標示工 約33000ｍ
 工期 工事の始期日から1080日間（ただ
し、令和８年８月28日（工事開始期限）まで
に工事を開始すること）
 使用する主要な資機材 －
 落札方式 総合評価落札方式（施工計画提
案型）
 契約金額の約定方法 総価単価契約
 単価表の提出 必要
２ 競争参加資格 次に掲げる条件をすべて満足
し、かつ、契約責任者による当該工事に係る競
争参加資格確認の結果、資格があると認められ
た者は、本件競争に参加することができる。
 審査基準日（下記３に示す申請書等の提
出期間の最終日をいう。以下同じ。）において、
「西日本高速道路株式会社契約規程実施細則
（平成17年細則第７号）」第６条の規定に該当
しない者であること。
 開札時において、「令和７・８年度西日本高
速道路株式会社工事一般競争（指名競争）参
加資格」のうち、以下の全ての条件に該当す
ること。ただし、「会社更生法（平成14年法律
第154号）」に基づき更生手続開始の申立てが
なされている者又は「民事再生法（平成11年
法律第225号）」に基づき再生手続開始の申立
てがなされている者については、手続き開始
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の決定後、「工事等競争参加資格登録の特例を
定める要領（平成21年要領第41号）」に基づく
工事一般競争（指名競争）参加資格の再認定
を受けて、当該再認定において以下の全ての
条件に該当すること。
 単体で参加する場合 「舗装工事」の資
格を有し、かつ、当該資格における客観的
事項に係る点数（経営事項評価点数）が
1200点以上である者
 特定建設工事共同企業体（以下「特定Ｊ
Ｖ」という。）で参加する場合 「舗装工事」
の資格を有し、かつ、当該資格における客
観的事項に係る点数が1200点以上である
２者で構成された共同企業体。なお、経常
建設共同企業体（以下「経常ＪＶ」という。）、
協業組合及び事業協同組合は、特定ＪＶの
構成員となれないものとする。

※特定ＪＶの代表者以外の構成員について
は、若しくはに掲げるいずれかの施工
実績を有すること
【注意事項】
〇次のⅠ～Ⅲのいずれかに該当する場合
は、施工実績として認めない。
Ⅰ）西日本高速道路株式会社（旧日本
道路公団含む）が発注した工事で、
評定点合計が65点未満のもの
Ⅱ）「国、地方公共団体及び公共工事
の入札及び契約の適正化の促進に関
する法律（平成12年法律第127号）」
第２条第１項の政令で定める法人が
発注した工事であって、工事成績評
定が一定の点数未満であるために当
該機関の競争入札において施工実績
として認めていないもの
Ⅲ）特定ＪＶ及び経常ＪＶの構成員と
しての施工実績のうち、出資比率が
均等割の10分の６未満のもの

〇複数の施工実績を求める場合は、同種
工事の項に掲げる各工事の施工実績を
同一の工事において有する必要はな
い。

 施工計画が適正であること。
 審査基準日（審査基準日を含む。）から落札
者を決定する日（決定する日を含む。）までの
期間に、「西日本高速道路株式会社入札参加資
格停止等事務処理要領（平成17年要領第96
号）」に基づき、「地域２」において、入札参加
資格停止を受けていないこと。共同企業体の
場合は、各構成員が前述の期間に入札参加資
格停止を受けていないこと。
 競争に参加しようとする者の間に、資本・
人的関係がないこと。

３ 入札手続等
 契約担当部署 西日本高速道路株式会社
中国支社 総務企画部 経理課
（住所）〒7310103 広島県広島市安佐南区
緑井２26１
（電話）0828314441
 図書交付期間及び方法
 交付期間 令和７年10月15日（水）から
令和７年12月１日（月）まで（土曜日、日
曜日、祝日及び年末年始（12月29日から翌
年１月３日まで）（以下「休日」という。）を
除く。）
 交付方法 入札情報公開システム
https://corp.w-nexco.co.jp/
procurement/library/

当案件のダウンロードに必要なパスワー
ドは、「252001030」である。なお、通信環
境の不具合等やむを得ない事由により、上
記交付方法による入手ができない場合は、
上記交付期間の毎日午前10時00分から午後
４時00分まで、上記３において入手する
ことができる。

 申請書等の提出期間及び方法
 提出期間 令和７年10月16日（木）から
令和７年12月１日（月）午後４時00分まで
（休日を除く。）
 提出方法 電子入札システム
 入札書の提出期限及び提出方法
 提出期限 令和８年２月25日（水）午前
11時00分まで
 提出方法 電子入札システム
 開札の日時及び場所
 開札日時 令和８年３月２日（月）午前
10時00分
 開札場所 上記３に同じ。

５ Summary

 Official in charge of the contract of the

procuring entity : Tamio Motozono Direc‑

tor General of Chugoku Branch, West Nip‑

pon Expressway Company Limited

 Classification of the services to be pro‑

cured : 41

 Subject matter of the contract : Pave‑

ment repair work of the Sanyo Expressway

over Shunan Expressway Office in Fiscal

2025

 Time‑limit for the submission of applica‑

tion forms and relevant documents for the

qualification by electronic bidding system :

4 : 00 PM 1 December 2025 (if brought with

you, 4 : 00 PM 1 December 2025. if by mail,

4 : 00 PM 1 December 2025)

 Time‑limit for the submission of tenders

by electronic bidding system : 11 : 00 AM 25

February 2026 (if brought with you, 11 : 00

AM 25 February 2026. if by mail 11 : 00 AM

25 February 2026)

 The language used for application and

inquiry shall be Japanese.

 Contact point for tender documentation :

Accounting Division, General Affairs and

Planning Department, Chugoku Branch

West Nippon Expressway Company Limit‑

ed, 2261, Midorii, Asaminami‑ku, Hi‑
roshima City, Hiroshima Prefecture 731
0103 Japan, TEL 0828314441

 審査基準日において、平成22年度以降に元
請けとして完成・引渡しが完了した次に示す
同種工事の施工実績を有すること。
 単体、特定ＪＶの代表者及び代表者以外
の構成員の場合 次のａ）及びｂ）の施工
実績を有すること。
ａ）供用中の自動車専用道路等（注１）ま
たは国道において、表層の設計舗装面積
（注２）が40000以上あるアスファル
ト舗装工を主体とした工事（歩道を除く）
ｂ）供用中の自動車専用道路等（注１）ま
たは国道の交通規制（車線減少又は片側
交互通行）を実施した工事
（注１）自動車専用道路等とは、自動車専
用道路又は高速道路会社が管理する道路
をいう。
（注２）同種工事の実績を「コリンズに登
録されている工事」により申請する場合、
上記の「表層の設計舗装面積」は、コリ
ンズ登録項目の「舗装施工総面積」によ
るものとする。

 特定ＪＶの代表者以外の構成員の場合
次のａ）及びｂ）の施工実績を有すること。
ａ）供用中の自動車専用道路等（注１）ま
たは国道において、表層の設計舗装面積
（注２）が1000以上あるアスファル
ト舗装工を主体とした工事（歩道を除く）

ｂ）供用中の自動車専用道路等（注１）ま
たは国道の交通規制（車線減少又は片側
交互通行）を実施した工事
（注１）自動車専用道路等とは、自動車専
用道路又は高速道路会社が管理する道路
をいう。
（注２）同種工事の実績を「コリンズに登
録されている工事」により申請する場合、
上記の「表層の設計舗装面積」は、コリ
ンズ登録項目の「舗装施工総面積」によ
るものとする。

４ その他
 契約の手続において使用する言語及び通貨
日本語及び日本国通貨に限る

 入札保証及び契約保証 入札保証 免除
契約保証 納付

 入札の無効 本公告に示した競争参加資格
のない者のした入札、申請書等に虚偽の記載
をした者のした入札及び入札に関する条件に
違反した入札は無効とする。
 手続における交渉の有無 無
 契約書作成の要否 要
 当該工事に直接関連する他の工事の請負契
約を、当該工事の請負契約の相手方と随意契
約により締結する予定の有無 無
 関連情報を入手するための照会窓口は、上
記３に同じ。
 詳細は入札公告・入札説明書による。


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公募型プロポーザル方式に係
る手続開始の公示

次のとおり企画提案を公募します。
令和７年 10 月 15 日

地方競馬全国協会
本部会計契約担当役 仙台 光仁

◎調達機関番号 320 ◎所在地番号 13
１ 調達内容
 品目分類番号 73
 件名 ＮＡＲグランプリ2025表彰式典企画
運営等業務 一式
 調達件名の特質等 企画提案説明書及び仕
様書による。
 履行期間 契約締結日から令和８年３月31
日（予定）
 履行場所 企画提案説明書及び仕様書によ
る。
 提案方法 企画提案説明書による。
２ 競争参加資格
 次に該当しない者であること。
 契約を締結する能力を有しない者及び破
産者で復権を得ない者。
 農林水産省、日本中央競馬会及び地方競
馬主催者から、取引停止の措置を受けてい
る期間中の者。

 令和７・８・９年度の農林水産省競争参加
資格（全省庁統一）の「役務の提供等」にお
いて、等級がＡに格付けされている者である
こと。
 会社更生法（平成14年法律第154号）に基
づく更生手続開始の申立て及び民事再生法
（平成11年法律第225号）に基づく再生手続
開始の申立てがなされていない者であるこ
と。
 その他は企画提案説明書に定める。

４ その他
 契約手続きにおいて使用する言語及び通貨
日本語及び日本国通貨

 契約保証金 免除
 提案の無効 本公告に示した競争参加資格
のない者の提出した提案書、提案者に求めら
れる義務を履行しなかった者の提出した提案
書、その他提案の条件に違反した場合は無効
とする。
 契約書の作成の要否 要
 契約交渉者の決定方法 企画提案説明書で
定める技術評価の方法をもって決定する。
 詳細は企画提案説明書、提案書作成要領及
び仕様書による。

５ Summary

 Official in charge of disbursement of the

procuring entity : Mitsuhito Sendai : Direc‑

tor for accounting agreements : The Na‑

tional Association of Racing.

 Classification of the products to be pro‑

cured : 73

 Nature and quantity of the products to be

purchased ; Award ceremony planning and

operation.

 Fulfillment period : As shown in the

tender documentation.

 Fulfillment place : As shown in the tender

documentation.

 Qualification for participating in the ten‑

dering procedures : Suppliers have grade A,

offer of services etc in terms of the quali‑

fication for participating in tenders by

MAFF (Single qualification for every min‑

istry and agency).

 Time limit for submission of proposals :

11 : 00 a.m. 25 November, 2025

 Contact point for the notice : Public Rela‑

tions Division, The National Association of

Racing, 1910 Roppongi, Minato‑ku

Tokyo, 1060032 : Japan : TEL 033583
6843

資料提供招請に関する公表

次のとおり特定役務の調達を予定していますの
で、当該調達に関して資料等の提供を招請します。
令和７年 10 月 15 日
国立研究開発法人科学技術振興機構
分任契約担当者 契約部長 近藤 章博

◎調達機関番号 813 ◎所在地番号 13
〇第７124 号
１ 調達内容
 品目分類番号 71、27
 調達計画特定役務及び数量 多機能コピー
機のサービス提供業務（2027） 一式
 調達方法 購入等
 調達予定時期 令和９年10月以降
 調達に必要とされる基本的な要求要件
 業務範囲
 複合機の配置場所の確認及び配置図の
作成
 に基づいた各種機能を具備した複合
機の設置（約70台想定）及び契約終了時
の撤去
 認証印刷環境及びドライバ等の提供
 出力環境の提供及び保守／消耗品の供
給／出力状況の定期的な報告
 サービス提供段階における必要に応じ
た複合機の拠点内の移設（追加設置、拠
点間の移設、撤去も業務に含めるが、別
途請求とする）
 認証印刷環境及び複合機等一式の運用
管理とサポート

 運用条件
 サービス開始時設置分の複合機は３機
種以内であること（印刷速度が異なる機
種でも、同一ドライバ（ＰＳドライバを
除く）で制御できること)。
 サービス提供時の複合機台数の増減
組織変更等による職員や組織の増減に備
え、以下の条件で複合機の台数の増減に
対応すること。
・増減の規模は初期設置時の台数の最大
２割とする。
・増減についての事前通知を受け次第、
追加設置／拠点間の移設／撤去にかか
る一時費用の概算見積を提示するこ
と。但し、印刷単価は複合機の台数増
減によらず変えないものとする。
・複合機の台数の追加設置／拠点間の移
設／撤去を行う際の確認事項や実施フ
ロー等については出力環境の提供の前
までにＪＳＴと協議の上で決定するこ
と。
・増設する複合機はサービス開始時設置
分と同一機種が望ましい。

 受注者は、環境構築計画書、運用計画
書に基づき確実に出力サービスの提供を
実施すること。
 サービスの報告は、月次、及び年次で
それぞれ報告すること。

 複合機の要件
 コピー機能
・フルカラーコピー及びモノクロコピー
が可能であること。
・読み取り解像度が600×600dpi以上で
あること。
・書き込み解像度が600×600dpi以上で
あること。
・階調数が256階調以上であること。
・メモリー容量が４ＧＢ以上であるこ
と。
・ディスク容量が128ＧＢ以上であるこ
と。

３ 提案書の提出場所等
 提案書の提出場所、契約条項を示す場所、
企画提案説明書の交付場所及び問い合わせ先
〒1060032 東京都港区六本木１９10
地方競馬全国協会 企画部広報課 担当：
稲生 電話0335836843
電子メール：pr@nar.keiba.go.jp
※問合せは特別な事情がある場合を除いて電
子メールで行うこと。

 企画提案説明書及び仕様書の交付方法 本
公告の日から上記３の交付場所にて交付す
る。交付を受ける際には必ず事前に連絡を行
うこと（日時を調整し実施する）。
 説明会の日時及び場所 令和７年10月22日
（水）予定 於：地方競馬全国協会会議室
※説明会に参加する者は令和７年10月21日
（火）午後３時までにに記載のメールア
ドレスに参加希望の旨を連絡すること。

 提案書の提出期限 令和７年11月25日（火）
午前11時


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６ Summary

 Classification of the services to be pro‑

cured : 71, 27

 Nature and quantity of services to be re‑

quired : Authentication multifunction print‑

er Service Provision (2027) ; 1 Set

 Type of the procurement : Require

 Basic requirements of the procurement :

Ａ．Scope of Work
⒜ Confirmation of multifunction print‑

er placement locations and creation of

placement diagrams

⒝ Installation of multifunction printers

equipped with various functions based

on ⒜ (Approximately 70 units), and re‑
moval upon contract termination

⒞ Provision of an authentication print‑

ing environment and drivers, etc.

⒟ Provision of output environment,

maintenance／supply of consumables,
and periodic reporting of output status

⒠ Relocation of multifunction printers

within sites as needed during service

provision (Additional installations, in‑

ter‑site relocations, and removals are

included in the scope but will be billed

separately)

⒡ Operational management and sup‑

port for complete set of the authentica‑

tion printing environment and all mul‑

tifunction printers.

３ 説明書の交付
本公表に基づき応募する供給者に対して調達
説明書を交付する。
 交付期間 令和７年10月15日から令和７年
12月５日まで
 交付場所 本公表日から下記ＵＲＬよりダ
ウンロード可能。窓口交付の場合は上記２
にて交付する。
ＵＲＬ：https://choutatsu.jst.go.jp/

４ 説明会の開催
本公表に基づく調達説明会を開催する。
 開催日時 令和７年10月24日14時00分
 開催場所 会場とZoomミーティングを利
用したオンラインの同時開催とする
〒1028666 東京都千代田区四番町５番地
３サイエンスプラザ 国立研究開発法人科学
技術振興機構 ２階入札室（調達説明会へ参
加を希望する者は、令和７年10月23日17時00
分までに、上記２の連絡窓口宛に電子メー
ルにて申込を行うこと。）

５ その他
この調達計画の詳細は調達説明書による。
なお、本公表内容は予定であり、変更するこ
とがあり得る。

 スキャン機能
・フルカラースキャナーであること。
・読み取りサイズで、最大Ａ３の原稿が
読み取り可能であること。
・読み取り解像度は200／300／400／600
dpiに対応していること。

・スキャンしたデータをパスワード付Ｐ
ＤＦに変換できること。
・スキャンしたデータを高圧縮ＰＤＦに
変換できること。
・別途変換ソフトウェア等をパソコンに
導入することなく、スキャンデータか
らＯＣＲ処理されたＰＤＦファイルを
作成できること。
・別途変換ソフトウェア等をパソコンに
導入することなく、スキャンデータの
空白ページを除去できること。
・別途変換ソフトウェア等をパソコンに
導入することなく、スキャンしたデー
タの縦横を判別してデータの方向を変
更できること。
・別途変換ソフトウェア等をパソコンに
導入することなく、スキャンしたデー
タをExcel／Word文書に変換できる
こと。
・スキャンした文書のイメージを複合機
の操作パネルで確認でき、ページ別に
方向の変更ができること。

 プリント機能
・カラープリント及びモノクロプリント
が可能であること。
・連続プリント速度がコピー機能と同等
であること。
・出力解像度が600×600dpi以上である
こと。
・メモリー容量が４ＧＢ以上であるこ
と。

 ＦＡＸ機能
・Ｇ３規格であること。
・受信データの出力では、受信とともに
直接出力する以外に、ＰＤＦ化して指
定のサーバに保存できること。また、

管理者権限で設定が可能であること。
受信時にコピーやプリント中の場合、
混在しないようにすること。

 フィニッシャ機能
・用紙サイズでは、最大Ａ３から最小レ
ターサイズの用紙に対応しているこ
と。

 ソート・スタック機能
・ソート・スタック機能を備えているこ
とが望ましい。

 セキュリティ出力
 ＩＣカード認証 本体に接続されたＩ
Ｃカード認証装置及び認証印刷環境等を
装備して、認証を用いた出力を実現する
こと。ＪＳＴのＡＤサーバと連携して、
或いはＪＳＴのアカウント管理システム
（ＬＤＡＰ）から出力されるアカウント
情報（ＣＳＶファイル）を元に、登録情
報を自動的に更新する仕組みを有してい
ること。
 出力カウントデータの取得 複合機の
出力カウントデータを取得し、専用
Webサイトなどで適時閲覧・保存でき
ること。
 ロケーションフリー印刷 パソコンか
ら特定の複合機を指定する必要がなく、
当該業務のサービス提供範囲において、
同一のドライバを指定することでネット
ワークを介してどこでも認証カード等に
よる認証行為によって印刷が可能である
こと。
 Microsoft Entra ID（クラウド）との
連携が可能であること。

 ログ管理 個人アカウント単位、部署単
位毎に各機能の実績集計ができる等のログ
を取得・管理する機能を有すること。
 スキャンデータの取得方法 ス キ ャ ン
データの取得方法は、「複合機内に保存し、
メールによるダウンロード用ＵＲＬの送信
又はメールにスキャンデータを添付して送
付」と「ＪＳＴが指定したフォルダに送信」
の２つの種類に対応できること。
 ファックス機能の装備 複合機にファク
ス機能を装備すること。

 その他 シンクライアント端末から出力
可能であること。設置台数に対し、ドライ
バは１台となること。

２ 資料及びコメントの提供方法
上記１の特定役務に関する一般的な参考資
料及び同の要求要件等に関するコメント並び
に提供可能なライブラリーに関する資料等の提
供を招請する。
 提供招請する資料等
 提案書（メリット・デメリットも記載す
ること。）
 カタログ
 価格表、定価証明書、及び納入実績
 納入に要する期間に関する資料
 支援体制に関する資料（内容、形態等）
 その他、必要と思われる資料
 提供先（連絡窓口） 〒1028666 東京都
千代田区四番町５番地３ 国立研究開発法人
科学技術振興機構 契約部 契約業務課 担
当 久保田桂子 電話0352147996
Ｅメール keiyakuk@jst.go.jp

 資料の提供期限 令和７年12月５日17時00
分（郵送の場合は必着のこと）
ⅰ）資料等を提供する際には、組織の代表者
名で、本件招請に対する応募の意思を明確
に示す書面で提供すること。
ⅱ）提供資料等に関する照会先を明記するこ
と。
ⅲ）提供資料等は日本語で６部提出するこ
と。

 追加情報の照会先 追加情報の照会又は本
説明書に関する問い合わせは、下記の期限ま
でに、日本語文書により、電子メールにて、
上記２の「連絡窓口」へ行うこと。
 期限 令和７年10月31日17時00分
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Ｂ．Operational Conditions
⒜ The number of multifunction print‑

ers installed at service commencement

shall be no more than three models.

(Even models with different print

speeds must be controllable using the

same driver (excluding PS drivers).)

⒝ Adjustments to the number of multi‑

function printers during service provi‑

sion to accommodate increases or de‑

creases in staff or organizational units

due to restructuring, etc., adjustments

to the number of multifunction devices

must be made under the following con‑

ditions :

・The scale of increase／decrease
shall within 20％ of the initial instal‑
lation quantity.

・Upon receiving advance notice of an
increase／decrease, provide an esti‑
mated cost for the temporary ex‑

penses associated with additional in‑

stallation, relocation between sites,

or removal. However, the printing

unit price shall remain unchanged re‑

gardless of the increase／decrease in
the number of multifunction devices.

・Confirmation items and implementa‑
tion procedures for installing addi‑

tional multifunction devices, relocat‑

ing them between sites, or removing

them shall be determined through

consultation with JST prior to pro‑

viding the output environment.

・The models of multifunction devices
added should preferably be the same

as those installed at the start of ser‑

vice.

⒞ The contractor shall reliably provide

output services based on the environ‑

ment construction plan and operation

plan.

⒟ Service reports shall be submitted

monthly and annually.

Ｃ．Requirements for Multifunction print‑
ers

⒜ Copier Functionality

・Capable of full‑color and mono‑
chrome copying.

・Reading resolution must be 600×600
dpi or higher.

・Print resolution must be 600×600 dpi
or higher.

・Shade scale must be 256 levels or hig‑
her.

・Memory capacity must be 4GB or
higher.

・Disk capacity must be 128GB or hig‑
her.

⒝ Scanning Functionality

・Must be a full‑color scanner.
・Must be capable of Reading docu‑
ments up to A3 size.

・Must be capable of Reading resolu‑
tions of 200／300／400／600 dpi.
・Capable of converting scanned data
into password‑protected PDF files.

・Capable of converting scanned data
into highly compressed PDF files.

・Capable of creating OCR‑processed
PDF files from scanned data without

installing separate conversion soft‑

ware on the computer.

・Capable of removing blank pages
from scanned data without installing

separate conversion software on the

computer.

・Ability to detect the orientation
(portrait／landscape) of scanned da‑
ta and change it without installing

separate conversion software on the

computer.

・Ability to convert scanned data into
Excel／Word documents without in‑
stalling separate conversion soft‑

ware on the computer.

・Ability to preview scanned document
images on the multifunction printers

control panel and change the orienta‑

tion page by page.

⒞ Print Functionality

・Capable of both color and mono‑
chrome printing.

・Continuous print speed equivalent to
the copy function.

・Output resolution of 600×600 dpi or
higher.

・Memory capacity of 4GB or more.
⒟ Fax Functionality

・Being with G3 standards.
・For outputting received data, in addi‑
tion to direct output after receiving,

it must be possible to convert it to

PDF and save it to a designated serv‑

er. Furthermore, settings must be

configurable with administrator pri‑

vileges. If copying or printing is in

progress during reception, ensure da‑

ta does not mix.

⒠ Finisher Functionality

・Supports paper sizes ranging from a
maximum of A3 to a minimum of

Letter size.

⒡ Sorting and Stacking Functionality

・It is desirable to have sorting and
stacking functionality.

Ｄ．Security Output
⒜ IC Card Authentication

Equipment must include an IC card

authentication device connected to the

main unit and an authentication print‑

ing environment to enable authen‑

tication‑based output. It must have a

mechanism to automatically update re‑

gistration information either by linking

with JSTs AD server or by using ac‑

count information (CSV file) output

from JSTs account management sys‑

tem (LDAP).

⒝ Output Count Data Acquisition

Acquire output count data from mul‑

tifunction printers and enable timely

viewing and saving via dedicated web‑

sites or similar platforms.

⒞ Location‑Free Printing

Enable printing from any location

within the service coverage area via

network authentication using an aut‑

hentication card or similar method.

This is achieved by specifying a com‑

mon driver or location‑specific driver

for the multifunction printer, rather

than designating a specific printer from

a PC.

⒟ Capable of Cooperation with Mic‑

rosoft Entra ID (cloud).

Ｅ．Log Management
The system must possess functionality

to acquire and manage logs, enabling per‑

formance aggregation for each function

on an individual account basis or by de‑

partment.

Ｆ．Scan Data Acquisition Method
The method for acquiring scanned data

must support two options : Storing data

within the multifunction device and send‑

ing a download URL via email, or attach‑

ing the scanned data to an email for

transmission, and Sending data to a

folder specified by JST.

Ｇ．Equipped with Fax Functionality
Equipping the multifunction printer

with fax functionality.

Ｈ．Other Requirements
Output must be possible from thin cli‑

ent terminals.

One driver must be provided for all

printers.

 Time limit for the submission of the re‑

quested material : 17 : 00 05 December,

2025

 Contact point for the notice : KUBOTA

Keiko, Contract Division, Department of

Contract, JST, 53, Yonban‑cho, Chiyoda‑
ku, Tokyo 1028666, Japan, TEL 03
52147996 E‑mail keiyakuk@jst.go.jp
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意見招請に関する公示

次のとおり調達特定役務の仕様書案の作成が完
了したので、仕様書案に対する意見を招請します。
令和７年 10 月 15 日

東京税関総務部長 松田 真吾
◎調達機関番号 015 ◎所在地番号 13
１ 調達内容
 品目分類番号 67、29
 購入等件名及び数量
インターネット上でのクレジットカード及
びスマホ決済による業務通関に係る関税等の
納付受託業務の委託 一式

２ 意見の提出方法
 意見の提出期限 令和７年11月14日17時00
分（郵便等の場合は必着のこと。）
 提出先 〒1358615 東京都江東区青海
２７11 東京港湾合同庁舎内東京税関総
務部会計課調達専門官 加地 竜二 電話
0335996240

３ 仕様書案の交付
 交付期間 令和７年10月15日から令和７年
11月13日まで。
 交付場所 上記２に同じ。
 交付条件 仕様書案を交付するにあたり、
本件調達物品の機密保持の必要性から、本件
調達に係る「機密保持に関する誓約書」を提
出した者に対してのみ、仕様書案を交付する。

４ Summary

 Classification of the services to be pro‑

cured : 67, 29

 Nature and quantity of the services to be

required : Commission for the acceptance of

payment of customs duty related to cus‑

toms clearance using credit card and

smartphone payment on the internet, 1 Set.

 Time‑limit for the submission of com‑

ments : 5 : 00 PM 14 November 2025

 Contact Point for the notice : KAJI Ryuji,

Procurement Section, Accounting Division,

Tokyo Customs, 2711, Aomi Koto‑ku
1358615 Japan, TEL 0335996240

意見招請に関する公示
次のとおり調達に関する仕様書案の作成が完了
したので、仕様書案に対する意見を招請します。
令和７年 10 月 15 日

国土交通省航空局交通管制部
運用課長 林 慎一郎

◎調達機関番号 020 ◎所在地番号 13
〇国空用第 510 号
１ 調達内容
 品目分類番号 71、27
 調達等件名及び数量
統合スポット管理システム更新機器一式の
製造・性能向上及び調整 １式

２ 意見の提出方法
 意見の提出期限 令和７年11月５日17時00
分（郵送の場合は必着のこと。）
 提出先 〒1008918 東京都千代田区霞が
関２１３ 国土交通省航空局予算・管財
室契約係 電話0352538111 内線48654

３ 仕様書案の交付
 交付期間 令和７年10月15日から令和７年
11月４日まで
 交付場所 上記２と同じ
４ Summary

 Classification of the product to be pro‑

cured : 71, 27

 Nature and quantity of the products to be

purchased : Replacement, improvement and

Adjustment of Integrated spot management

system 1 set

 Time‑limit for the Submission of Com‑

ments : 17 : 00 15 November, 2025

 Contact point for the notice : Toru

Mitamura Contract section, Budget and

Property Administration Office, Civil Avia‑

tion Bureau, Ministry of Land, Infrastruct‑

ure, Transport and Tourism 213 Ka‑
sumigaseki, Chiyoda‑ku, Tokyo 1008918
Tel :＋81352538111 (Ext. 48655)

意見招請に関する公示

次のとおり調達特定役務の仕様書案の作成が完
了したので、仕様書案に対する意見を招請します。
令和７年 10 月 15 日
独立行政法人住宅金融支援機構契約担当役

財務企画部長 戸村 昌幸
◎調達機関番号 608 ◎所在地番号 13
１ 調達内容
 品目分類番号 71、27
 購入等特定役務及び数量 情報体系整備計
画に係る推進支援等のコンサルティング業務

意見招請に関する公示
次のとおり調達物品の仕様書案の作成が完了し
たので、仕様書案に対する意見を招請します。
令和７年 10 月 15 日
国立研究開発法人量子科学技術研究開発機構

財務部長 大小原 努

３ 仕様書案の交付
 交付期間 令和７年10月15日から令和７年
11月５日まで。
 交付方法 当機構ホームページを確認する
こと。

４ 仕様書案の説明会
 日時 令和７年10月23日 10時00分、
10時30分、11時30分、14時00分、15時
00分
なお、説明会に参加を希望する場合は所定
の参加申込書を提出すること。
 場所 、千葉市稲毛区穴川４９１
ＱＳＴ 本部棟２階 役員会議室
その他、それぞれ下記をテレビ会議または
Web会議でつなぎ実施する。
 群馬県高崎市綿貫町1233番地 ＱＳＴ
高崎量子技術基盤研究所 （高崎地区）総
合管理棟２階 第３会議室
 茨城県那珂市向山801１ ＱＳＴ 那
珂フュージョン科学技術研究所 （那珂地
区） 管理研究棟２階 第３会議室

 青森県上北郡六ヶ所村大字尾駮字表舘
２166 ＱＳＴ 六ヶ所フュージョンエ
ネルギー研究所 （六ヶ所地区） 管理研
究棟１階 緊急時対応室

◎調達機関番号 804 ◎所在地番号 12
〇第 44 号
１ 調達内容
 品目分類番号 26
 購入等物品及び数量
 量子科学技術研究開発機構千葉地区で使
用する電気 一式
 量子科学技術研究開発機構千葉地区で使
用するガス 一式
 令和８年度高崎地区で使用する電気 一
式
 那珂フュージョン科学技術研究所で使用
する電気の需給契約 一式
 六ヶ所フュージョンエネルギー研究所で
使用する電気 一式

２ 意見の提出方法
 意見の提出期限 令和７年11月５日17時00
分（郵送の場合は必着のこと。）
 提出先 〒2638555 千葉市稲毛区穴川
４９１ 国立研究開発法人量子科学技術
研究開発機構（以下、「ＱＳＴ」という。）財務
部契約課 電話0432066262
E‑mail : nyuusatsu̲qst@qst.go.jp

５ Summary

 Classification of the products to be pro‑

cured : 26

 Nature and quantity of the products to be

purchased :

 Electricity to be used in Chiba District,

National Institutes for Quantum Science

and Technology 1 set

 Gas to be consumed at Chiba District,

National Institutes for Quantum Science

and Technology 1 set

 Electricity to be used in Takasaki In‑

stitute for Advanced Quantum Science

the eighth year of Reiwa 1 set

 Electricity Supply Contract used in

Naka Institute for Fusion Science and

Technology 1 set

 Electricity to be used in Rokkasho In‑

stitute for Fusion Energy 1 set

 Time limit for the submission of com‑

ments : 5 : 00 PM, 5 November, 2025

 Contact point for the notice : Contract

Section, National Institutes for Quantum

Science and Technology, 491 Ana‑
gawa, Inage‑ku, Chiba‑shi 2638555 JA‑
PAN (TEL. 0432066262,
E‑mail : nyuusatsu̲qst@qst.go.jp)
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２ 意見の提出方法
 意見の提出期限 令和７年11月５日 17時
00分（郵送の場合は必着のこと。）
 提出先 〒1128570 東京都文京区後楽
１４10 独立行政法人住宅金融支援機構
情報システム部ＩＴ企画グループ
＜koubunsho̲itkikaku@jhf.go.jp＞
酒井・大下 電話0358008061

３ 仕様書案の交付
 交付期間 令和７年10月15日から令和７年
11月５日まで
 交付場所 上記２に同じ。
４ Summary

 Classification of the services to be pro‑

cured : 71, 27

 Nature and quantity of the services to be

required : Consulting of Information system

architecture plan.

 Time‑limit for the submission of com‑

ments : 17 : 00, 5 November 2025

 Contact Point for the notice :

SAKAI,OSHITA, Information Technology

Planning Group, Information Systems De‑

partment, Japan Housing Finance

Agency, 1410 Koraku, Bunkyo‑ku,

Tokyo, 1128570, Japan TEL 035800
8061

意見招請に関する公示
次のとおり調達物品の仕様書案の作成が完了し
たので、仕様書案に対する意見を招請します。
令和７年 10 月 15 日

日本放送協会 経理局長 金子 豊
◎調達機関番号 325 ◎所在地番号 13
〇第 2025１185 号
１ 調達内容
 品目分類番号 71、27
 購入等件名及び数量 本部 ラテ欄システ
ムの更新 一式

２ 意見の提出方法
 意見の提出期限 令和７年11月12日17時
 提出先 〒1508001 東京都渋谷区神南
２２１ 株式会社ＮＨＫビジネスクリエ
イト調達・管財事業部 資材２（国際調達）
ＴＥＬ0354556346 ＦＡＸ035455
5592

３ 仕様書案の交付 本公告の日から、令和７年
11月12日までの間、電子メールにより交付する。
交付を希望する場合は、㈱ＮＨＫビジネスクリ
エイト調達・管財事業部 資材２（国際調達）
担当：川口（ＴＥＬ0354556346）
m07502-kokusai@li.nhk.or.jp まで連絡する
こと。交付にあたってはＮＨＫホームページ「調
達のページ」
（ https://www.nhk.or.jp/chotatsu）入札情報
に掲載している「本部 ラテ欄システムの更新」
誓約書の提出を要する。
４ Summary

 Classification of the products to be pro‑

cured : 71, 27

 Nature and quantity of the products to be

purchased : Renovation of TV and radio lis‑

tings system 1 set

 Time limit of the submission comments :

17 : 00, 12 November 2025

 Contact point for the notice : NHK Busi‑

ness Create INC., 221 Jinnan, Shibuya‑
ku, Tokyo 1508001, Japan. TEL 03
54556346 FAX 0354555592 随意契約に関する公示

次のとおり随意契約について公示します。
令和７年 10 月 15 日
契約責任者 日本郵便株式会社
不動産部担当執行役員 鏡原 大輔

◎調達機関番号 431 ◎所在地番号 13
１ 調達内容
 品目分類番号 41
 工事名 新東京郵便局リユース品による空
調熱源模様替第２期工事

２ 随意契約の予定日 令和７年11月６日
３ 随意契約によることとする「政府調達に関す
る協定」の規定上の理由 ｄ「互換性」
４ 随意契約を予定している相手方の名称
大成建設株式会社東京支店

５ 担当部局 〒1000004 東京都千代田区大手
町２３１ 大手町プレイスウエストタワー
24階 日本郵政建築株式会社業務管理本部業務
部契約担当 内藤 電話0366368604

随意契約に関する公示

次のとおり随意契約について公示します。
令和７年 10 月 15 日
契約責任者
西日本高速道路株式会社関西支社
大阪高速道路事務所長 北原 新也

◎調達機関番号 419 ◎所在地番号 27
１ 調達内容
 品目分類番号 78
 購入等件名及び数量 大阪高速道路事務所
管内 低濃度ＰＣＢ廃棄物収集運搬及び処分
業務（令和７年度） 一式

２ 随意契約の予定日 令和７年11月27日
３ 随意契約によることとする「政府調達に関す
る協定」の規定上の理由 ｂ「排他的権利の保
護」

４ 担当部署 〒5670043 大阪府茨木市大字小
坪井52712 西日本高速道路株式会社関西支
社 大阪高速道路事務所 総務課 電話06
68774855
５ Summary

 Classification of service to be procured :

78

 Nature and quantity of service to be re‑

quired : Low concentration PCB waste col‑

lection and disposal business on Osaka

Expressway Office in the fiscal 2025

 Expected date of the contract award : 27

November 2025

 Reasons for the use of the single tender‑

ing procedures as provided for in an agree‑

ment on Government Procurement : b Pro‑

tection of Exclusive Rights

 Contact Point for the notice : General Af‑

fairs Section Osaka Expressway Office,

Kansai Branch, West Nippon Expressway

Company Limited, 52712, Kotsuboi,
Ibaraki City, Osaka Prefecture 5670043
Japan TEL 0668774855

随意契約に関する公示

次のとおり随意契約について公示します。
令和７年 10 月 15 日
国立研究開発法人理化学研究所
経理・調達本部 調達部長 星野 聡

◎調達機関番号 814 ◎所在地番号 11
〇2025 横浜第 14 号
１ 調達内容
 品目分類番号 10
 購入等件名及び数量 希土類系高温超電導
線材 １式

２ 随意契約の予定日 令和７年11月18日
３ 随意契約によることとする「政府調達に関す
る協定」の規定上の理由 ｃ「互換性」

４ 随意契約を予定している相手方の名称
藤倉商事株式会社

５ 問い合わせ先 〒2300045 神奈川県横浜市
鶴見区末広町１丁目７番22号 国立研究開発法
人理化学研究所 経理・調達本部 横浜調達課
藤本 紀子 ＴＥＬ0455039122

６ Summary

 Classification of the products to be pro‑

cured : 10

 Nature and quantity of the products to

be purchased : Rare earth‑based high‑

temperature superconducting wire 1 set

 Expected date of the contract award :

November 18, 2025

 Reasons for the use single tendering pro‑

cedures as provided for in the Agreement

on Government Procurement : c Interc‑

hangeability

 Contact point for the notice : Fujimoto

Noriko, Yokohama Procurement Section,

Procurement Division, Fiscal Services and

Procurement Group, RIKEN. 1 7 22,
Suehiro‑cho, Tsurumi‑ku, Yokohama‑shi,

Kanagawa，2300045, Japan, TEL 045
5039122.
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６ Summary

 Classification of the services to be pro‑

cured : 41

 Subject matter of the contract : Second

phase of renovation work using reused air

conditioning heat sources of Shin‑Tokyo

Post Office, Japan Post Co., Ltd

 Expected date of the contract award : 6

November, 2025

 Reasons for the use single tendering pro‑

cedures as provided for in the Agreement

on Government Procurement : d Interc‑

hangeability

 Contact point for the notice : Takashi

Naitou, Japan Post Architecture and

Engineering Co., Ltd. 231 Otemachi
Chiyoda‑ward Tokyo 1000004 Japan,
TEL 0366368604

落 札 者 等 の 公 示

次のとおり落札者等について公示します。
令和７年 10 月 15 日 支出負担行為担当官 環境省大臣官房会計課長 波戸本 尚

（東京都千代田区霞が関１２２）
［掲載順序］
品目分類番号 調達件名及び数量 調達方法 契約方式 落札決定日（随意契約の場合
は契約日） 落札者（随意契約の場合は契約者）の氏名及び住所 落札価格（随意契約の場合
は契約価格） 入札公告日又は公示日 随意契約の場合はその理由 指名業者名（指名競争
入札の場合） 落札方式 予定価格

◎調達機関番号 021 ◎所在地番号 13
73 令和７年度除去土壌等の福島県外最終処分等に向けた取組に関する全国的な理解醸成及び
社会的受容性の段階的な拡大・深化に向けた現地見学会運営業務 購入等 一般  7. 8. 1
株式会社電通アドギア（東京都中央区銀座８21１） 96800000円  7. 6. 9 総

合評価

落 札 者 等 の 公 示

次のとおり落札者等について公示します。
令和７年 10 月 15 日

経理責任者 独立行政法人国立病院機構関東信越グループ総括長 田村 敦宏
（東京都目黒区東が丘２５23）

［掲載順序］
品目分類番号 調達件名及び数量 調達方法 契約方式 落札決定日（随意契約の場合
は契約日） 落札者（随意契約の場合は契約者）の氏名及び住所 落札価格（随意契約の場合
は契約価格） 入札公告日又は公示日 随意契約の場合はその理由 指名業者名（指名競争
入札の場合） 落札方式 予定価格

◎調達機関番号 597 ◎所在地番号 13
26 看護衣等 購入等 一般  7. 9.10 ㈱廣瀬商会 東京都中央区日本橋３１
17 33898480円  7. 7. 9 最低価格

落 札 者 等 の 公 示
次のとおり落札者等について公示します。
令和７年 10 月 15 日

経理責任者 独立行政法人国立病院機構金沢医療センター院長 阪上 学
（石川県金沢市下石引町１番１号）

［掲載順序］
品目分類番号 調達件名及び数量 調達方法 契約方式 落札決定日（随意契約の場合
は契約日） 落札者（随意契約の場合は契約者）の氏名及び住所 落札価格（随意契約の場合
は契約価格） 入札公告日又は公示日 随意契約の場合はその理由 指名業者名（指名競争
入札の場合） 落札方式 予定価格

◎調達機関番号 597 ◎所在地番号 17
４ ディスオーパ消毒液 １件 購入等 一般  7. 9.11 冨木医療器㈱ 石川県金
沢市問屋町２丁目46番地 366025円  7. 8. 8 最低価格 366025円
４ スルピリドカプセル「トーワ」 外１件 購入等 一般  7. 9.11 アルメディ
コ㈱ 石川県金沢市直江町ロ306 136303円  7. 8. 8 最低価格 136303円
４ バドセブ点滴静注用 外52件 購入等 一般  7. 9.11 ㈱スズケン金沢支店
石川県金沢市問屋町２丁目50番地 305693233円  7. 8. 8 最低価格 308087265円
４ シルガード９水性懸濁筋注シリンジ 外92件 購入等 一般  7. 9.11 ㈱ファ
イネス金沢支店 石川県金沢市大浦町ハ55番地 28496687円  7. 8. 8 最低価格 
28575941円
４ ボルヒール組織接着用 外96件 購入等 一般  7. 9.11 ㈱メディセオ 東京
都中央区京橋三丁目１番１号 60418318円  7. 8. 8 最低価格 60637751円
４ ペリオクリン歯科用軟膏 外５件 購入等 一般  7. 9.11 ㈱佐波 石川県金
沢市尾張町２丁目９番５号 238634円  7. 8. 8 最低価格 239162円
４ ディレグラ配合錠 外29件 購入等 一般  7. 9.11 中北薬品㈱金沢支店 石
川県金沢市割出町412１ 2812590円  7. 8. 8 最低価格 2818951円
４ ハイヤスタ錠 外35件 購入等 一般  7. 9.11 東邦薬品㈱金沢営業所 石川
県金沢市河原市町52番地 11932917円  7. 8. 8 最低価格 11982908円
４ テモダール点滴静注 外68件 購入等 一般  7. 9.11 明祥㈱金沢支店 石川
県金沢市無量寺町ハ１番地 187320767円  7. 8. 8 最低価格 187422050円

落 札 者 等 の 公 示
次のとおり落札者等について公示します。
令和７年 10 月 15 日 国立研究開発法人国立がん研究センター理事長 間野 博行

（東京都中央区築地５１１）
［掲載順序］
品目分類番号 調達件名及び数量 調達方法 契約方式 落札決定日（随意契約の場合
は契約日） 落札者（随意契約の場合は契約者）の氏名及び住所 落札価格（随意契約の場合
は契約価格） 入札公告日又は公示日 随意契約の場合はその理由 指名業者名（指名競争
入札の場合） 落札方式 予定価格

◎調達機関番号 819 ◎所在地番号 13
72 （再公告）令和７年度国立がん研究センター遺族調査（厚生労働省委託事業）業務委託
購入等 一般  7. 9.26 三井倉庫ビジネスパートナーズ株式会社 東京都中央区日本橋
箱崎1921 34019700円  7. 9.19 最低価格
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